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環境センター長 三浦佳明 

保健福祉部長 野村眞二  同部理事 平井貴志 

同部参事兼保健福祉課長 荒井陽子  生活支援課長 山下 聰 

高齢介護課長 真鍋 伸也  障害福祉課長 飯野祐介 

国保年金課長 森﨑孝弘 

 

１．出席した議会事務局職員 

事務局長 牛渡長子  同局書記 織田裕太 

 

１．審査案件（審査順） 

  認定第１号 令和元年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分 
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  認定第４号 令和元年度摂津市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定の件 
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（午前１０時 開会） 

○渡辺慎吾委員長 ただいまから民生常

任委員会を開会します。 

 本日の委員会署名委員は、水谷委員を指

名します。 

 質疑に入る前に、理事者から発言の申出

がありますので許可します。 

 松方生活環境部長。 

○松方生活環境部長 先日、光好委員から

の質問に関連しまして、委員長のほうから

お問いを頂いた分についてのご答弁をさ

せていただきたいと思います。 

 個人番号カードの再発行についての件

でございまして、個人番号カードの手続に

つきましては、地方公共団体情報システム

機構法に基づきました法人としまして、地

方公共団体情報システム機構がシステム

操作手引書を作成し、それに基づいて全国

の市町村がマイナンバーカードの事務を

行っているところでございます。 

 今回の本市の事例につきましては、機構

から市民へ交付する個人番号カードが摂

津市に届いた後に、摂津市が紛失したもの

であり、その際の操作手順としましては再

発行、もしくは交付取りやめというような

二つの処理がございます。 

 交付取りやめを選択いたしますと、本人

からの申出により個人番号カードの申請

自体を取り消すこととなりますことから、

これは該当いたしません。それで本件につ

きましては再発行処理をし、紛失の疑いが

ある個人番号カードの無効化を図ったも

のでございます。 

 それで再発行処理に関しましては、当該

システム操作手引書に従い、その事由とい

たしまして市町村到着後の紛失、具体的な

内容としましては市町村での保管時のカ

ード紛失、このフローに基づき処理をした

ものでございまして、システム操作手順書

には個人番号カード交付前であることか

ら、当該本人への同意を得ることは規定さ

れておりませんでした。しかしながら、な

いからといいまして、今回のこの件につき

ましては報告等、多々遅れた点もございま

して、今後はこういった事例があった場合

については、内規を定めて速やかに対応す

る手続をつくっておきたいと思っており

ます。 

 また市民の方のマイナンバーカードは

厳重な保管を現在もしておりますけれど

も、保管庫を設け保管には鍵をしっかりと

かけ、また課内の金庫に入れる、それから

触る者についても特定の職員を決め使用

前、使用後には枚数を確実に、件数を数え、

システム機構のほうから届いた枚数につ

いても数をカウントし、最終合計が合うと

ころまでやって、その日の業務を終了させ

るということを現在も徹底させておりま

すけれども、今後も厳しくカードの重さを

感じながら、担当課については事務をさせ

るべく進めてまいりたいと考えておりま

す。よろしくお願いします。 

○渡辺慎吾委員長 説明が終わりました

けど、先ほどちょっと事前にこの話を、こ

の前に質問者の光好委員とともに話をし

ました。 

 結局、管轄が違うにしても還付金の問題

もそうですけど、やっぱり議会に対しての

報告と、当事者に対しての市民に対しての

報告がやっぱり怠っていたということに、

非常に私も問題視してますので、その点は

しっかりとした、保管に関しての、ものに

対しての対応のルールは説明があったと

おりですけど、あまりにも議会に対しての

報告が遅れたということに私は非常に腹

立たしく思っています。 
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 そういう面では、これもルールづくりを

しっかりやってもらうという形をぜひと

も取ってもらいたいということで強く要

望しましたので、委員の皆さんにもその辺

のことをしっかりと認識していただきた

いと、理解していただきたいと思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

 それでは、先日に引き続き、認定第１号

所管分の審査を行います。 

 質疑に入ります。 

 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、決算概要に基

づいて質問いたします。途中で一つだけ決

算書でやるところもありますが、よろしく

お願いいたします。 

 質問番号１番、決算概要５６ページ、コ

ミュニティセンター管理事業、自治振興課

の所管です。 

 別府のコミュニティセンター、別府コミ

センと私たちは呼んでいますけれども、こ

の稼働率と使用料、登録クラブの減免制度

の推移についてお尋ねします。 

 質問番号２番、決算概要６２ページ、住

基事務事業、市民課の管轄です。 

 住民基本台帳法は２００６年の改正に

より、住民基本台帳の情報は原則非公開と

されています。 

 情報公開できる者も本人、家族、そして

国や地方公共団体、また公益性の高い調査

のため等に限られ、方法は閲覧であり、市

町村は閲覧した者を公表することも定め

られています。 

 ２０１９年度に閲覧を認めた件数が事

務報告書１１１ページに掲載されていま

すが、自衛隊への情報提供はこの中に含ま

れているのか。そうでないならどのような

方法で、どのような対象者を何人情報提供

したのか。またその法的根拠は何かをお答

えください。 

 質問番号３番、決算概要６４ページ、個

人番号カード交付事業、市民課です。 

 香川委員、光好委員からも質問がありま

した。今朝もこの話が出ていました。マイ

ナンバーカード事業は少ない職員、少ない

設備、さらに新型コロナウイルス感染症の

対策と大変だと思います。 

 紛失の問題についてお聞きしますが、摂

津市の今の対応は今後も含めて答弁があ

りましたし、謝罪もありました。私からは

マイナンバーカードの紛失や盗難、漏えい

など様々な問題が起きたときの連絡や、指

導についての体制をお聞きしたいと思っ

ています。 

 紛失が発生したときに、大阪府に連絡を

しておかなくてはいけなかったのに漏れ

ていたという話を新聞で知った形になっ

ています。 

 紛失があったときはどのような対応を

するということは、決まっていないのでし

ょうか。そういう体系的な報告、どこへ報

告するかとか、どういった内容を報告する

かとか、どういう手だてを取るかというこ

とについて、きちんとした定めがあるもの

なのか教えていただきたいと思います。 

 質問番号４番、決算概要７４ページ、生

活困窮者自立支援事業、これは生活支援課

です。 

 前回の委員会で様々な相談があるとい

うことが分かりました。新型コロナウイル

ス感染症で住宅確保給付金の申請もふえ

ているということでした。生活資金に困っ

ている人に緊急小口資金や総合支援金を

紹介するということも困窮者自立支援の

窓口ではあると思います。 

 この緊急小口資金総合支援金の申請交
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付件数を教えてください。２０１９年度の

分と、現在の分も分かれば教えていただき

たいと思います。 

 また総合支援金について、新たに生活困

窮者自立支援の役割ができていると聞き

ましたが、それについても教えてください。 

 質問番号５番です。決算概要９０ページ、

生活保護事業、生活支援課です。 

 令和元年度生活保護の申請件数は消費

税も増税しましたし、また新型コロナウイ

ルス感染症の影響もあります、たくさんふ

えているのではないかなと心配しており

ます。教えてください。また今後の見通し

はどうなっていくかということについて

も教えていただきたいと思います。 

 質問番号６番、決算概要７６ページです。 

 高齢者移送サービス委託料、高齢介護課

です。 

 これはいろいろとほかの委員からもご

質問もありました。要望だけにしておきた

いと思います。 

 車椅子の人だけでなく、高齢者の足の確

保、これは市長の公約でもありましたので、

ぜひこれは前進を図っていただきたいと

思いますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

 質問番号７番、高齢者民間賃貸住宅家賃

助成費、同じく高齢介護課です。 

 事務報告書を見ると利用件数は昨年と

同数ということになっていますが、新規の

利用はあったのかどうか、過去の利用件数

の推移も教えてください。 

 この制度は家賃の補助ということで大

変喜ばれる制度だと思いますけれども、利

用促進にどういうことをしているのか、こ

れについてもお答えください。 

 質問番号８番、決算概要８０ページです。 

 障害福祉サービス費等給付費、障害福祉

課です。 

 ６５歳になったら介護サービス優先原

則というものがあります。それまで障害サ

ービスを受けていた方が介護サービスに

移行することで、今まで受けていたサービ

スが使えなくなったり、サービスの量が減

らされたりする問題があると思います。ま

た介護サービスに移行すると１割の利用

料が発生してしまいます。いわゆる６５歳

問題です。 

 摂津市はこの問題にどのように対応し

ているのか。また６５歳を過ぎても介護サ

ービスではなく障害福祉サービスを使い

たいと希望する人は、２０１９年度はいら

っしゃったでしょうか。もしいたらどんな

対応をしたのか、いなければ今後要望があ

ったらどう対応するのか、このことについ

てお尋ねいたします。 

 質問番号９番です。８２ページ。 

 軽度難聴児補聴器購入費助成事業、障害

福祉課です。 

 この事業の内容と現状についてお尋ね

します。 

 質問番号１０番、決算概要８２ページで

す。 

 相談支援事業委託料、これも障害福祉課

のほうです。 

 障害者総合支援センター、学園町にある

センターですけれども、ここで行っている

相談事業について、２０１９年度は何件あ

ったのか、どのような内容だったのかにつ

いてお尋ねします。 

 質問番号１１番、歯科健康診査事業、保

健福祉課です。 

 高齢者訪問歯科健診について、その内容、

費用、条件、受診者数を教えてください。 

 続いて質問番号１２番です。決算概要９

６ページ。 
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 大気水質等調査事業、環境政策課です。 

 香川委員の質問でもありました、いわゆ

るＰＦＯＡです。非常に長い名前で、ペル

フルオロオクタン酸というそうでござい

ますが、これについてです。 

 私たちがこの問題を知ったのは本年度

になってからでしたが、実は摂津市はずっ

と以前から高濃度のＰＦＯＡ汚染につい

ては認識し、２０１９年１２月にも大阪府

と摂津市とダイキン工業によるＰＦＯＡ

についての対策会議を行っていたようで

す。 

 この対策会議はどのような目的で、いつ

行っているものか。摂津市はどのような立

場で何をするためにその会議に参加して

いるのか。担当者は誰か、部署名でいいで

す、役割名でいいです。その会議の内容は

資料として残っているのかお答えくださ

い。 

 またＰＦＯＡは２０１９年７月に化学

物質の審査及び製造等の規制に関する法

律、いわゆる化審法といいますが、その第

一種特定化学物質に指定することが適当

であると判断され、この１２月から１月に

も指定される予定だと聞いております。 

 環境省のこの化審法の資料によります

と、第二種特定化学物質は、人、健康、影

響、生態影響のリスクがあると書かれてい

ます。ところが第一種になると難分解、高

蓄積、人への長期毒性、または高次捕食動

物への長期毒性ありと書かれています。 

 それから第二種の場合は環境中への放

出を抑制と書かれてありますが、第一種に

指定されると環境中への放出を回避、して

はいけないと書いてあります。 

 第一種は製造、輸入が原則禁止、政令指

定製品の輸入も禁止、回収等措置命令が出

ることもあると書かれています。 

 大変この化審法の中でも一番危険な物

質ということで位置づけられるというこ

とです。 

 前回、香川委員への答弁で、摂津市の役

割が問われました。 

 摂津市は水質管理目標値を超える水、こ

れは飲用に使用しないように指導するこ

とだと言われましたが、井戸水さえ飲まな

ければ健康被害はない。暴露源は飲料水だ

けだとの認識でしょうか、お答えください。 

 続きまして、質問番号１３番、これは決

算書の６２ページです。 

 雑入の中に大阪湾圏域広域廃棄物事業

返還金というものがあります。環境業務課

ということです。 

 この中身を教えてください。それからご

みの処分に係るものだと思うんですけれ

ども、広域化になると摂津市は茨木市にこ

ういった最終処分の分を払うのでしょう

か、それともまた違う方法になるのでしょ

うか、教えていただきたいと思います。 

 続きまして、質問番号１４番です。決算

概要に戻って１０６ページです。 

 労働相談事業、産業振興課にお尋ねしま

す。 

 雇用調整助成金だとか休業補償給付金

とか、様々な働く人の制度ができています

けれども、新型コロナウイルス感染症のた

めに働けなかった人への制度はあるが、実

際には活用できてないという、そういう状

況があります。また非正規や派遣などの

人々は、職を失っても補償が何もない、そ

ういう場合もあります。 

 ２０１９年度の労働相談の件数、内容は

どうでしょうかお答えください。 

 質問番号１５番、決算概要の１０６ペー

ジです。 

 中小企業金融対策事業、産業振興課です。 
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 前回でもいろいろと質問がありました。

その中で設備資金の申請が減っていると

いうお話だったと思います。どういう状況

なのか認識を伺いたいと思います。 

 新型コロナウイルス感染症の融資も始

まり、融資の申請状況も変わっていると思

いますが、他の制度との関係もあるのか、

運転資金のほうについても状況をもう少

し詳しく教えていただきたいと思います。 

 最後の質問になります。決算概要の１０

８ページです。 

 企業立地等促進事業、産業振興課です。 

 毎回このことについては聞いているの

ですけれども、過去の実績、それから今年

度の見込み、これも含めて大企業と中小企

業に分けて件数、交付金、割合を教えてい

ただきたいと思います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 丹羽部参事。 

○丹羽生活環境部参事 それでは、質問番

号１番、決算概要５６ページ、コミュニテ

ィセンター管理事業に関しまして、別府コ

ミュニティセンターの稼働率、使用料、登

録団体の減免の経過措置についてご説明

させていただきます。 

 稼働率につきましては、令和元年度は２

５％となってございます。 

 使用料の決算額につきましては、令和元

年度は１９５万７，７６５円となっており

ます。平成３０年度は１８６万５，４４０

円で、比較いたしますと９万２，３２５円、

約５％の増加となっております。 

 コミュニティセンターも新型コロナウ

イルス感染症の影響で、３月９日から貸館

業務を停止したことにより、令和元年３月

は使用件数２２２件、使用料２２万９，３

２０円でございましたが、令和２年３月で

は使用件数２２件、使用料はマイナス５万

５，７５５円になっており、使用料減の要

因となっているところでございます。 

 登録団体に対します経過措置使用料に

つきましては、別府公民館をご使用いただ

いておりました登録団体の皆様に対し、公

民館の使用料からコミュニティセンター

の使用料への移行の経過措置が設けられ

ており、令和元年度は５割減免となってご

利用いただいていたところでございます。 

○渡辺慎吾委員長 千葉課長。 

○千葉市民課長 市民課に関わります二

つのご質問にお答えします。 

 質問番号２番、自衛隊の募集に関わる閲

覧が、事務報告書１１１ページ、住民基本

台帳閲覧状況の住民票閲覧に含まれてい

るかどうかというご質問にまずお答えい

たします。 

 事務報告書１１１ページの住民票閲覧

には、自衛隊の閲覧は含まれておりません。 

 続きまして、どのような方法で閲覧を提

供しているかということですけれども、紙

媒体により名簿を提供しております。 

 続きまして、対象者と人数についてです

けれども、令和元年度につきましては出生

の年月日が平成１３年４月２日から平成

１４年４月１日までの男子及び女子８２

３人でございます。 

 続きまして、そちらの名簿提供の法的根

拠でございますけれども、摂津市個人情報

保護条例第９条第１項第２号でございま

す。それと自衛隊法施行令第１２０条でご

ざいます。 

 続きまして、質問番号３番、個人番号カ

ードに関わります質問にお答えします。 

 先ほどのお問いで、連絡とか指導の体制

でどのような対応をするかということで

すけれども、こちらにつきましては総務省、

窓口としましては大阪府市町村課になり



- 7 - 

 

ます。 

 こちらにつきまして、個人情報の漏えい

や不正、不適切な取り扱い等に該当する事

案、もしくは該当する可能性がある事案に

つきましては、報告対象緊急事案として大

阪府に報告する必要がございます。 

 マイナンバーカード紛失事案につきま

しては報告対象として取り扱うため、紛失

の疑いがあった際に直ちに大阪府に報告

する必要がございました。 

 報告事項につきましては、団体名や発生

日時、緊急事案に関しての経緯、発生原因

等の概要、報道発表予定の有無、再発防止

策などを報告する必要がございました。 

 新聞報道のとおり大阪府におきまして

は、今年は新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため動画配信による視聴でしたけ

れども、毎年府内市町村担当者を対象に会

議が開催されておりました。 

 摂津市におきましても会議には参加し

ておりましたが、本事例に関しまして報告

する必要があることが認識できておりま

せんでした。 

 申し訳ございません。補足ですけれども、

令和２年８月２５日に大阪府からの指摘

により、翌２６日に報告対象緊急事案とし

て報告させていただきましたことをお伝

えします。報告が遅くなってしまい大変申

し訳ございませんでした。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 荒井部参事。 

○荒井保健福祉部参事 質問番号４番、緊

急小口資金と総合支援資金の状況につい

て、保健福祉課からお答えいたします。 

 社会福祉協議会が行っております緊急

小口資金と総合支援資金の状況につきま

しては、緊急小口資金が令和元年度の相談

件数８８件、申請件数１３件、令和２年度

は１０月末現在でございますけれども、相

談件数が１，９８６件、申請件数が６００

件でございます。 

 総合支援資金につきましては、令和元年

度の相談件数が４件、申請件数は０件、令

和２年度１０月末現在の相談件数が１，２

１３件、申請件数が５１８件となっており

ます。 

○渡辺慎吾委員長 山下課長。 

○山下生活支援課長 それでは、同じく質

問番号４番、総合支援資金の特例貸付と生

活困窮者自立支援機関の関わりにつきま

してご答弁申し上げます。 

 まず総合支援資金と申しますのは、低所

得世帯であって収入の減少とか失業によ

り生計維持が困難となっている世帯の方

に対しまして、生活の立て直しのための貸

付資金でございます。 

 貸付期間は原則３か月以内となってお

りますが、新型コロナウイルスの感染拡大

による経済状況等を考慮いたしまして、特

例的に貸付期間をもう３か月延長されて

いるところでございます。 

 ただし延長貸付につきましては、借受人

の方が生活困窮者自立支援機関による支

援を受けることを同意された上で、支援を

継続的に受けるということが延長貸付の

条件となっておりますので、生活困窮者自

立支援機関と社会福祉協議会が連携いた

しまして、切れ目のない連続的な支援を実

施しているところでございます。 

 続きまして、質問番号５番、決算概要９

０ページ、生活保護事業に関わりますご質

問です。 

 令和元年度生活保護申請件数とコロナ

禍におけます今後の保護の見通しにつき

ましてご答弁申し上げます。 

 まず令和元年度の生活保護年間申請件
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数は１３９件、月平均に換算いたしますと

約１２件というところでございます。 

 次に、コロナ禍におけます今後の保護の

見通しについてということですが、新型コ

ロナウイルス感染拡大に伴い、４月の緊急

事態宣言発令以降の生活保護申請件数を

申しますと、４月が１３件、５月２０件、

６月１３件、７月１６件です。 

 先ほど申しました令和元年度の年間平

均申請件数を上回っている状況でござい

ます。ということで、感染拡大に伴いまし

て保護の申請件数も比例的に増加すると

いうことは十分予想されることでござい

ますので、今後の感染拡大状況を注視して

いるところでございます。 

 また併せまして、令和元年度の平均高齢

者被保護世帯数は６９６世帯でございま

して、保護受給世帯全体の約５９．３％を

占めております。 

 これは平成３０年度の平均高齢者被保

護世帯数の６６３世帯と比較しまして、約

５．０％の増加となっております。 

 高齢化が進んでいる状況に加えまして、

新型コロナウイルス感染症の影響でお仕

事を失われた高齢者の方もふえているこ

とから、高齢者の生活保護受給世帯数の増

加というのは今後も続くものと予想され

ております。それに伴いまして全体の受給

率も上昇するのではないかという見込み

を立てております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 質問番号７番、高齢

介護課でございます。 

 高齢者日常生活支援事業、高齢者民間賃

貸住宅家賃助成でございます。 

 この助成制度につきましては、高齢者の

住宅支援を目的に、民間の賃貸住宅に居住

する高齢者世帯に対して家賃の一部を助

成する事業でございます。 

 １か月につき家賃が５万円以下の世帯

に対しまして、１か月１万円を限度として

家賃額の３分の１を助成しており、市民税

非課税世帯には助成額に１，０００円を上

乗せしております。 

 利用件数でございますが、令和元年度の

件数が２６３件でございます。平成３０年

度も２６３件でございましたが、新規件数

が平成３０年度より１８件多い４６件で

ございました。 

 これは廃止になった方などもおられま

すので、結果として同じ２６３件となった

ものでございます。 

 過去の助成件数ですが、平成３０年度が

２６３件、平成２９年度が２６０件、平成

２８年度は２５２件、平成２７年度が２３

９件ですので、微増傾向ということでござ

います。 

 利用促進でございますが、高齢者のため

の福祉サービスをまとめた冊子がござい

ますけれども、これに掲載させていただき

まして、ほかには高齢介護課の窓口等での

配架、市民への配布、ホームページへの掲

載などを行っております。 

 またケアマネジャーや民生委員、ライフ

サポーターなど、高齢者を支援する関係者

の方に配付させていただきまして、日々の

活動の中で市民への周知、利用促進を図っ

ていただくということで依頼させていた

だいております。 

 令和元年度の利用促進の取り組みとい

たしましては、７月に広報誌で制度の利用

促進、周知をさせていただきました。 

 新規申請者が昨年度より１８人増加し

たことは、広報誌への掲載によることが大

きいということで考えております。 
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 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 飯野課長。 

○飯野障害福祉課長 障害福祉課に係る

３点のご質問にお答えいたします。 

 まず１点目、質問番号８、いわゆる６５

歳問題、障害福祉サービスを利用されてい

た方が６５歳になられた場合の対応でご

ざいますが、本市では現在、障害福祉サー

ビスを受けておられるほぼ全ての方のサ

ービス等利用計画を相談支援員が作成し

ており、６５歳になるサービス利用者に対

しましては、相談支援員から丁寧な説明を

行っているところでございます。 

 障害福祉サービスと同等のサービスが

介護保険サービスにある場合でも、現在約

３０人の方が障害福祉サービスを利用さ

れております。 

 続きまして、質問番号９、軽度難聴児補

聴器購入費助成事業の制度内容と実績で

ございます。 

 同事業につきましては、身体障害者手帳

の交付対象にならない軽度の難聴児に対

し、補聴器の購入費用の一部を助成するも

のでございます。 

 令和元年度は二人に対し計１１万１，８

００円を支給いたしました。 

 最後に３点目、質問番号１０、地域生活

支援事業、相談支援事業委託料に関し、摂

津市障害者総合相談支援センターウィン

グにおける相談件数、相談内容についてで

ございます。 

 令和元年度の相談件数は３，１８７件で、

前年より約１５０件増加しております。相

談はここ数年増加傾向にあり、今後も増加

していくものと考えております。 

 相談内容といたしましては福祉サービ

スの利用に関することが最も多く、１，２

０２件で全体の３７．７％、次に多いのは

不安の解消、情緒安定に関することで４６

１件、１４．５％、続いて健康・医療に関

することが４２２件、１３．２％となって

おります。この三つの内容で全体のほぼ３

分の２を占めている状況でございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 荒井部参事。 

○荒井保健福祉部参事 質問番号１１番、

歯科健康診査事業の高齢者訪問歯科健診

についてのご質問にお答えいたします。 

 高齢者訪問歯科健診は、おおむね６０歳

以上の寝たきりや、虚弱で歯科医院へ通院

することが困難な高齢者の家庭を歯科医

師が訪問し、無料で歯科健診を行うもので

す。実施回数は、対象者一人につき年度内

１回でございます。 

 健診内容は問診、歯周疾患等、口腔内の

状態、歯科治療の必要性の有無の確認など

でございます。 

 令和元年度の利用状況は、歯科医師によ

る訪問健診が３１人、歯科衛生士による指

導が一人となっております。 

○渡辺慎吾委員長 山本課長。 

○山本環境政策課長 ＰＦＯＡに関しま

して何点かご質問いただいておりますの

でご答弁申し上げます。 

 まず会議の件でございます。ＰＦＯＡ連

絡会議ということで大阪府が設置されて、

ＰＦＯＡ対策連絡会議ということで大阪

府が主宰でございます。 

 主宰の宰は人の上に立つ、イベントを開

催する主催ではなく、やはり大阪府が中心

になって物事を進められるという意味合

いの、主宰は大阪府ということになってお

ります。 

 その目的としては、設置要綱等々は大阪

府に確認いたしましたが、つくってはおら

れませんが、資料等をひもときますと、情
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報交換、情報共有等、環境水等の濃度調査

を効率的に進めていくことを目的に、大阪

府が先ほど申し上げました主宰される会

議でございます。 

 大阪府の取り組み、役割といたしまして

は、ＰＦＯＡの河川調査の関係、事業者

等々からアドバイスを求められた場合の

支援でございます。 

 摂津市の役割といたしましては、大阪府

が実施されます調査の支援を行う。それで

大阪府が地元摂津市に入られて調整する

際にも、調整役として間に入る場合は入っ

たり、摂津市庁内での関係課との調整をす

るということが役割となっております。 

 それで委員からもございました、昨年１

２月に開催はしております。１２月２５日

の水曜日ということでございます。本市か

らの出席者は担当課長と担当副主査の２

名で出席いたしているところでございま

す。 

 それとその物質のリスク等々について、

これも国が出している書類を我々がひも

とくというような、今の状況でございます

が、いろいろなところで今回は暫定的な目

標値という、暫定的という言葉が入ってお

りますので、そのことの意味合いも含めて、

人体に対する影響については我々、国の通

知文等々をひもといたときになど、そうい

うところは今後の治験を集めるというこ

とになっておりますので、委員からおっし

ゃられましたように、物質のランクといい

ますが、変更になったことは承知いたして

おりますけれども、やはり健康被害、人体

への影響等々につきましては、国がこれか

ら治験を集めるというような状況でござ

いますので、我々としてはその国の動きを

注視していきたいと思っております。 

 その関係でＰＦＯＡ自体、体に水以外は

入らないのかということでございますが、

今回は５０という数値を国のほうが、暫定

でございますけれども目標値ということ

で定められました。その５０を決められた

資料をひもといていきますと、それ以外か

らも入るようなことは読み取れるんです

けれども、何から入るのかというのは一切、

我々も今の手元資料には入っておりませ

ん。 

 だから５０を決める際に当たっても、環

境省が一定の方程式をお決めになりまし

て、その試算を基にして５０ということを

お決めになられたということでございま

すので、現在我々が担当として理解いたし

ておりますのが、飲用水の水環境における

暫定的な目標値であるということという

ことで理解しておりますので、よろしくお

願いいたします。 

○渡辺慎吾委員長 安田部参事。 

○安田生活環境部参事 それでは、質問番

号１３番、環境業務課歳入であります大阪

湾圏域広域廃棄物事業返還金の内容につ

いてのご質問にお答えさせていただきま

す。 

 こちらは大阪湾圏域広域廃棄物処理場

であります、大阪湾フェニックスセンター

の受入れや整備に係ります事業費の返還

金で、今回は大阪湾フェニックスセンター

の基本計画の変更に伴いまして、広域処分

の受入れ計画量の再計算が行われ、過年度

に負担しました本市の事業費について差

額の調整が行われたものでございます。 

 次に、茨木市との広域処理後の扱いでご

ざいますが、焼却後の最終処分の埋立てに

係る大阪湾フェニックスセンターの負担

につきましては、今後また事前の調整は必

要となりますが、基本的には本市から直接

大阪湾フェニックスセンターに支払う形
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となります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは、産業振

興課に係ります３点のご質問についてお

答えさせていただきます。 

 質問番号１４番、労働相談の相談内容や

件数についてでございますが、決算概要１

０６ページです。 

 令和元年度は、相談件数は１３件で、主

な内容でございますが、有給休暇の取り扱

いや雇用保険、賃金未払い、退職勧奨、残

業手当、労災などの相談がございました。 

 続きまして、質問番号１５番、中小企業

金融対策事業について、運転資金とか設備

投資に関してと、あと新型コロナウイルス

感染症に関しての影響はどうなのかとい

うご質問でございますが、令和元年度の融

資の決定件数でございますが、３０件融資

決定しておりまして、そのうち運転資金の

ほうは２７件で、設備投資は３件という状

況でございました。 

 令和２年度、今年度１０月末の時点でご

ざいますが、現在のところ融資決定のほう

は６件という状況で、運転資金は３件、設

備投資は３件というような状況になって

おります。 

 この運転資金の利用の減少の主な原因

については、３月から新型コロナウイルス

感染症対策のためのセーフティネット保

証や、危機関連の保証の融資の制度が利用

できるということで、運転資金の利用がご

希望の方は、そちらのほうの利用に至った

のではないかと考えておる状況でござい

ます。 

 質問番号１６番、決算概要１０８ページ

の企業立地促進事業の過去からの大企業、

中小企業、奨励金とその比率というご質問

でございます。 

 企業立地促進事業は、平成２４年度から

ということでございますので、ちょっと細

かくなりますが、平成２４年度からの数字

をお答えさせていただきます。 

 平成２４年度は大企業が３社というこ

とで、金額のほうは１，３６４万５８８円

で、大企業３社のみでしたら１００％とい

うことになっております。 

 平成２５年度は大企業が６社、中小企業

が５社ということで、金額は大企業が３，

３３７万９，４３０円で、比率は６５．９％、

中小企業は１，７２６万７，２７５円で、

３４．１％でございます。 

 平成２６年度は大企業が７社、３，４４

４万５，２８３円で、比率のほうは５９．

６％、中小企業は１０社で２，３３１万７，

９９８円で、比率は４０．４％でございま

した。 

 平成２７年度でございますが、大企業は

８社で、６，８４３万４９１円で、比率は

８２．９％、中小企業は１２社で、金額は

１，４０８万８，２８３円で、１７．１％、

平成２８年度は大企業は９社で、１億４，

８８５万７，９９０円で、比率が８６％、

中小企業は１６社で、２，４２７万６，０

７８円で１４％になっております。 

 平成２９年度は、大企業は１０社で、金

額は１億６，６４３万５，６００円、比率

は８７．９％でございます。中小企業は１

６社で、２，２８１万２，９７８円で、比

率は１２．１％、平成３０年度は、大企業

は１０社で、金額は１億７，２８８万９６

７円で、比率は９３．７％、中小企業は１

４社で、１，１６０万２，４１２円で、比

率は６．３％、令和元年度に関しましては、

大企業は９社で１億６，７５５万５，２６

８円で、比率は９４．８％、中小企業は１
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２社で９１１万４，１１０円で、比率は５，

２％という状況でございます。 

○渡辺慎吾委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、２回目の質問

をさせていただきます。 

 まず別府のコミュニティセンター、質問

番号１番です。 

 稼働率が２５％ということです。それで

使用料の収入のほうは少し上がっている

のかなというようなお話でしたけれども、

登録クラブの費用が、当時の別府公民館で

やっていたときと比べて毎年どんどん上

がっていっているという状況があります。

料金が大変高いと、登録クラブだけではな

いですけれども、そういうお声を聞いてい

ます。 

 前回、研究室というのを一応例にしてお

話を聞いたわけですけれども、平成２８年

にはその登録クラブは激変緩和というこ

とで、２２０円が午前中に借りた使用料だ

ったわけです。 

 ところがどんどん上がっていって、今回

のこの決算のところですが、２０１９年度

は７５０円まで引き上がっている。それで

今年度になると９００円ということで、非

常に金額が上がっているということで、活

動が難しくなっているというお声も聞い

ております。 

 アンケートを別府コミュニティセンタ

ーは施設利用者から取っておられます。こ

れを見ましても、やはり使用料が高過ぎる、

何とか下げてほしいというようなお声が

たくさん書かれているというのを読みま

した。 

 中には、これは使っておられる方の声で

すけれども、使っておられない方からも私

はお声を聞いているんですけれども、別府

のコミセンは非常にお金が高いので、ちょ

っと遠いんだけど安威川公民館とか、それ

から味生公民館まで行ってそこを利用し

ているんだと、こういうお話も聞いている

んです。 

 稼働率を上げるためにどんなことをし

てはるのかということと、それでこの使用

料を下げるというようなことについては

どんなお考えなのかということを２回目

はお聞きしたいと思います。よろしくお願

いします。 

 続きまして、質問番号２番、住民基本台

帳事務事業です。 

 先ほどご紹介しましたように、原則非公

開とされている住民基本台帳の情報、これ

は住民基本台帳法でちゃんと決められて

いる閲覧ということになっているんです

が、この中に自衛隊は含まずに、自衛隊だ

けには名簿をつくって、それを提供してい

るということのお答えでした。 

 自衛隊がこれを何で、自衛隊法施行令第

１２０条で名簿を出してほしいというか

というと、自衛隊の募集のためです。ダイ

レクトメールを出したりとか、そういうこ

とをしたいので、こういう名簿を提供して

くれという。この法律の第１２０条、自衛

隊の資料を求めることができるというも

のは確かにございます。 

 しかし、そうしたら自治体に資料を出さ

ねばならないという義務があるのかとい

うことです。これは義務はございません。 

 住民基本台帳法があるのに、それに基づ

かない方法で住民基本台帳の情報を自衛

隊に提供している。わざわざ名簿まで作成

してというのは、これは本当に問題のある

行為なのではないかなと思っているわけ

です。 

 今、答弁の中で摂津市の個人情報保護条

例というのを出されました。しかし個人情



- 13 - 

 

報保護条例は個人情報全体についての条

例であります。しかしその中でも住民基本

台帳というのは、さらに法律がつくられて

大切な情報だから、これはこの法律に基づ

いて守りなさいというのが法の解釈とし

てするべきことではないでしょうか。 

 自衛隊にだけは特別扱いで、法の定めと

違うことをしている。これはおかしくない

ですか。しかも根拠にされた自衛隊法第９

７条も法定事務ですというのがあるんで

すけど、それで施行令第１２０条は今言っ

たように求めることができるというだけ

のものであります。 

 このことについて国会で議論されたと

いう経緯があります。第１５６回国会、２

００３年４月２３日、個人情報の保護に関

する特別委員会というのが開かれました。

当時は石破防衛庁長官が何度も答えてお

られます。 

 「私どもは依頼いたします。受けていた

だける場合もあります。そんなものは全然

提供しない、委員のご指摘のように閲覧で

やってくれ、でも混雑する時間は避けてく

れ、私どもはもちろん、市民の方々のご迷

惑にならないようにということも同時に

考えております。私どもは協力をお願いす

る立場であり、協力しないと言われまして

も、それはもう本当に、さようでございま

すかというのが立場であります。」 

 これは国会でちゃんと防衛庁長官が言

っているんですよ。あくまでお願い、閲覧

でしてくれと言われたら、そうしますと言

ってはるわけです。だからこそ全国の市町

村は閲覧が多数派で、名簿を提供している

のは全体の３５％、この間、様々な議論が

起きまして、神奈川県葉山町のように、今

まで提供していたけど閲覧に戻したとい

う自治体もございます。摂津市も閲覧に戻

すべきだと思いますが、いかがでしょうか。 

 また第１５６回国会で、個人情報を出さ

ないでほしいという人がいる場合につい

ても、これも当時の石破防衛庁長官はちゃ

んと答弁してはるんです。 

 「市民の方から記載しないでほしいとい

うことがあった場合には自治体、つまり法

定受託事務としてやっておられますとこ

ろの市町村がご自身の判断によって、何の

何がしという方からそういうお申出があ

ったので、そういうものは載せないという

ご判断は当然あり得ることと考えており

ます」と、ちゃんと答弁があるんです。 

 それで徳島県の三好市というところを

ホームページで見てみました。 

 ここは名簿を閲覧で行っているところ

ですけれども、名簿をつくってそれを閲覧

させるという形です。そうしているようで

す。 

 個人情報の利用停止を申し出た人は、名

簿から除外する対応をしているとホーム

ページに記載しています。申し出てくださ

いと書いてあるわけです。 

 それから山口県山口市、ここはホームペ

ージに除外申請の申請書がダウンロード

できるようになっているんです。 

 個人情報保護法というのであったら、情

報を出される若者やその家族に、自分の情

報を出していいかどうかを決定する権利

の保障をすべきではないでしょうか。 

 プライバシー権、自己情報コントロール

権は、日本国憲法第１３条で保障されてい

るものです。摂津市も除外申請ができるよ

うにすべきだと思いますが、いかがでしょ

うかお答えください。 

 それと今の１問目のところで対象者と

いうことを言いました。生年月日と、それ

から男女、住所氏名、こういうものだと思
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うんですけど、その手前で日本国籍の者を

抽出してくれという、そういう依頼が自衛

隊からあるのではないですか。以前、資料

請求させていただいた中にはそれが書い

てありました。そのことについても付け加

えてお答えください。 

 続きまして、質問番号３番、個人番号カ

ード交付事業です。 

 個人情報保護委員会というのがありま

す。そこの年次報告があるんですが、この

中にも情報漏えいと紛失なども入るよう

ですが、これがマイナンバーカードに関し

ては２１７件あったというのが書いてあ

ります。うち重大な事案は２０件と書いて

あります。 

 漏えい等の事案の多くは地方公共団体

だとしています。個人情報保護の項目で漏

えい事案には書類及び電子メールの誤送

付、書類及び電子媒体の紛失、インターネ

ットの不正アクセス等と書いてあるんで

すけれども、マイナンバーカードの紛失も

この漏えい等に含まれると思います。 

 個人情報保護委員会では地方公共団体

に向けて適切な管理のために、セミナーや

マイナンバーカードの漏えい事案等が発

生したときの初動対応の訓練の実施など

を行っているというようなことが書かれ

てありますが、なかなかそういう何かあっ

たときということ、どうしたらいいかとい

うことが、摂津市も大阪府に報告をしない

とあかんかったというのが分からなかっ

たというお話ですけれども、これが全国的

に市町村に徹底されてないんじゃないか、 

市町村だけではないですが、地方公共団体

にちゃんと徹底されてないんじゃないか、

だから繰り返し年次報告でそういうこと

が書かれてくるのではないかと思うんで

す。 

 これは個人情報のマイナンバーカード

の制度、これが始まる前からこういった問

題について、漏えいしたらどうするんだと

か、いろいろミスが発生したらどうするん

だとか、またはもっと悪意のある、そうい

うことが起きたらどうするんだというこ

とは、ずっと議論というか疑義をかけられ

てきたにもかかわらず、そういうことにつ

いては本当に徹底した、全国的なきちんと

した体制であるとか、それを保障するよう

な仕組みとか、そういったことがちゃんと

構築されないまま、ともかくスタートして

しまった、これがマイナンバー制度だと思

っております。 

 摂津市だけの問題ではなく、これは全国

的に、やっぱりこういうことが今あちらこ

ちらで起きている。まだこの報告されてい

るところはいいですが、報告することすら

分かってなくて、内部で処理して終わって

いるということだってあり得るわけでは

ないですか。 

 摂津市の報告もこの中に入っているの

か、大阪府に報告したから、大阪府からこ

っちへ行っているんですか。その辺の仕組

みもよく分からないのですけど、分かった

らまた教えてほしいですが、そういう本当

に状況が今あるのではないかなと思いま

す。 

 今回の摂津市の紛失の件は、その個人情

報保護委員会に報告されているというの

であったら、大阪府を通してどう報告され

ているのか、その辺の仕組みを分かってい

らっしゃったら教えていただきたいと思

います。 

 続きまして、質問番号４番です。生活困

窮者自立支援です。 

 やはり緊急小口資金制度とか総合支援

金とか、非常にたくさんの数が新型コロナ
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ウイルス感染症の関係でふえているとい

うのが、数を聞いていても思います。 

 本当に２月、３月ぐらいですか、しょっ

ちゅう電話が私たちのところにはかかっ

てきて、どうしたらいいやろうというよう

な、学校とか自分の職場とかが閉鎖してし

まうにもかかわらず、それを日に日にお金

が入ってこない、子どもたちは休ませない

とあかん、どうしたらいいかとか、いろん

な質問、相談がいっぱい入ってきていまし

た。 

 そういう中で、今はさらに第３波と言わ

れています。こういう方々の対応というの

は本当に大変だと思っているんですけれ

ども、住宅確保給付金とか緊急小口資金、

総合支援を引き続き、制度をぜひ国や府に

要望して、もっとしっかり支えてほしいと

いうことについて頑張っていただきたい。

態勢も一人ふやしたとおっしゃっていま

したけれども、その一人をふやしてもこれ

だけの仕事がどんどんやってきたら、本当

に一人で足りるのかなということも非常

に不安ですけれども、今一番支えていただ

いているところだと思いますので、寄り添

ってぜひやっていただきたいなと思いま

す。これについては要望としておきます。 

 続きまして、質問番号５番、生活保護の

事業です。 

 生活保護の事業についても、緊急小口資

金制度とか総合支援とかのように、どんと

一挙にふえるということにはなっていな

いと思いますけれども、それはまだ緊急小

口支援制度とか総合支援が受皿になって

いる間だと思うんです。これはいつまでも

受皿になってもらって、いつまでもお金を

もらえるという制度ではありませんので、

そこが切れたとき、本当に大変なことが起

きてくるのではないのかなと思っており

ます。生活保護の申請がふえてくるのでは

ないかなと思いますので、その辺も大変だ

と思いますけど、支えていただきたいと思

います。 

 ところで生活保護の基準なんですけど、

この扶助の基準、これが平成３０年度から

３年をかけて、どんどん下がっているとな

っていると思うんですけれども、ちょっと

分かりにくいと思うので、今おっしゃって

いたように高齢者のひとり暮らしの方が

非常に生活保護の世帯の中には多いと思

います。 

 ７５歳の高齢者の単身世帯の方でいう

と、平成３０年１０月に１回、扶助基準が

下がります。それで次はこの決算年度にま

た改定があります。そして最後はこの前の

１０月にまたありました。これでどれぐら

い金額は変わっていっているのか。生活扶

助費の金額でお答えいただきたいと思い

ます。 

 質問番号７番です。高齢者民間賃貸住宅

家賃助成費です。 

 いろいろと工夫もしていただいて、やは

り広報誌に掲載していただいたことで新

たな方がふえたというのは非常に喜ばし

いと思います。 

 この家賃補助のおかげで生活保護に行

かなくて済んでいるんだというようなこ

ともお聞きする場合もあります。 

 摂津市の行っている非常にいい制度で

あると思っておりますので、ぜひ生活を支

えるこの制度をしっかり広げていただき

たいなと思っているわけなんですけれど

も、しかし地震や台風がありました。建て

替えが今あちこちで行われています。それ

で安い賃貸住宅というのがどんどん減っ

てきているんです。 

 だから今までは、この制度を受けていた
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方が、地震や台風で入っていた住宅が取り

壊しになるから、次のところに移ってくれ

と言われて移りますと、そしたら今度は探

してもこういう５万円以下というところ

はなかなかない。それでやむを得ず５万円

を超えるところに行ったら、今度はこの家

賃補助が、今まで受けられていたものが受

けられないわけです。家賃は上がる、補助

は受けられないと、すごく生活が苦しくな

ったんやというようなお話も聞いていま

す。 

 この家賃５万円以下というのをもう少

し上限を引き上げる、これが行われること

があればもっと利用していただけるんじ

ゃないかなと思うんです。 

 以前、またこれも前にもやりましたので、

上限額の出し方というのがどうなってい

るかと。それでそのときに公営住宅も入れ

て平均値を出しているんだったら、それは

下がりますよねという話をしました。 

 そうではなくて、民間の家賃の平均を調

べないと、これは民間の賃貸のための制度

ですから、それではできないじゃないかな

という質問をさせていただいたんですけ

ど、もう一度その点がどうだったかを調べ

ていただいたんじゃないかなと思います

ので、ご答弁いただきたいと思います。 

 質問番号８番です。障害福祉のサービス

と給付費、６５歳を過ぎても介護サービス

だけでは賄えないような部分について、障

害福祉のサービスもちゃんと使っていた

だいていると、相談支援員が市民の相談に

乗っていただいてということであります。 

 大変丁寧に対応していただいていると

は思うんですけれども、ただやはり１割負

担というのは介護サービスに移ったら付

きまとうわけです。大変生活がしんどいと

障害者の方が思っていても、どうしてもそ

の１割負担を払わなくてはいけないのか

ということで、障害福祉サービスのままで、

介護保険に移らないで使い続けたいとい

う、こういう裁判が起こされました。ご存

じだと思いますけれども。それで判決は勝

訴したわけです。 

 よく介護優先原則といいますけれども、

この介護優先原則というのは、その裁判に

よりますと介護保険のサービスも利用し

ます、障害福祉のサービスも利用します、

そうなったらどっちが優先なんやという

場合に介護優先だよというのが、この介護

優先という意味なんだと。初めから介護保

険のサービスを申請していない人、申請で

サービスは受けられますので、その場合は

障害福祉のサービスのまま使い続けるこ

とが何歳になってもできるんですという

判決がきちんと下りたわけです。 

 それでこういうことについて、やはり相

談支援員の方にまできちんとそういうこ

とが伝わっているか、サービスを選ぶのは

ご本人、ご家族なんですよということをア

ドバイスしていただけるような、そういう

状態になっているのか、その辺についても

う一度お答えください。 

 質問番号９番です。軽度難聴児補聴器購

入費助成事業、お二人で１１万１，８００

円ということでございました。 

 障害手帳がまだ出ない中で、この制度が

使えるということで喜ばれているんだと

いうようなお話を聞かせていただきまし

た。 

 手帳がなくても補聴器が必要というこ

とでいいますと、加齢による難聴者への補

聴器の購入、こういうものがございます。

これについてもぜひ補助をしていただき

たいと思いますが、どのようにお考えでし

ょうか。 
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 難聴は認知症との関りがあるとも言わ

れております。高齢介護課のほうでも、こ

の加齢による難聴者への補聴器、これに対

しての助成ということについて、お答えい

ただきたいと思います。お願いします。 

 続きまして、質問番号１０番です。相談

支援事業委託料、障害者総合支援センター

ウィングが総合相談支援というのを行っ

ておられるということで、件数等を教えて

いただきました。 

 やっぱりいろいろと不安もあったり、サ

ービスを使いたいけれどもとか、いろんな

相談が増加傾向にあるというようなお話

でございました。本当にこの新型コロナウ

イルス感染症の中では、もっと相談もふえ

ていくのかなと思います。 

 その相談を受け付ける、学園町にある建

物のことについてなんですけど、建物は今

も商工会の持ち物です。その商工会の建物

ですけれども、非常に場所が分かりにくい

であるとか、それから相談に行っても表に

鍵がかかっていて、ピンポンを押さないと

中から人が出てきてもらえないとか、すご

く入りにくいというようなお声もたくさ

ん聞いているんです。 

 こういう相談者が相談しに行きやすい、

そういう何か改善ができないのかなと思

うんですが、お考えをお聞かせください。 

 また障害者の方が作業所でいろいろと

つくっておられるものを展示するという

ようなことも、この学園町の建物に移る前

はいろいろとやっておられたんですけれ

ども、学園長にある建物ではなかなか展示

しても見てもらいにくいとか、そういうお

声もあります。何かそういう改善について

できないのかなというようなお声も聞い

ていますので、その辺についてお聞かせく

ださい。 

 次に、質問番号１１番です。歯科健康診

査事業、高齢者訪問歯科健診、３１人とい

うことでございました。 

 摂津市は３１人とちゃんと人数をつか

んでおられるというのは立派だと思いま

す。大阪社会福祉推進協議会、大阪社会保

障推進協議会のほうで資料を、各市の資料

を見せてもらったんですけど、何人か分か

らんとか、そういう回答もある中で、ちゃ

んと人数をつかんでおられるのは立派や

なと思います。 

 どこもやっぱり寝たきりであるとか虚

弱であるとか、もっと年齢が高かったりと

か、いろんなことでハードルが高くてたく

さんの方は利用できていないのかなと思

うんです。 

 しかし歯の健康というのは健康寿命に

とって非常に大切なものだということで、

厚生労働省もこの訪問歯科健診について

はいろいろと研究などもしているような

ところもございます。 

 健診が大事なわけで、高齢者はなかなか、

もう自転車も乗れなくなったと、車の免許

証も返上したと、それで健診を受けないと

あかんと言われても、お買物に行くのもや

っとこさやのに、なかなかそんなん行かれ

へんわというような方がたくさんいらっ

しゃると思うので、ぜひそこのところを、

今すぐといってもなかなか難しいとは思

いますけれども、いろんな工夫もしていた

だいて、各ご家庭に訪問じゃなくても、例

えば何か集まる場であるとか、いろいろそ

ういうことも考えていただいて、これを進

めていただけたらいいなと思いますので、

このことについては要望とさせていただ

きます。 

 続きまして、質問番号１２番、ＰＦＯＡ

でございます。 
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 １回目の質問の中で、会議の内容は摂津

市には資料として残っているのでしょう

かということをお尋ねしたんですけれど

も、さっきのお話は残っていないというこ

とでよろしいのですね。大阪府の主宰だか

ら大阪府が資料を作成するだけで、摂津市

は一切資料は残っていないということで

すか。 

 大阪府の要点録、これをちょっと取り寄

せてみました。要点録だけでもこういうた

くさんの判子が押して、もちろん主宰者で

すからそうだと言われたらそうかもしれ

ませんが、しかしこの内容は本当に、私は

きょう、内容までは入りませんけど、大変

なこともいっぱい書かれてあるわけなん

です。 

 それでこれは２００９年から始まりま

す。当初は二、三か月に１回行っています。

摂津市役所内で大阪府環境管理室環境保

全課化学物質対策グループの主査と、ダイ

キン工業の担当者、そして摂津市との三者

でスタートしています。 

 本当は摂津市役所の中でやってたんで

すけれども、途中からはダイキン工業に出

向いて、ダイキン工業の応接室やイノベー

ションセンターなどで行っています。 

 大阪府から課長補佐、またダイキン工業

から淀川製作所の部長が出席しているよ

うな会もあります。最近では今年の６月に

開催されました。 

 １１年間、計１９回も会議を重ねて来て

いるわけです。今回は会議内容には触れま

せんけれども、大変な中身の会議だと私は

思います。 

 摂津市にこの資料が全くないのですか、

この会議をやったことに対しての資料は。

資料も残さないで、先ほど報告とか調整と

かおっしゃいましたけれども、どうやって

やるんですか、口伝えですか。毎年やって

きたんですよ、１１年間も。 

 行政としてこんな仕事はあり得るんで

すか。仕事として行ったら、やはりそこで

どんなことが話し合われたかということ

を持って帰って上司に伝えるとか、庁内で

もちろん情報を共有するとか、いろんなこ

とを行われるわけですよ。耳で聞いて、そ

のまま帰ってきて口でしゃべって終わり

ですか。 

 何の資料もないというのが私は理解で

きないんですけれども、本当に何の資料も

ないのか。この最後の分だけは、１９回目

のはこの間つくっていただいたので、摂津

市に１９回目の分があるんです。それは後

でお答えいただいたらいいと思いますけ

ど、それ以外、それ以前の分が全くないと

いうのはあり得ないと思うんですけれど

も、お聞かせいただきたいと思います。 

 地元との調整だとか、庁内の調整、本当

にどんなことをされてきたのかというの

も、さっぱり分かりません。今からそれを

振り返っても分からないというお話なん

でしょうか、そんないい加減な仕事でいい

のでしょうか。その点について、ぜひお答

えいただきたいと思います。 

 それからＰＦＯＡの健康被害のことに

ついてもお尋ねいたします。 

 先ほど水を飲むだけではない被害とい

うのもあり得るのかもしれないというよ

うなことをおっしゃいました。でもそれは

全く想定がないのだと、自分たちの中では

分からないんだというようなお話です。 

 ここにちょっとホームページで私は調

べたんですが、経済産業省、厚生労働省等

で消費者一般家庭のリスク評価の調査と

いうのが行われています。 

 様々な調査の結果、一般の商品を家庭内
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で使用するという分には、健康被害のリス

クは高くありませんでしたという結果が

ここに書かれてあります。 

 だから特にその商品を回収とか、そうい

うことを今すぐにしなくてもいいですよ

と書かれています。 

 しかしこの調査、これを見ると様々な暴

露の形態があるということが分かります。 

 空気中のＰＦＯＡによる呼吸を通じて

の被曝、衣服やソファに触れることによっ

ての汗や皮膚からの被曝、子どものことも

調査されているんですけど、子どものよだ

れかけからの唾液を通じての被曝。 

 一番多かったのが、カーペットのダスト

を知らずに口から飲み込んでいることに

よる被曝、これが一番大きいと調査では出

ています。 

 この調査はＰＦＯＡ含有量が低い一般

商品、出回っている商品を使って一般家庭

でどうかという調査ですので、リスクは大

きくないというのが結果だったんですけ

れども、もしもこれがカーペットではなく

て、高濃度の畑の土だったらどうなるのか、

私はぞっとしました。 

 高濃度の畑の土ぼこりを鼻から吸い込

む、口から知らずに飲み込んでいる、畑の

土を触る皮膚からも被曝するのではない

か。そして畑で取れた作物を毎日食べ続け

ているとしたらどうでしょうか。 

 井戸水を飲まないようにというだけの、

一般的な注意事項でいいのでしょうか。環

境省、厚生労働省は対応の手引というのを

つくっています。これを見ておっしゃって

いるのだと思うんですけど、この対応の手

引の中には、本手引の記載内容については、

地域の実情に合わせて活用されることが

適当であると、排出源となり得る施設が一

致している地域においては、適切な対応を

検討することが重要である。適切な暴露防

止の取り組み等が行われるよう、関係部局

間で情報共有を行うことが重要であると、

このようにも書かれています。 

 これは水に関しての手引ですので、もち

ろん水のことが主に書いてあるわけです。

でもそれ以外だって暴露はあり得る、そう

いうことは厚生労働省でも経済産業省で

も分かっているからこそ、こういうリスク

評価というのを実験して、いろいろ試して

みて、数字で大丈夫だなということをいっ

ているわけです。 

 でも今起きてきているこの摂津市での

問題というのは、何も実験もしていなけれ

ば、調査もしていなければ分からないわけ

です。そこにもしかしたら危ないんじゃな

いか、市民の健康が係っているんじゃない

か、こういう思いがあったら、やはりまず

は調査をしましょうよと、そういう立場に

立つのが行政じゃないんですか。 

 水を飲む以外の暴露もあり得るという

ことを認識されているのか、必ずあるとい

っているわけじゃないです、そういうこと

もあり得ると思いはるかどうか、この認識

について伺います。 

 その上で、井戸や水路だけではなく、井

戸と水路も追加で調査もしていただける

ということをお聞きしました、それだけで

はなく土壌や作物、人体の調査も行う、摂

津市が直接できなければ大阪府や排出企

業であるダイキン工業に調査を要望する、

こういうことをするべきだと思いますが、

お答えください。 

 次です。質問番号１３番、大阪圏域広域

廃棄物事業返還金。 

 返還金の内容については分かりました。

大阪湾フェニックスセンターでのごみの

受入計画はどのようになっているのか、何
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年まで受入が可能なのか。 

 幾つも大阪湾の周りには受入先があっ

たかと思うんですけど、どんどん埋立てが

いっぱいになって、終了していっています。

今は大阪湾沖と神戸沖と二つですが、神戸

沖もそろそろいっぱいになるということ

も聞いていますけれども、大阪湾フェニッ

クスセンターはどうなっているのかにつ

いてお尋ねいたします。 

 質問番号１４番です。産業振興課、労働

相談事業です。 

 やはり様々な労働相談がふえていると

思います。大変な人がふえている。その労

働相談の中身だけを受けるんじゃなくて、

例えばいろいろと庁内でつなぐであると

か、市役所の中だけじゃなくて様々なほか

の機関にも、これは必要だなと思ったらつ

なぐのか、そういうことについてどんなこ

とをされているのかというのが分かれば

教えていただきたいと思います。 

 続きまして、質問番号１５番です。中小

企業金融対策事業、運転がすごく減ったけ

れども、それは新型コロナウイルス感染症

の関係で、セーフティネットとか、そちら

のほうに流れているんじゃないかと、そち

らのほうで受け止めてもらえている分が

あれば、それは助かると思うんですけれど

も、やはりそれを超えて大変な事態が発生

していて、セーフティネットの保証などは

本当にいっぱいになっていると思うんで

す。交付金なども非常にいっぱいになって

いると聞いております。 

 それと設備投資は変わらないというこ

とです、件数は。確かに今の時代でも一定

営業を伸ばしているところとか、発展して

いるところはあると思います。しかし本当

に苦しくなってしんどくなって、もう設備

投資はもちろんのこと、運転資金すら借り

ようとは思えないと、そういう方々も今は

たくさんいらっしゃると思うんです。 

 中小業者は非常に厳しいと思いますの

で、今は第３波というようなことも言われ

ておりますけれども、その点についてどう

今の状況をご覧になっているのか、聞いて

はる話もあるのかなと思いますけれども、

それをお聞かせいただきたいと思います。 

 １６番目です。企業立地等促進事業。 

 先ほど過去のといって、何年と言わなか

ったので最初から答えていただいて、ご丁

寧にありがとうございました。非常に流れ

がよく分かります。 

 １年目は当初ですから置いておいても、

平成２５年度の２年目については大企業

も中小企業もそこそこ件数も近いし、大企

業は６５％、中小企業は３５％ぐらいで、

摂津市が中小企業にもこの制度は使って

いただける制度設計にいたしましたとお

っしゃっていたことを、このときはそうか

なと思っていたんです。でもどんどんと年

数がたっていく中で、平成２７年度にはい

よいよ大企業は８０％を超えました。中小

企業は１７％、ここでぐんと大きく差もつ

いてきたわけですけれども、それで平成２

８年度では、もう金額で桁違いになってき

たわけです。１億円に行ったんですよ、大

企業は９社で。それで中小企業は１６社あ

るんだけど２，４００万円です。それがま

ださらにどんどんと差が開いてきて、この

平成３１年度、今度は２桁の差になってき

てるんです。 

 １億６，７００万円ですか、大企業には

出している一奨励金、中小企業は９００万

円と、１，０００万円にも届かなくなって

いるんです。 

 それでこういうほとんど大企業のため

のような制度になってしまっていると思
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うんですけれども、中小企業はさきも言い

ましたように非常に厳しい状況が続いて

いる、そういう中で、本当にこの大企業に

対してたくさんの金額が行っている。 

 これは摂津市の産業振興費の中の、すご

く大きな割合を占めているんです。ほかの

ところではいっぱい中小企業に、頑張って

ますよと言われるのだったら分かるんで

すけど、これがほとんどメインぐらいの、

あとは融資預託金ですけれども、預託金は

１回出したら、またそれが戻ってきます、

同じお金を毎回繰り返して順繰りにして

いる。 

 出ていっている中で一番大きいのは、ほ

とんどというぐらいこれです、割合は大変

高いです。これについての認識を、中小業

者のまちとおっしゃる摂津市で、産業振興

費の中身がそうなっているということに

ついての認識をお尋ねしたいと思います。 

 以上で２回目を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 丹羽部参事。 

○丹羽生活環境部参事 それでは、質問番

号１番でございます。 

 別府コミュニティセンターの稼働率向

上についてご説明させていただきます。 

 別府コミュニティセンターでは地域の

方を講師としてお招きしたり、団体の方と

連携して講座の開催等を行っております。

また別府小学校のＰＴＡまつりや自治会

の企画される地域でのイベントにも参画

しているところでございます。 

 コミュニティセンターの周知を図ると

ともに、地域の連携を深める事業を展開し

ているところでございます。今後も地域の

方々とつながりを深めていくことにより

稼働率の向上に努めてまいりたいと考え

ております。 

 使用料につきまして利用者、地域の方々

のお声はお聞きしておりますが、受益と負

担の適正化を図ることを目的とした摂津

市使用料・手数料等の見直しに関する基本

方針に基づいたご負担を賜りつつ、地域に

根差した施設運営を図ってまいります。 

○渡辺慎吾委員長 千葉課長。 

○千葉市民課長 質問番号２番の２回目

のご質問にお答えします。 

 自衛隊に係りまして日本国籍が必要か

どうかということですけれども、自衛隊大

阪地方協力本部長からの依頼内容ですけ

れども、こちらにつきましては日本人住民

に限るという書き方がされておりまして、

日本国籍が必要かどうかまでは明記され

ておりません。 

 以上でございます。 

 続きまして、質問番号３番、個人情報保

護委員会につきましては、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律により、特定個人情報の

安全の確保に係る重大な事態が生じたと

きには、個人情報保護委員会へ報告するこ

とということが法令上の義務になってお

りまして、大阪府で報告するのとほぼ同時

期に報告しております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山下課長。 

○山下生活支援課長 それでは、質問番号

５番に係ります、増永委員の２回目のご質

問にご答弁させていただきます。 

 委員のほうから例示がございました生

活保護基準改正に伴います７５歳高齢者

単身世帯の方の、平成３０年度からの保護

費の推移についてでございます。 

 生活扶助費につきましては、平成３０年

１０月に実施されました基準改正前は７

万４，６３０円でございましたが、同年１

０月の基準改正後は７万３，３９０円、令
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和元年度は７万３，１７０円、令和２年度

は７万１，９００円となっております。 

以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 質問番号７番、高齢

者日常生活支援事業、高齢者民間賃貸住宅

家賃助成費についてでございます。 

 上限額が家賃にはございまして、その現

状認識というところでございます。 

 まず上限額の５万円の根拠についてで

ございますが、国の住宅・土地統計調査の

摂津市における、高齢者が生計中心者であ

る世帯の平均家賃額です。これが約４万６，

０００円ということになっておりまして、

これを参考にしております。 

 ただ、国の住宅・土地統計調査には公営

住宅の家賃が含まれておりますので、例え

ば摂津市の市営住宅の平均家賃はそれよ

り低くなっておりますので、公営住宅によ

りまして平均額が下がっていると認識し

ております。 

 次に、質問番号９番の加齢性難聴の補聴

器購入につきましては、認知症の関係もご

ざいますので、障害福祉課の答弁の後にさ

せていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 飯野課長。 

○飯野障害福祉課長 障害福祉課に係る

ご質問にお答えいたします。 

 質問番号８、６５歳問題への対応を相談

支援員まで徹底できているのかというお

問いであったかと思います。 

 先ほどの答弁で申し上げましたとおり

６５歳以上の方にも障害福祉サービスを

ご利用いただいておりますことから、６５

歳問題への対応を相談支援員がしっかり

理解しているものと認識しておりますが、

相談支援部会等を通じ引き続き周知を図

ってまいります。 

 続きまして、質問番号９、高齢者への補

聴器購入費用助成についてでございます。 

 障害福祉課で実施しております軽度難

聴児補聴器購入費助成事業につきまして

は、身体障害者手帳の対象とならない軽度

難聴児の言語の発達や、生活適応訓練を促

進することを目的に補聴器の購入費用の

一部を助成するものでございます。 

 そのため高齢者の加齢に伴う難聴に対

し、障害者福祉として補聴器購入費の助成

をすることは考えておりません。 

 最後に３点目、質問番号１０、摂津市障

害者総合支援センターに関するご質問で

ございます。 

 同センターにつきましては、会議室や相

談室がふえたことに関しましては好意的

なご意見を頂いております一方で、委員の

ご指摘のような声も当然にお伺いしてお

ります。 

 セキュリティの問題で１階の入り口の

自動ドアを施錠しているため、インターホ

ンで解錠を依頼するというような運用を

せざるを得ない状況にございますが、利便

性の向上につきましては施設を維持管理

する摂津宥和会と引き続き意見交換して

まいりたいと考えております。 

 また障害者の店、陽だまりにつきまして

は、他の公共施設での設置を検討してまい

りましたが困難な状況にございます。しか

しながら障害福祉の啓発やＰＲの取り組

み、これにつきましては非常に重要である

と認識しております。 

 多くの人の目に触れる場所に、市内の日

中活動系事業所の利用者がつくった作品

や商品を展示できないか、引き続き検討し

てまいります。 

 以上でございます。 
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○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 関連で、質問番号９

番でございます。 

 加齢性難聴者の補聴器購入に対する助

成につきましては、難聴のためにコミュニ

ケーションが取りづらくなり、それが認知

症の発症に影響を及ぼすということが明

らかになっていると認識しております。 

 加齢性難聴は誰にでも起こり得るもの

でございますので、自治体間に差がないよ

うにするためには、国において制度の創設

ということが望ましいと考えております

ので、国に要望を行ってまいりたいと考え

ております。 

 ただ一部の自治体では、補聴器購入補助

ということも行っているということもご

ざいますので、今後とも引き続き情報収集

には努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山本課長。 

○山本環境政策課長 １回目に答弁漏れ

がございました。大変失礼いたしました。 

 会議資料につきましては、庁内でもござ

います。それぞれの会議当日の会議資料に

つきましては、全てかどうかは過去の分は

わかりませんが、会議資料としては庁内の

担当課のほうには残っておるというよう

な状況でございます。 

 ただ会議録につきましては取っていな

かったということでございます。そういう

ことが現状としてございます。 

 あと健康被害等々について、水以外から

体内に、体の中には入らないのかというこ

とでございますけれども、我々としても専

門家ではございませんので、はっきりした

答弁というのはなかなか難しいのですけ

れども、１回目にも申し上げましたように、

暫定的な目標値で５０を積算される際に、

水が１００であるというような積算方法

にはなっておりませんので、水以外からも

体内に入る可能性があるのではないかと

いうことは、想像はしておりますけれども、

入るのか入らないのかにつきましては、ち

ょっと現在、私自身に知見はないというこ

とでございます。 

 それと健康被害等々が予想されるので、

土壌でございますとか、その他作物でご心

配の方があるということでございますが、

先ほども答弁申し上げました、今回は暫定

目標値ということを決める際に、今回は要

監視項目ということで、水環境では手続を

されたということでございます。 

 人の健康のほうに関する物質ではござ

いますが、公共用水及び地下水における状

況から、引き続き公共用水の検出等々の治

験の集約に努めるべき物質ということが、

要監視項目の定義になっておると理解い

たしております。今回のＰＦＯＡにつきま

しては、そのように要監視項目になってい

るということではないかと考えておりま

す。 

 暫定的な目標値となった根拠でござい

ますが、まだまだ治験が集まっていないと

いうことがあろうかと思います。 

 国の中央環境審議会における答申がご

ざいます。国立がん研究機構において、人

に対して発がん性がある可能性があると

分類されておりますが、発がん性に関する

報告も一部でありますが、治験が十分とは

いえず、国際的な評価とはなっていないと

いうような答申内容になっております。 

 しかしながら、これから治験を集められ

るということでございますので、我々とし

ては先ほども申しました、国がその治験を

集められるというのは注視していく必要

があるのかなと思っております。 
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 それと現在、暫定的な目標値というのは

水環境のみが我々に示されております。今

委員のほうから作物でございますとか、体

内における濃度等々について目標値、暫定

であっても目標値というのが定められて

いないというような状況でございますの

で、そのような状況の中で我々としては、

今は大阪府が所管される水の環境につい

て監視されるというところに、必要があれ

ば協力し、大阪府が発表される数値につい

て、我々としても注視してまいりたいとい

うのが我々の今の見解でございます。 

○渡辺慎吾委員長 安田部参事。 

○安田生活環境部参事 それでは、質問番

号１３番、大阪湾フェニックスセンターの

受入計画での期間についてでございます。 

 現在の埋立処分場につきましては、委員

がおっしゃいましたとおり尼崎沖、泉大津

沖、神戸沖、大阪沖の４か所で７，６００

万立方メートルの埋立容量を有しており

ます。現在においては神戸と大阪沖で受入

れをしているという状況でございます。 

 埋立期間の予定でございますが、令和１

４年度までが期間となっておりますが、受

入れごみ量の減量等により、予定年度の延

命が図れる見込みでないかと聞いており

ます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは、産業振

興課に係ります３点のご質問についてお

答えさせていただきます。 

 労働相談の件で、どうつないでいるのか

ということでございますが、産業振興課は

就労の相談ということもさせていただい

ておりますので、必要でございましたら適

時相談させていただいております。 

 特にこういうコロナ禍の中で、企業の方

の制度で、ご質問にもありました困窮者の

制度とか、家賃の制度などを実際に今年度

に関してもつながせていただいた事例も

幾例かございますので、状況に応じて適時

させていただけたらと考えております。 

 引き続きまして、質問番号１５番、金融

対策事業の中で、中小企業の厳しさについ

てどのような認識かということでござい

ますが、本会議等でもご答弁させていただ

いたかもしれませんが、中小企業向けの融

資制度、これが市としてセーフティネット

保証という形で認定させていただいてお

ります。 

 その件数のほうが１０月末で、１，２８

２件ということで、非常にやっぱり、リー

マンショック等のときと比較しても非常

に多いということは十分認識しておりま

すし、特に危機関連という東北の震災のと

きしか出されていない保証制度を今回、国

は出しているということでの、危機的な状

況と認識しておりますので、その数字以外

でも直接今はちょうどセッピィスクラッ

チ事業、小規模店向けの事業なんですけれ

ども、回らせていただく中で直接お声をお

聞きすることもございますので、状況とし

ては非常に厳しい状況があるのではない

かと認識しております。その中で市として

制度でできることを、国の制度も含めてや

っていけたらと考えておる状況でござい

ます。 

 引き続き、質問番号１６番、企業立地促

進事業についての考え方、認識についてで

ございますが、企業立地促進事業に関しま

しては、企業が土地や建物等の固定資産税

を、購入されたときの分に関して２分の１

を奨励金として５年間出させていただく

という仕組みになっております。 

 やはり企業が、当市を選んでいただくと
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いうことに関しては、非常に企業が選択す

る立場にございますので、摂津市にしてい

ただくためには有効な制度ではないのか

なと認識はしております。 

 近隣各市を見ましても、正直していない

市はございません。それで比較的、北摂で

も、さらに摂津市よりも一部優遇している

市もございますが、その中で今回はこうい

う形で本市の制度を利用していただいて、

選んでいただく、結果として金額的に出て

いるのではないのかなと思っております。 

 それで選んでいただいて、摂津市のメリ

ットということで、これは奨励金の事業所

の企業にアンケートを取らせていただい

ておりまして、その中で今は就労の状況な

どもお聞きしているんですけれども、今ま

でその企業で、雇われている方、これは一

例で正社員の例ですけれども５，５３７人

で、摂津市の方が４７４名おられると。８．

６％という比率ですが、この過去５年間で、

事業所で摂津市の方を採用した人数も出

させていただいておりまして、それで正社

員として雇ったのは、その５年間で６５４

人のうち１４９人ということで、摂津市の

方は２２．８％ということで、やはり積極

的に結果として摂津市の方を雇っていた

だいていると。 

 比率でいうと３倍ぐらいの比率になっ

ているわけですから、やはり企業に来てい

ただくということは、摂津市の方にとって

は雇用が確保されているのではないのか

なと認識しておりますので、私としては雇

用の面も含めて必要な事業ではないかと

認識しております。 

○渡辺慎吾委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時４７分 休憩） 

（午後 ０時４７分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開いたします。 

 増永委員。 

○増永和起委員 それでは３回目の質問

を行います。 

 質問番号１番、別府コミュニティセンタ

ーです。 

 利益と負担の公平性というようなお話

がありましたが、別府コミュニティセンタ

ーは別府公民館が建て替えに当たってそ

の性質を引き継ぐというようなことが地

域の皆さんの中でも望まれておりました

し、そういう生涯学習の観点ということが

盛り込まれた施設だと認識しております。 

 そのコミュニティセンターの性格、それ

からこれからということで、生涯学習社会

における社会教育施設の在り方について、

摂津市社会教育委員会委員会議第一次答

申というのが平成２６年７月１６日に摂

津市社会教育委員会議から出されており

ます。 

 その中で大幅な施設使用料の増額によ

って、各利用団体の活動が中止、縮小のお

それがあり、別府地域全体の生涯学習、社

会教育活動の低下を招く懸念があること

から、施設使用料の増額については一定の

範囲内に抑えるよう、軽減措置を講ずる必

要があると書いてございます。 

 やはり別府のコミュニティセンターが

できて、住民は大変喜ばれています。避難

所としての役割もあるし、様々なロビーの

活動なども展開していただいています。 

 ですからこそなおさら使用料を引き下

げて、誰もが使いやすい、地域で活用がし

っかりとしていただけるような、そういう

施設にしていただきたいと思いますので、

これは要望といたしますのでぜひお願い

いたします。 

 二つ目です。先ほどのご答弁で摂津市も

閲覧に戻すべきかどうかということと、住
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民基本台帳、自衛隊への名簿提供のことで

す。質問番号２番です。 

 摂津市も今名簿を提供していますけれ

ども、閲覧に戻すべきではないですかとい

うことをお尋ねしました。 

 それでもう一つ、除外の申請ができるよ

うにしている市があるということも紹介

しましたので、そういうこともできるよう

にすべきではないかという、そのお二つを

お尋ねしましたので、３回目をお尋ねしま

すけれども、そのときにそれも合わせてご

答弁ください。 

 ３回目の質問は、摂津市が提供している

名簿はダイレクトメールなど、自衛隊の募

集のために使われるものですが、自衛隊に

渡ってからどのような方法で保管され使

われるのか、把握しておられるのでしょう

か。 

 名簿から情報入力して電子データ化す

るのか、それとも宛名は手書きなのか、そ

の作業や発送作業は自衛隊が行うのか、民

間に委託しているのか、使い終わった名簿

やデータはどのように処理しているのか

大変心配です。 

 先ほどからマイナンバーカードのとこ

ろで個人情報保護委員会の年次報告とい

うのを紹介しておりますけれども、名簿屋

というものがあって、様々な個人情報を商

売として売ってはるということなんでし

ょうが、そこの入手先は８割が分からない

ということなんです。 

 それといろいろな地方公共団体なども

民間会社に様々な発送作業などを委託し

ているわけですけれども、そこからまたさ

らに資格のないようなところが再委託し

ている、こういう問題、国税庁の問題で大

きなニュースにもなりましたけれども、こ

ういうことも起こっている中で、摂津市の

出しているこの名簿を出してしまった後

は自衛隊の責任ですというわけにはいき

ません。名簿をつくって出している限りは

摂津市もその責任を最後まで果たさない

といけないと思うんですが、これがどのよ

うに扱われているのか、きちんと分かって

いるのでしょうか。この点についてお答え

いただきたいと思います。 

 それで先ほど１回目で聞いたことにつ

いて答えていただきましたが、日本人住民

ということで、日本国籍かどうかは明記さ

れないというお話でした。 

 私はその二つの違いをよく分からない

のですけれども、少なくとも在日韓国の方

であるとか、在日朝鮮の方であるとか、そ

のほかにもいらっしゃると思いますけれ

ども、そういう在日の外国籍の方は省いた

名簿にしているということです。 

 それは私は四つの情報と、名前、それか

ら住所、生年月日、男女の性別、この四つ

の情報ということだけではなくて、五つ目

の情報が入っているということだと思う

んです。 

 この日本の方であるか、在日の外国の方

であるか、これはすごくセンシティブな情

報だと思うんです。これが名簿としてどこ

か違うところに流出して、例えば就職差別

に遭うとか、そういうようなことが起きて

は、これは大変な問題です。 

 こういう五つ目の情報が入っていると

思うんですけど、その認識もお伺いしたい

と思います。 

 続いてマイナンバーの関係です。 

 マイナンバー制度は最初のときから紛

失や漏えい等の心配がされてきましたし、

スタート時からご送付など、いろいろと発

生してきました。地方公共団体でさえ管理

が行き届かない、ましてや民間事業所では
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どうでしょうか。 

 様々な問題が解決されない間に、国民に

マイナンバーカードを持たせることだけ

がやみくもに進められようとしていると

思います。 

 今回、デジタル庁というものがつくられ、

それをさらに推し進める、こういう形で政

府は動いておりますけれども、これは第１

回の求めであり、社会保障の削減が狙いで

す。 

 今後、保険証代わりとか、運転免許証や

在留カードとの一体化とか、税や年金など

にひもづけするといっています。さらに危

険性が高まってきます。 

 企業等から機密情報等の窃取を狙った

サイバー攻撃は一層複雑化、巧妙化し、攻

撃対象も拡大し続けている。これは先ほど

から紹介しております、個人情報保護委員

会の年次報告にも書かれていることであ

ります。 

 市民の個人情報を摂津市としてきちん

と管理することはもちろんですけれども、

それだけではなく、市民にマイナンバーカ

ードの取得は義務ではない、こういうこと

もしっかりと周知し、リスクについても説

明すべきです。 

 国に対しては、国民の思いや現場の状況

も考えない拙速な制度変更、これはやめる

べきだということをしっかりと求めてい

ただきたいと思います。こういう点を要望

いたしまして、この質問については終わり

ます。 

 続きまして、質問番号５番、生活保護事

業です。 

 どんどんと高齢者の生活扶助費が下が

っていっているというのがよく分かりま

した。 

 政府のほうは、２回目の改定は消費税の

増税があるので、１回目は下げる、２回目

はちょっと上げる、それで３回目はまた下

げる、こんな説明をしてきたわけですけど、

今のお話を聞くと７５歳以上の高齢者の

方は、毎年下がってきたという形なんだな

と、本当に大変だなと思います。 

 この生活扶助費が、保護の基準が下がる

ということは、単に生活保護の方だけでは

なくて、様々なところに基準として使われ

ていますので影響が及びます。 

 それで新たに生活保護を受けたいと思

った方も、今までだったら受けられた、と

ころが基準が下がることで受けられない

という形にもなるわけです。 

 本当にこのことについてはひどいなと

思っておりますので、ぜひそういう声も国

に向かって上げていただきたいと思って

いますし、苦しくなっている世帯に対して

寄り添った対応、細やかな対応をお願いし

たいと思うんです。 

 例えば病院に行くときの移送費、これに

ついてはちゃんと出るんだよというよう

なことも、ケースワーカーの方から紹介し

てもらうとか、クーラーが新たなところへ

転居したときになければ、クーラーの費用

が出るよとか、いろいろなことをやっぱり

サポートしていただきたいなと思います。 

 ところでそういう細やかな寄り添った

対応をしていただくためには、ケースワー

カーの体制が本当に充実してないとなか

なか大変だろうなと思うわけなんですけ

れども、現在の状況、ケースワーカーの体

制、整備、これについてはどうなっている

のか。 

 そして女性ケースワーカーというのが

要望した中で生まれたと思うんですが、今

はどうなっているのか、このことについて

も教えてください。 
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 質問番号７番です。高齢者民間賃貸住宅

家賃助成費です。 

 ５万円の根拠について、平均が４万６，

０００円ということだけれども、これは公

営住宅も入ってで、それが引き下げ原因に

なっているということを認識していただ

いているということで、よかったなと思っ

ております。 

 やはり民間の住宅の補助ですから、民間

の住宅の平均は一体どれぐらいなのかと

いうところを考えていただかないと、実質

的にはならないと思いますので、この部分

はぜひ考えていただきたいと思います。 

 年金も下がって、介護保険料や国保や後

期の保険料も非常に高く上がっておりま

す。消費税の増税もありました、暮らしが

圧迫されている高齢者の方をぜひ支えて

いただきたいと思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。要望としておきま

す。 

 質問番号８番です。障害者福祉サービス

費の給付についてです。 

 ６５歳問題、相談支援員の方に再度、も

う一回その中身をきちんとまたお話もし

ていただけるということでしたので、これ

も寄り添った対応として、障害者の方が自

分の選択肢としてきちんと選べるように

サポートしてあげていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。要

望といたします。 

 補聴器の問題です。質問番号９番です。 

 この加齢による難聴者への補聴器の購

入補助、これは摂津市議会でも意見書を上

げております、国に求めております。市の

ほうからもぜひ早期にこの補助金をつけ

てほしいということで、国に要望していた

だきたいと思います。 

 ただそれだけではなくて、やはり今おっ

しゃっていただいたように、先進市の事例

が幾つか始まっています。その中では本当

に、ただお金を出すだけではなくて、実際

の補聴器の使い方とか、それから調整とか、

そういうところまで細やかにやっておら

れるような、そういう自治体もございます。 

 ぜひ摂津市としても、これはいえば投資

だと思うんです。認知症になってしまって

からでは遅い、その手前にやはりできるこ

とをしっかりとやっていただけることが

健康寿命の増進にもつながると思います

ので、要望としておきます。 

 それから質問番号１０番です。相談支援

事業の委託料です。 

 建物のことはなかなか難しいというお

声でした。何かいろんな工夫をしていただ

けたらと思いますので、ぜひお願いします。 

 そして作業所の皆さんがいろいろとつ

くっておられるような品物とかを展示し

て、やはり障害者の方とそれ以外の方がし

っかりつながれるような場をつくってい

ただけたらと思いますので、これもいろい

ろと心を砕いていただいているのだと思

いますけれども、また引き続き何か方法を

考えていただきたいと思いますので、要望

としておきます。 

 続きまして、質問番号１２番、ＰＦＯＡ

の件です。 

 まず会議の資料はあるというお答えで

した。またそれについては見せていただき

たいなと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

 今後は対策会議の議事録など、しっかり

と資料を残して、議会、市民への報告、情

報開示ということを要望いたしますがい

かがでしょうか。 

 ダイキン工業内の数値なども公開を求

めるべきだと思いますが、これについても
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いかがでしょうか。そして市民の命と健康、

安心安全、これを守る立場に立って、この

問題に取り組むことを求めますがいかが

でしょうか。 

 先ほど水以外のところからの暴露につ

いてお尋ねしましたけれども、私は暴露が

あるとはっきり言ってくれといっている

わけではないんです。水以外からでも、飲

み水以外からでも暴露があり得るのでは

ないかと、そういうことを思いませんかと

聞いているわけなんです。 

 何もかもきちんと、もう結果が出ている

のであったら、それはもう全部きちんと、

こういうものは駄目ですというはっきり

としたものが国から下りてくるでしょう。

それを待っていたら、たくさんの被害があ

ってからでないとそれが出てこないとい

うことになってくるんです。 

 今まさに苦しんでおられる、そういうこ

とに不安を抱えておられる、そういう方が

いるわけですから、市として寄り添った対

応を、もしかしたらほかにも飲料水を飲む

以外にも、暴露の経路というのはあるんじ

ゃないかなと、そこを認めてほしいと言っ

ているわけです。 

 いいですか、まず水を飲む以外の暴露に

ついて、もう少しお話をしたいと思います。 

 環境省のＰＦＯＡの水質管理目標値、こ

れはおっしゃっているように５７グラム

／リットルです。 

 摂津市と議会に提出されました京都大

学教授の要望書がございました。この要望

書の中に京都大学の先生が量られた数値

が示されていました。これは依頼者の畑で

取れたナスビや里芋からの高濃度のＰＦ

ＯＡが検出されたということでした。 

 一日に一つずつ食べると５０．５ナノグ

ラムとなります。環境省の水の基準を超え

る値が示されていました。さらに依頼者の

血中濃度、これは極めて高く、血液の値か

ら推計される一日当たりの暴露量は９０

０ナノグラムと推計されると書かれてい

ます。大変なことだと思いませんか。５０

とかいっているレベルじゃないんですよ。

一日に９００ナノグラムを暴露している

のではないか、そういう数値が出されてい

るわけです。 

 井戸水以外にも暴露源があるんじゃな

いかと思いませんか。調査が必要だと思い

ませんか。 

 先ほど紹介した厚生労働省の製品含有

化学物質のリスク評価、ここではカーペッ

トのＰＦＯＡ、これは濃度が１ナノでした。

これが舞い上がる、このダストを検証して

はったわけです。 

 ところが依頼者の畑の土壌表層、これは

２，５２２ナノなんです。カーペットは１

ナノ、これで大丈夫ですといってるんです。 

 でもこの依頼者の方は２，５２２ナノの

土壌で毎日畑仕事をしてはるわけです。こ

れは大丈夫ですか。 

 ダイキン工業の近くの畑で作物を育て

ている方は、この依頼者一人ではないと思

います。 

 もう一度伺います。井戸、水路だけでな

く土壌や作物、人体の調査も行う。摂津市

が直接できなければ大阪府や排出企業で

あるダイキン工業に調査を要望する、こう

いうことをするべきだと思いますがいか

がでしょうか。 

 まずもう一回聞くのはもう一つありま

す。飲み水以外からも暴露することがあり

得るかもしれないと思うか。そしてこの井

戸水以外の土壌、作物、人体の調査、こう

いうものも摂津市が直接していただけれ

ば一番いいです。そうでないのなら、せめ
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て大阪府や排出企業であるダイキン工業

に調査を要望するべきだと思いますが、い

かがでしょうかお答えください。 

 続いて質問番号１３番です。大阪湾圏域

広域廃棄物事業返還金です。 

 大阪湾フェニックスセンターに埋立計

画があり、それについては今はごみの減量

化などで計画よりももっと延命ができる

のではないかというようなお話でござい

ました。 

 大阪市が一般廃棄物処理実施計画とい

うのをつくっておりまして、北港処分地の

延命化というものを、これはホームページ

ですがアップしております。 

 北港処分地の延命化、焼却灰の一部につ

いて、大阪湾広域臨海環境整備センター、

大阪湾広域処理場、これは大阪湾フェニッ

クスセンターのことです。そこで埋立処分

を行うなど、環境施設組合と連携して北港

処分地の延命化を図る、北港処分地という

のは夢洲です。だから大阪湾の夢洲の延命

化を図るために、大阪湾フェニックスセン

ターに一部焼却灰を出しているよという

ことを書いているわけです。 

 それで新たな最終処分場の確保、北港処

分地以降の最終処分地の確保に向け、大阪

湾フェニックスセンター計画の円滑な推

進が図れるよう、関係先との調整等、取り

組みを進める。 

 これは夢洲はこれから万博やＩＲなど

の工事や何かで、今までと同じようにはご

みを持っていけなくなります。それで、そ

うしたら新たなところを探さないとあか

んということなんですが、そんなに簡単に

は新たなところは見つからないわけです。

するとおのずと大阪湾フェニックスセン

ターのほうにそれを持ってくる可能性が

あるのではないかと、そういう疑問が湧い

てくるわけです。 

 この大阪市のごみの量は莫大なんです。

しかもそれのほとんどは夢洲に行ってる

んです。大阪湾フェニックスセンターには

少ししか来ていません。 

 でもこの夢洲のほうの埋立て、そこへ持

っていくことはなかなかできないという

ことになったときに、先ほどおっしゃった

大阪湾フェニックスセンターの埋立計画

が大阪市のごみのことで大きく変わって

くる、こういうことになりかねないのじゃ

ないのかなという懸念があるわけです。 

 こういうことについてどう思っておら

れるのかお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 次に、質問番号１４番、労働相談事業で

す。 

 いろいろとネットワークも駆使して

様々な相談にも乗っていただいていると、

労働相談だけではなくて、生活の相談とい

うところまでやっていただいているとお

聞きしました。 

 本当にそのように頑張っていただきた

いと、今は自殺者が大変ふえているという

ような状況のある中で、本当に市の様々な

窓口が、単にその相談に来た、その中身だ

けじゃなくて、やはりその人の市民の苦し

みに、大変な生活に寄り添った相談体制を

取っていただきたいなと思っております。 

 それでフリーランスの方々は本当に今

大変になっている。私の知り合いにマッサ

ージをしてはる人がいるんですけれども、

大きなチェーン店がありまして、そこでマ

ッサージの仕事をしているんだけど、お給

料ではないんです、請負の形なんです。 

 ですからこの休業補償とか、雇用調整助

成金とか、ここには係ってこないわけです。 

 そうかといって、家賃補助とかいろんな
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様々なそういう中小業者に対しての制度

にも係ってこない。本当に隙間というか、

そういう中で苦しんでおられるというこ

とも実際にありますので、そういうフリー

ランスの方々に寄り添った施策というも

のを何か摂津市でできないのかというよ

うな、そういう施策にもこの相談が反映で

きるような、そういうことをお願いしたい

と思います。要望としておきます。 

 中小企業の方も非常に大変です。今はど

ういう認識かといってお聞きしましたけ

れども、本当に寄り添った対応をしていた

だきたいですし、そのフリーランスの方だ

けではなくて中小企業の方にも、コロナ第

３波と言われておりますので、ぜひともし

っかりと、摂津市としての独自の対策をも

う一度、提案をしっかりしていただけたら

なと思いますので、これも要望とします。

よろしくお願いいたします。 

 企業立地促進事業、１６番です。 

 私は別にこの企業立地促進事業が大企

業ばかりになっているといっているのは、

だから駄目だ、やめなさいと言っているわ

けではなくて、摂津市の産業振興費の大き

なところがこれじゃないですかと。中小企

業の支援策は本当に金額でいったら僅か

です、そこをいっているわけなんです。 

 もっと中小企業の支援策を、中小企業の

まちだというのであったら、この大企業に

対してと同じくらいやるべきであろうと。

融資のことしかいつも言われないような

気がするんです。もちろんいろいろとやっ

てますよ、でも金額的にはやっぱり小さい

んです。しっかりと中小企業のまちらしく

中小企業の支援を予算をかけてやってい

ただきたい。 

 本当に今、中小企業は事業所数が約４，

０００と言ってはるけど、４，０００もの

事業所が本当にあるのかなと心配なぐら

いです。実態調査もきちんとしていただい

て、頑張っていただきたいと思います。 

 それで今、アンケートの話をしていただ

きました。雇用の中で摂津市の正規雇用が

ふえていますよというようなお話だった

と思います。それは素晴らしいことだなと

思います。 

 それであるならば、大企業が多いですか

ら、大企業はやっぱり非正規とか派遣とか

をたくさん使っておられます。 

 今、この非正規、派遣切り、これが非常

に問題になっています。こういうことは摂

津市のこの立地奨励金を受け取っておら

れる企業でなされていないのか、ちゃんと

雇用がそこで守られているのか、こういう

ことについて摂津市としてアンケートす

る、申し入れをする、こういうことについ

てどうお考えかお尋ねいたします。 

 ３回目は以上です。 

○渡辺慎吾委員長 千葉課長。 

○千葉市民課長 質問番号２番の３回目

のお問いにお答えします。 

 まず情報提供した名簿につきましての

管理についてお答えします。 

 防衛大臣からの自衛隊募集等の推進に

ついてという依頼書の中に、今回の募集対

象者情報についてということで文言がご

ざいまして、募集対象者情報につきまして

は、自衛官等募集業務においてのみ適正に

使用するとともに、その管理については防

衛省において個人情報保護に関する法規

を遵守し、厳正に管理させていただいてい

るという旨が書かれております。 

 これを受けまして、厳正に管理するとい

う申し出から単年度ごとに処分されてい

ると考えておりますが、今後、自衛隊側の

ほうに確認してまいりたいと思っており
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ます。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 松方部長。 

○松方生活環境部長 私のほうからは閲

覧の関係がございましたので、補足も含め

てご答弁させていただきます。 

 まず名簿の提供を閲覧ではなく文書と

して交付した根拠でございますけれども、

先ほども委員のほうからちょっとお話が

ありましたけれども、自衛官募集事務につ

きましては、自衛隊法第９７条によりまし

て、都道府県及び市町村の法定受託事務と、

これは地方自治法で定められております。 

 それで併せて先ほどからのお話の中に

ありますように、自衛隊法施行令第１２０

条に、防衛大臣は自衛官または自衛官候補

生の募集に関し、必要があると認めるとき

は都道府県知事、または市町村に対し必要

な報告、または資料の提出を求めることが

できると規定されております。 

 それで本市につきましては、摂津市個人

情報保護条例がございまして、その中に本

市の個人情報保護条例第９条第１項にお

いては、個人情報の提供を制限しておりま

す。 

 ただし同項第２号におきましては、法令

に定めがあるときは提供することができ

るという旨を規定しております。 

 それで本件につきましては、先ほどの自

衛隊法施行令第１２０条の規定に基づき

提供するものでありまして、併せて条例に

基づく適正な情報提供であると考えて、文

書での情報提供をしているところでござ

います。 

 それから先ほど第１５６回の国会とい

うお話がありました。当時の石破大臣のお

話がありましたけれども、私もこれを読ん

でおりまして、その中で政府参考人としま

して総務省自治行政局長が出席しており

ます。 

 その中で、「自衛隊の募集について、自

衛隊法第９７条の第１項によりまして、市

町村長は政令で定めるところにより、自衛

隊の募集に関する事務の一部を行ってい

るところでございます。 

 また自衛隊法施行令第１２０条の規定

によりまして、内閣総理大臣は自衛官の募

集に関し必要があると認めるときは、市町

村長に対し必要な報告、または資料の提出

を求めることができるとされておりまし

て、これらの規定に基づきまして、市町村

長に対して適齢者情報の提供を依頼して

いるものと承知しておりますと、したがい

まして、適齢者情報の提供は自衛隊法に基

づく情報提供として、違法となるものでは

ないと考えているところでございまして、

住民基本台帳法の趣旨に反するものでは

ないと考えております。」というのが総務

省自治行政局長の見解でございます。 

 それで併せて、平成３１年に防衛大臣の

記者会見がございました。 

 当時の安倍総理の発言の後ぐらいの記

者会見でございまして、平成３１年２月１

９日に岩屋防衛大臣の閣議後の会見でご

ざいます。 

 その中で、記者会見のほうの記者からの

質問で「自衛隊の地方自治体への提供につ

いては、まさに依頼ということに考えてお

るけれども、そういったところを法律に明

記せずに求めることが適切な行為なので

しょうか」という記者からの質問がござい

ました。 

 それについて岩屋防衛大臣は、回答とし

まして、「それは自衛隊法第９７条と施行

令第１２０条の規定によって、そういう資

料情報を求めることができるということ
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は、しっかり法的に担保されている」と申

しております。 

 これらの法的な要件を踏まえまして、私

どものほうは提供しているところでござ

います。 

 それと併せまして、令和元年１２月議会

で、本会議でのご質問いただいております

けれども、この提供に協力するというとこ

ろにつきましては、森山市長の方から、自

衛隊につきましては国民の生命、財産を守

っていただいていると、災害時には率先し

てその任務に当たっていただいていると、

それが自衛隊、自衛官だと思いますと、こ

の採用事務について、それはやはり安全・

安心のまちづくりにつながっていると考

えておりますと。 

 そういう意味におきまして、自衛隊員の

確保について資料提供することについて

は、平時のときからやはり協力できること

は協力しておきたいという考えであると

申し上げておりますので、本市の立場とし

ては法的な問題も含めまして、自衛隊の意

義を踏まえて協力していくという立場で

ございます。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 山下課長。 

○山下生活支援課長 それでは、質問番号

５番に係ります増永委員の３回目のご質

問で、現在のケースワーカーの配置状況と

今後の体制整備についてということでご

答弁させていただきます。 

 まず本市の令和２年１０月末日現在の

生活保護の実施状況でございますが、被保

護世帯数が１，１７２世帯、被保護人員数

が１，５２８人ということで、現在生活支

援課には１２名のケースワーカーが在籍

しておりますので、ケースワーカー１人当

たり平均９８世帯を担当しているという

状況でございます。 

 これは委員もご承知と思いますが、社会

福祉法上におきましては、ケースワーカー

一人当たりの担当標準数が８０世帯と規

定されておりますので、本市のケースワー

カーの配置数は、その社会福祉法に定める

標準数と比較して２名不足しているとい

う状況でございます。 

 生活支援課といたしましては、最後のセ

ーフティネットである生活保護が最大限

の機能を発揮するためには、さらなる実施

体制の強化、これは必要不可欠であると考

えておりますので、引き続き人事課への要

望を続けてまいりたいと考えております。 

 併せまして、昨年の令和元年１０月以降、

女性ケースワーカーの配属はございませ

んので、その女性ケースワーカーの必要性

につきましても併せて要望を上げていき

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山本課長。 

○山本環境政策課長 ＰＦＯＡの関係で

ございます。 

 会議録につきましては、今年度の分の要

点録は作成いたしておりますので、今後、

共通の会議録は作成しないという感じで

大阪府のほうが取り決めをされておられ

ますので、摂津市オリジナルの要点録とい

うのは今後作成していく予定でございま

す。 

 それで会議当日の資料につきましては、

大阪府のほうから非開示資料もあると伺

っておりますので、大阪府のほうも情報公

開条例等々に基づいて、黒塗りで資料をお

渡しする場合があろうかと思います。 

 そのような状況でございますので、資料

等につきまして、我々としても情報開示等

の請求があれば、大阪府と同様に開示しな
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い部分、開示する部分を精査しながら開示

していくことになろうと思っております。 

 それと水以外にＰＦＯＡが体内に入ら

ないのかということでございます。 

 繰り返しの答弁になりますが、中央環境

審議会が答申されておられます。その目標

値を示される際に、一日の限度は体重１キ

ロの方に対して２０ナノで、日本人の場合

は５０キログラムを基準になされている

ようでございます。 

 これは２０ナノ掛ける５０キログラム

ですので、１，０００ナノというのを一日

にということを一定、答申としては示され

ておられます。 

 それでその中で、水に関する寄与率でご

ざいますけれども、０．１で１０％という

数字が示されております。 

 そこから読み取りますと、体内に入るう

ち、きっちりしたデータがないようでござ

います。それぞれ体に入る割合について。

その場合は１０％というのを環境省とし

て、水については１０％というのを決めて

おられるみたいですので、１，０００割る

１０ですので１００でございますけれど

も、人間一日に２リットルの水を取るだろ

うということで、１００割る２ということ

で、一日の暫定的な目標値を５０ナノと決

められたということでございますので、こ

の５０ナノを決められた際には体内に入

るＰＦＯＡというのは１０％ということ

を算出計算に用いられているということ

しか、私としては答弁できないということ

でございますので、私自身の個人的な感想

と申しますより、答申で出されているこの

数字をもって答弁に代えさせていただき

たいと思っております。 

 それと水環境以外に、今目標数値として

は算出されておりませんので、我々として

は大阪府に対して、水監視の要請をしてい

るということでございます。 

 それで今委員がおっしゃいました、大学

の関係機関、大学教員から要望書等が出て

おります。我々だけではなくて摂津市議会

のほうにも出ておりますので、オープンに

なっている資料という認識を持って大阪

府のほうにも情報提供しておりますし、市

民の方から頂いた情報で、大阪府に伝えて

ほしいというご要望がある内容につきま

しては、大阪府にこういう形で数値の情報

というのを大阪府には伝えておりますの

で、そのいろんなやり取りの中で、当初は

その監視項目、監視地点を１か所ないし２

か所ということで、大阪府はおっしゃって

おられましたけれども、今月に入りまして、

既にご紹介させていただいております水

路なり井戸の監視の追加についてご検討

されて、現在地元の方でございますとか、

水路を管理しておられる関係機関等々と

協議に入っておられると。 

 ただ増加部分の箇所数については、まだ

我々は数字を頂いておりませんので、大阪

府のほうからその箇所数が決まりました

ら、また議会の皆さんにも情報を提供して

いきたいと思っておりますので、よろしく

お願いいたします。 

○渡辺慎吾委員長 摂津市独自でその作

物やら土壌やら、それから人体に対しての

様々な調査というのは。 

山本課長。 

○山本環境政策課長 分かりました。今委

員もおっしゃった作物でございますとか、

お体の中の血液でございますとか土壌で

ございますとか、目標値というのが今は決

まってないような状況でございますので、

我々としては検査については実施しない

というのが現時点での考えでございます。 
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○渡辺慎吾委員長 安田部参事。 

○安田生活環境部参事 それでは、質問番

号１３番、大阪市の埋立てに関するご質問

でございます。 

 大阪湾フェニックスセンターを管理し

ております大阪湾広域臨海環境整備セン

ターでは、毎年参加団体を対象に説明会が

開かれまして、事業報告等が行われており

ますが、大阪市などの個別の市町村の状況

についての情報は、現在は聞いておりませ

ん。 

 しかしながら埋立ての処分量につきま

しては、近畿圏の市町村１６８の団体が参

加し、全体の処分の総量が決まっている中

で、大阪湾フェニックスセンターの計画に

おいてそれぞれの処分の枠が決められて

おります。 

 その枠の中でどうするかは市町村が判

断すべきことかと考えておりますが、枠を

ふやすとか、そういったことについては一

市単独で変更ができるものではないと考

えております。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは産業振

興課に係りますご質問についてお答えさ

せていただきます。 

 質問番号１６番で、企業立地の奨励金で

す。受けている企業に関して派遣切りとか

そういう申し入れをするかということで

はございますが、奨励金を受けている企業

はもちろん一定こういう雇用のご協力も

頂いていることでございますし、実際にア

ンケートの中では継続して重視される。本

市を選んでいただいた一つの理由として、

従業員の確保のしやすさということもご

ざいますので、実際に市内の状況から、ハ

ローワークの状況から考えても、まだまだ

求人よりも求職のほうが、本市に関してい

いますと多い状況でございます。 

 そういう状況から考えて、特にそういう

派遣切りとかいうような申し入れは、今の

ところ考えておりません。 

○渡辺慎吾委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは４回目を質問

させていただきます。 

 質問番号が２番になります。住民基本台

帳、自衛隊への名簿提供の問題です。 

 この第１５６回国会は様々にいろいろ

ともめた国会です。特別委員会は、実は個

人情報保護法成立の１か月前であり、自衛

隊に市町村から様々な情報が流出してい

るという報道を受けて、保護法が成立しな

くなっては大変だと、急遽開催を行われた

ものであります。 

 このときも自衛隊募集のための情報収

集として、氏名、住所、生年月日、性別の

４情報以外に、保護者、家族、職業、健康

状態など様々な情報、センシティブな情報

までが流れていたというようなことで、当

時の石破防衛庁長官は謝罪し、今後は氏名

などの４情報に限ることを徹底すると国

会で宣言を行っているものでございます。 

 確かに総務省の大臣は、個人情報の保護

はそういう内容であるから、住民基本台帳

法があってもいろんな情報を出せるんだ

と言いましたけれども、国会で猛反発を食

らっています。 

 それならこっちでちゃんと守らないと

あかんという、法律がありながら、それな

らその資料請求ができるというような、そ

ういう施行令でずるずると引っ張り出せ

るのかというので、すごく問題になってい

るからこそ防衛庁長官は謝罪もして、先ほ

ど紹介しましたように、あくまでお願いで

すと。それでそれについてどうされるかは

市町村の判断ですと。 
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 それでお答えは頂いてないのですけれ

ども、そういう情報を、私の情報を出して

もらったら困るよという方がいらっしゃ

ったら、それはそこの市町村でそういう判

断をしていただいたら結構ですというと

ころまで言ってはるわけです。 

 確かにこの問題は何回も議論がされて

いる問題ですけれども、個人情報の保護法

そのものは、個人情報を守るというのが趣

旨で、それでどうしてもそれが必要なとき

にだけ出してもいいよという内容だと思

うんです。できるというようなことで、ず

るずると出していいのかというようなこ

とになりますよ。 

 この４情報というのであって、そのとき

に石破防衛大臣が４情報に限りますとい

う宣言をしたからそうなっているだけで、

何もこれは４情報ということで、何か縛り

があるわけではないんです。でも本当に問

題があるから、４情報に限りますというこ

とで宣言して、しかもお願いでございます

という、そういう言い方をしているわけで

す。 

 そうやって宣言したにもかかわらず、先

ほどもう摂津市の情報は４情報ではなく

なっているわけです。在日の方とか、そう

いう情報が入っている、そういう人を省い

た名簿をつくるということは、どこかへ流

出して、それで誰かが来て、この名簿の中

にこの人はいてないなというと、この人は

日本人住民というのですか、そうじゃない

んだなと判断することが可能なわけです。

そういう情報になっているということ自

体が、ものすごく問題だと思いませんか。

これはその国会で当時の石破防衛庁長官

が約束したことと、もう違ってきているじ

ゃないですか。 

 私は自衛隊の方々が災害時に一生懸命

に命をかけて頑張っていただいているこ

とは、本当にありがたいことだと思ってい

ます。何もそのことを否定するものではあ

りません。でもそれは自衛隊の方々が自分

たちでアピールして、自衛隊員を募集しま

すとやりはったらいいわけです。 

 住民基本台帳法を横に置いてまで、それ

ぞれの方の意思も確認せずに、情報を提供

してしまうというのは、これは間違ってい

るんじゃないかなと思いますので、ぜひそ

この点についてはこれからも正していき

たいと思いますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 情報を出されたくない人への除外の仕

組み、これについてお答えを頂いてません

ので、このことについてはお問いをしたい

と思います。 

 次です。生活保護についてです。 

 １ケースワーカー当たりの世帯数で１

００世帯は何とか切りましたけれども、ま

だまだ本当に大変だなというのを、９８世

帯ですか、これはケースワーカーの方々は

本当に大変だと思います。せめて８０世帯

になるように、しっかりとケースワーカー

の増員をお願いしたいと思います。 

 そしてやっぱり女性の増員というのを

ぜひお願いしたいんです。ＤＶで逃げてこ

られたというような方は、幾ら優しい男性

ケースワーカーであっても、男性だという

だけで怖いとか、そういう問題があるんで

す。 

 それでやっぱりその男性のケースワー

カーだって、なかなかやりづらいというか、

相手のことを思うとなかなか言いづらい

とか、そういう場面はあると思うんです。

せめて女性ケースワーカーが一緒に行っ

ていただくとかするとすごく違うと思い

ますし、ぜひ女性ケースワーカーも確保し
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ていただきたいなと思います。これは要望

としておきます。 

 続きまして、ＰＦＯＡの問題です。 

 住民の福祉の増進というのは、摂津市の

使命ではないのでしょうか。摂津市は、今

は基準が定まっていないとか、いろんなこ

とを言ってはりますけれど、水質の基準値、

これができたのは最近です。これができる

ずっと前から、ダイキン工業と大阪府とと

もに対策会議をやっていたじゃないです

か。 

 基準などはまだまだなかったですよ。大

阪府に呼ばれたからやってただけですか。

ダイキン工業１企業が自分のところの会

社のためにやってはる、地域の人のために

ということもきっとあると思います。そう

いう対策をやるといったからと、何の基準

もないものにどうして、最初の何年間かは

１年間に３回も４回もやってはりました、

摂津市役所の場所を貸して。基準がないか

らできないのなら、こんなことをしないで

しょう。基準ができてからでは遅いんです。 

 沖縄県とかでは相手は米軍基地ですか

ら、なかなか情報が出にくいとか、いろい

ろ言っていきにくいとか、たくさんハード

ルがあると思いますけれども、ダイキン工

業は自ら自分たちでそうやって対策をや

ってきはったわけです。話ができる相手じ

ゃないですか。何でそこに対してそんなに

頑なに、要望することもできないような言

い方をするんですか。一緒になって、こう

いう問題も出てきたんですよと、一緒に調

査していただけないでしょうかというよ

うなことを市民の立場に立って、摂津市こ

そが言っていくべきではないのですか。そ

ういう場をつくってはるわけですよ。何の

ための対策会議ですか。 

 数値が決まったものを量るだけなら、何

もそんな、ここで一生懸命に私も言うこと

もないですけれども、ダイキン工業がそう

いう環境のためにやろうとしておられる、

そこにサポートをしてきたわけです。だか

らもう一歩進んでくださいと言っている

んです。 

 大阪府とともにサポートしてきたわけ

でしょう。さらに数値も決まった、暫定的

とはいえ。それで市民からの要望も上がっ

ている、もちろんその要望を伝えていただ

いたと思いますけど、伝えるだけじゃなく

て後押しをして、自らやっぱりそこは市民

の命と健康を、安心・安全、これを守るた

めにもっと調査したほうがいいのじゃな

いですか、やりましょうよと言ってほしい

のです。 

 市民の命、健康、安心・安全を守る立場

に立つのかどうか、これについてお答えく

ださい。 

 資料については今おっしゃっていただ

いた、出していただけるということです。

お願いしたいと思います。 

 それからダイキン工業の工場内の数値

等の公開、これもぜひ求めていただきたい。

もちろん非開示とするようなことはある

と思います、個人の名前が出てくるとか。

そういうところはもちろん黒塗りでもち

ろん出てきます、それで結構です。 

 でもダイキン工業の内部の数値という

のは非常に大事な、この問題を考える上で

の資料ですから、そういうものも出してい

ただくように求めてほしい。これについて

もお答えください。 

 それから暴露の経路があるかもしれな

いということについて、なかなかそうです

ねとは言っていただけない。でも水だけで

はないとも言い切れない。そんなお返事だ

ったと思います。 
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 でもさっきも言いましたけど、目標値と

かそういう値が決まるというのは、結果が

出た後なんです。 

 今の結果だって、いろんなところで被害

に遭った、アメリカでたくさんの被害が出

ているわけです。そういうものに基づいて

数字が出てきているわけです。 

 もちろん動物への実験結果とかそんな

のもあります。でも人に対してどうかとい

うのが分かってないわけでしょう。そこは

アメリカで被害に遭った方とか、そういう

方々の数値を基に判定するわけです。 

 被害が進行したら、それは数値は出てき

ます。でもそれはとっても悲劇じゃないで

すか。この摂津市の市民をこんな目に遭わ

せていいのですか。その前に動きましょう

よ。 

 井戸や水路をふやしていただいたこと

は前進だと思っています。でもそれだけで

はなく土壌や作物、人体の濃度を摂津市と

して調査する、または府やダイキン工業に

調査を求める、こういうことをやるのかど

うか、この３点をもう一度しつこいようで

すが、非常に大事なことなのでお伺いした

いと思いますのでよろしくお願いいたし

ます。 

 それから１３番です。大阪湾フェニック

スセンターのことです。 

 なかなか大阪市の計画がどうかという

ことについて明らかになっていないとこ

ろですので、しかし非常に大きな自治体で、

ごみの量も大きいですし発言権も大きい

です。 

 委員がいらっしゃいますよね、その中の

一人ではなかったですか、大阪市は。です

ので摂津市が意見を言う前に決まっちゃ

ったということになるかもしれないので、

この辺はしっかり情報収集して、必要なこ

とがあれば言うべきところは言っていく

ということで、ぜひお願いしたいと思いま

すので要望としておきます。 

 立地奨励金のところです。派遣切り、非

正規切り、そういうものがないであろうと

思っているというお話でしたが、それこそ

思い込みで物事をやっていってはいけな

いと思います。 

 まず、ありませんかと聞いてください。

こんなことをしてないですよねと。それで

もしあったら、もちろんやめてくださいと

言ってほしいし、なかってもそういうこと

のないようにお願いしますと、ぜひ言って

ください。以上です。これも要望としてお

きます。 

 この質問については以上です。 

○渡辺慎吾委員長 答弁をお願いします。 

 松方部長。 

○松方生活環境部長 先ほどの除外申請

の件についてご答弁申し上げます。 

 委員がお示しいただいた山口市の自衛

官募集事務に係る対象者情報の提供につ

いて、情報提供を希望されない方への対応

ということで、除外申請書という様式をつ

くって、それを運用されているというとこ

ろでございます。 

 それで本市については、まだその制度が

できておらないという状況でございます

けれども、制度の仕組み、それから可否も

含めてですが、今後検討していきたいと思

います。 

○渡辺慎吾委員長 山本課長。 

○山本環境政策課長 ＰＦＯＡに関して

３点ということでございます。 

 住民の福祉のくだりでございますが、地

方自治法の方針に基づいてご質問されて

いると思いますので、地方自治法に基づい

てそのようなくだりはあるということは
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理解いたしております。 

 ２点目の会議資料でございます。先ほど

もご答弁申し上げました。 

 会議を主宰しているのは大阪府でござ

います。大阪府として情報公開請求があっ

た場合でも開示をしないという資料があ

るということを説明されながら、我々は会

議に挑んでおりますので、その趣旨に沿っ

て資料請求があった場合は対応するとい

うことでございます。 

 今おっしゃった企業が出された資料に

つきましても、大阪府は現在、開示をしな

いという資料になっておりますので、我々

としてはその趣旨に基づいて対応すると

いうのが現在の考え方でございます。 

 それと会議の役割は何回も申しますけ

れども、環境水及び排水中の濃度調査につ

いて効率的に進めると。調査について効率

的に進めるということと、情報交換、情報

共有でございますので、大阪府が調査され

る場合、我々として協力できるところは協

力するというのが我々の役目でございま

すので、会議の趣旨というのはそういうこ

とであるということを改めてご理解いた

だけたらと思います。 

 それで繰り返しになりますが、最後の質

問につきましては、今我々としては目標値

が定まっていないというこの中で、摂津市

として独自に市単独で調査を実施すると

いう考えは、今のところ持っていないとい

う考え方でございます。 

○渡辺慎吾委員長 増永委員。 

○増永和起委員 ご答弁いただきました。

除外申請の制度はぜひ検討して進めてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願

いします。要望とします。 

 ＰＦＯＡの問題についてはまだまだ本

当はいろいろと議論しないといけない問

題がたくさんありますので、今後も引き続

き行っていただきたいと思います。 

 以上で私の質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

 水谷委員。 

○水谷毅委員 それでは、７点を質問させ

ていただきたいと思います。 

 まず自治振興課に関する内容です。決算

概要と事務報告書を基に質問させていた

だきたいと思います。 

 一つ目は決算概要の５４ページですけ

れども、市民相談事業に関連してです。 

 事務報告書の中の１０１ページですけ

れども、所管別の市民の声処理状況という

のがございます。 

 前年の平成３０年度を見ますと、トータ

ルで３５３件ということでしたけれども、

令和元年度は自治振興課１７１件となっ

ております。ちょっと数的には大きく変化

しておるんですけれども、その理由につい

てお聞かせいただきたいと思います。 

 それから２点目です。同じく自治振興課

に関しまして、決算概要の５６ページです。

別府のコミュニティセンターの件です。 

 平成２８年１２月に開設されましてか

ら早いもので４年目を迎えるということ

で、３年が経過してまいりました。 

 これまでの総括と課題についてお聞か

せいただきたいと思います。 

 次に、３点目です。文化スポーツ課のほ

うですが、決算概要の７２ページに体育施

設維持管理事業がございます。これの青少

年運動広場改修工事についてです。 

 私も居住地の地元ということで、事業説

明会にも事前に出席させていただいたり

したんですけれども、この青少年運動広場

における改修工事で様々な地域のお声が

あったと思うんですけれども、最初に考え



- 40 - 

 

ていたこと以外に、地域から出ました内容

についてありましたら教えていただきた

いと思いますし、どういう対応をしたのか

お聞かせいただきたいと思います。 

 次に、４点目です。環境政策課に関する

ところですけれども、決算概要９６ページ

に温暖化対策事業がございます。 

 これについては様々な取り組みがあろ

うかと思いますけれども、特に環境家計簿

について、これまでの経緯と取り組み内容

や、今後の課題について挙げられるものが

ありましたらお聞かせいただきたいと思

います。 

 次に、５点目です。保健福祉課に関する

ところなんですが、決算概要の９２ページ

になります。 

 がん健診事業の件です。事務報告書は１

６７ページに具体的な数字が載っていま

すけれども、このうちの胃がん健診につい

て見ますと、受診率が９％ということで、

ほかのがん健診よりも受診率が低い状況

です。現在行っている健診の方法について

お聞かせいただきたいと思います。 

 次に、６点目です。高齢介護課に関する

内容です。 

 決算概要の７６ページに高齢者の移送

サービスの委託料というのがございます。

事務報告書は１８２ページにも掲載され

ておりますけれども、この高齢者移送サー

ビス委託料の決算額というのが約９６０

万円で執行されているわけなんですけれ

ども、具体的な金額の内訳についてまずは

お尋ねしたいと思います。 

 最後に７点目になります。高齢介護課の

内容になりますけれども、決算概要の２５

２ページに認知症総合支援事業というの

がございますけれども、これは平成３０年

度から実施されている事業だと認識して

おりますけれども、令和元年度に取り組ん

だことについて教えていただきたいと思

います。 

 １回目は以上です。 

○渡辺慎吾委員長 丹羽部参事。 

○丹羽生活環境部参事 それでは１番目

のご質問にご答弁させていただきます。 

 決算概要５４ページ、市民相談事業に関

連して、所管別市民の声処理状況で合計件

数の件、あと理由、内容についてご説明さ

せていただきます。 

 市民の方からの要望、陳情及び苦情等で

あります市民の声の処理状況につきまし

て、平成３０年度は６月の大阪北部地震及

び９月の台風２１号の影響により、建物や

道路の損傷、散乱ごみの問題、その他生活

環境全般に関するお問い合わせが多かっ

たことにより、例年より多い数字になって

ございます。 

 なお、市民の声の処理件数の推移といた

しましては、平成２８年度は１７９件、平

成２９年度は２３３件となっており、平成

３０年度の処理件数３５３件は、突出した

件数となっております。 

 また市民の声の内容でございますが、傾

向といたしまして空き家や空き地に対し

てのお声が年々増加してきております。 

 令和元年度は１７１件のうち５５件の

約３割が空き家、空き地に関する相談でご

ざいました。 

 続きまして、質問番号２番でございます。

別府コミュニティセンターの総括及び課

題についてでございます。 

 別府コミュニティセンターは別府公民

館、第１９集会所を統合し、平成２８年１

２月に開設してから間もなく４年が経過

しようとしております。 

 統合されました施設、別府公民館の平成
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２７年度の使用件数、あと第１９集会所の

使用件数を合わせますと１，１９４件でご

ざいました。 

 コミュニティセンターの令和元年度の

２，４３５件を比較しますと、約２倍ご使

用いただいており、稼働件数を比較いたし

ますと、地域の方々にご活用いただいてい

ると評価しているところでございます。 

 一方、稼働率につきましては２５％にな

っており、施設的には使用に関して余裕が

ある状態と理解しております。 

 令和元年度の施設利用アンケートでは、

利用者の約６割が別府小学校区の方々と

なっており、地域の方々と連携した事業や、

コミュニティセンターまつり等のイベン

ト、自治会等を通じて自治会等の地域団体

への利用促進を進め、さらにご活用いただ

けるよう努めてまいります。 

○渡辺慎吾委員長 松本課長。 

○松本文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係りますご質問にお答えい

たします。 

 質問番号３番、青少年運動広場改修工事

に関することですけれども、地元自治会に

対する事前の説明であったりとか、委員も

ご参加いただきました地元工事説明会を

実施したりするなど、事前に地域の方に対

して丁寧に説明したり、ご意見を伺ったり

しておりましたので、大きく想定を超える

というようなことは起きませんでした。 

 ただそんな中、１件、工事における騒音、

振動に対するお声を近隣の方から令和元

年の年末に頂戴いたしましたので、ご自宅

に赴いてお話をして納得いただいたとい

う事案はございました。 

 また工事の現場に顔を出されて質問さ

れていく市民の方々がおられまして、工事

の責任者の方にはできる限りきめ細やか

な対応をしていただいておりました。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山本課長。 

○山本環境政策課長 質問番号４番目の

環境家計簿についてご答弁申し上げます。 

 取り組み内容等々のご質問でございま

す。市のほうで決まったフォーマットをつ

くっておりまして、電気、ガスの使用料

等々をご入力いただくということで、節電

といいますか節約効果を得るためにそう

いう環境家計簿の事業を実施いたしてお

ります。 

 課題ということでございます。令和元年

度で申しますと、エントリーいただいた方

が３５０世帯ございましたが、フォーマッ

トを最後まで達成いただいた方が２４４

世帯ということで、１００世帯以上が達成

されていないという現状でございます。 

 一部、転出されたりとかがございますけ

れども、やはりそれぞれ電気、ガスの自由

化等々がございまして、なかなか使用料が

把握しにくいとか、どこの数値を入れれば

いいのかというようなご相談も受けてお

るようでございますので、そのあたりはご

参加いただいた方のなるべく全員が達成

していただくということが一つの課題で

あると認識いたしております。 

○渡辺慎吾委員長 荒井部参事。 

○荒井保健福祉部参事 質問番号５番、が

ん健診事業の胃がん健診についてのご質

問にお答えいたします。 

 胃がん健診は保健センター及び大阪が

ん循環器病予防センターにおいて実施し

ており、全て胃部Ｘ線バリウム造影検査に

よる方法となっております。 

○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 質問番号６番、高齢

者日常生活支援事業、高齢者移送サービス
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委託料についてでございます。 

 決算額９６１万８，６６４円の具体的な

金額の内訳といたしまして、シルバー人材

センターにこの業務は委託しておりまし

て、軽自動車の福祉車両４台、運転手が９

名での運用を行っております。金額の内訳

としましては、この運転手９名やシルバー

人材センター事務局の職員の人件費、これ

を併せまして約９割でございます。残りは

ガソリン代などとなっております。 

 次に、質問番号７番、日常生活総合支援

事業につきましては、介護保険特別会計で

すので、介護保険特別会計のところで改め

てご答弁をさせていただきたいと思って

おります。 

 以上でございます。  

○渡辺慎吾委員長 水谷委員。 

○水谷毅委員 まず１点目、自治振興課の

市民の声ということでご答弁をいただき

ました。市民の声というのはいろんな角度

がありまして、担当課としても多大なご苦

労をしておられることと思いますけども、

処理数が前年に比べて少なかったという

件につきましては、台風の影響等であった

ということで理解をいたしました。近年、

空き家や空き地に関する相談件数が増加

しているということなんですけども、ケー

スバイケースでいろんなことがあると思

うんですけども、どのように対応されてい

るのか説明をいただきたいというふうに

思います。 

 次に、同じく自治振興課の別府コミュニ

ティセンターの件です。これまでの経緯に

ついてお答えをいただきました。要望にな

りますけども、地域に根差したコミュニテ

ィセンターとして、これまで以上に市民の

皆様に喜んでいただけるようにご尽力を

お願いしたいというふうに思います。 

 稼働率の向上につきましては、地域や市

民のニーズにお答えできるような取り組

みがどの程度できているのかどうか、これ

が大きな課題になってくると思います。単

に貸館運営業務のみならず、催しやイベン

トをコーディネートするということまで

できているのかどうか。また、地域性とし

て中小企業もたくさんございます。場合に

よっては、企業活動の推進に結び付くよう

な会議室としての利用等、こういったアナ

ウンスも産業振興課等とも連携を取って

いただいて、強化をしていってはどうかな

というふうに思います。 

 いずれにしても、利用してみたいなと思

っていただけるかどうかというのが大き

なポイントになると思います。３年間の今

までの経験に基づきまして、公民館やコミ

ュニティセンターという二つの運営業務

があると思うんですけども、その運営体制

についても再確認をしていただいて、より

よい運営ができるように、これまで以上に

頑張っていただきたいことを要望といた

します。 

 次に、文化スポーツ課の青少年運動広場

の件です。要望になりますけども、間もな

く新しい味舌地区の体育館の建設がこれ

から始まろうとしております。味舌地域は、

鶴野地域とは異なりまして、道路も非常に

狭隘であります。そういった意味からする

と、交通事情を非常に心配をしているとこ

ろです。以前に、旧正雀保育所の工事のと

きにも、地元でお声を頂いていると思うん

ですけども、もう一度、どういうことがあ

ったのかしっかり確認をしていただいて、

また鶴野地域で生じてきました声なき声

にも、鶴野地域のほうでももう一回聞いて

いただいて、参考にしていただきたいと思

います。 
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 とにかく、事故なく工事を無事に終了し

て、本当に地域に誇れる体育館の建設が行

われるように要望いたしたいと思います

ので、よろしくお願いします。 

 続いて、４点目の環境家計簿の件です。

取り組みについては、内容をよく理解でき

ました。これは長年の取り組みで、毎年楽

しみにしておられる方もおられたと思い

ます。しかしながら、答弁がありましたよ

うに、電気やガスの自由化によって、今月

何キロワット使ったのかとか、そういった

情報が非常に入手しにくくなっている現

状もございます。そういう意味では、開始

してからの時間もかなり経過をしており

ますので、現場のニーズや情報環境に合っ

た内容にアレンジをしていただいて、ＳＤ

Ｇｓ等の考えもにも照らして、さらにＩＣ

Ｔも場合によっては活用していただいて、

容易で省エネ意識の向上に役割を果たす

ような内容に発展をして取り組んでいた

だきたいことを要望したいと思います。 

 次に、保健福祉課のがん健診です。５点

目です。バリウム検査なんですけども、実

際に受診された方は、皆さん共通に、あれ

は大変やというふうな意識はあるのでは

ないかというふうに思うわけなんですけ

ども、高齢者の方は、特にバリウムをのど

に通すのにまず大変でありますし、その後、

アクロバットまではいきませんけど、上下

左右に回転するなど、本当に何か途中です

ごく辛くなってくるわけなんですけども

ね。そういう意味で、がん健診の受診率向

上に向けての取り組みとして、胃カメラに

よる健診を取り入れる予定はないのかど

うか、２回目、お尋ねしたいというふうに

思います。 

 次に、６点目の高齢者の移送サービスの

件です。現状、福祉車両４台で運用してい

るというふうなことですけども、さきの委

員とのやり取りにもありましたけども、一

番課題になっているのが予約が取りにく

いというふうな話だったかと思います。そ

ういう意味で、今後、例えば台数をふやす

とか、何か手法を検討する必要があると思

うんですが、それについての考えをお尋ね

したいと思います。 

 ７点目の認知症の件につきましては、特

別会計の審査のほうで改めてお聞きした

いと思いますので、よろしくお願いします。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 丹羽部参事。 

○丹羽生活環境部参事 １番目の質問に

ご答弁させていただきます。 

 市民の方からの苦情・要望等を受け付け

させていただいた場合は、現場の状況を確

認した後、相談内容に関連する担当課に情

報を伝え、できるだけ速やかな対応を依頼

しているところでございます。 

 近年、傾向にございます空き家・空き地

のお声に関しましては、空き家であれば、

現況の確認や所有者への連絡など建築課

と協力して行っております。また、空き地

につきましては、空家等対策の推進に関す

る特別措置法に基づき、土地所有者を調査

し、状況をお伝えさせていただく等の対応

を行っているところでございます。管理が

なされていない空き家・空き地は景観が悪

くなるだけではなく、ごみの不法投棄のた

まり場となったり、雑草が生い茂り害虫が

発生したり、放火や不法侵入などの犯罪の

温床になる懸念を生じる等ございます。

様々な問題に発展する恐れがあります。迅

速な対応が求められますが、解決までに時

間を要するケースが多く、中には所有者と

連絡が取れない場合もございます。今後は、

このような困難ケースについて、対応を検
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討してまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○渡辺慎吾委員長 荒井部参事。 

○荒井保健福祉部参事 質問番号５番の

胃がん健診についてのご質問にお答えい

たします。 

 胃がん健診において、胃カメラ、つまり

は胃内視鏡検査でございますが、胃内視鏡

検査による健診のニーズがあることは認

識しております。ただ、医療機関のご協力

がなければ実施できないため、今年度、胃

内視鏡検査が可能な市内の医療機関を対

象として状況の調査を行っているところ

でございます。また、胃がんの患者はほぼ

ピロリ菌に感染していると言われており

ます。市では、２０歳から６０歳までの市

民を対象に、１回限りの検査でございます

が、保健センター及び市内の受託医療機関

において健康診査の追加項目として、血液

検査でのピロリ菌検査を実施しておりま

す。検査を通じて、胃がん発症のリスクが

高いと思われる方を把握し、胃内視鏡によ

る精密検査を促しているところでござい

ます。この検査の周知を行うとともに、よ

り検査を受けていただきやすいように改

善を図ってまいりたいと考えております。 

○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 高齢者日常生活支

援事業、高齢者移送サービス委託料につい

てでございます。現在、予約が取りにくい

という状況が続いておりまして、台数をふ

やすなど、何か新たな手法をということで

の考え方です。今後も利用者の増加や、現

在、市外の病院などへの送迎がふえている

ということでありますので、引き続き、希

望の行き先や時間帯の組み合わせで調整

をしてまいりたいというふうに考えてお

りますけれども、車両台数も課題だと感じ

ております。 

 その他車両につきましては、現在、運用

している車両が老朽化しているというこ

ともございますので、現在、運用している

車両の更新と併せまして、台数をふやして

いくということも検討課題だと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 水谷委員。 

○水谷毅委員 では、３回目、質問させて

いただきたいと思います。 

 まず、１点目の自治振興課に関する市民

の声への対応ということでございます。ご

意見の内容も多岐にわたり、対応も大変か

と思うんですけども、確かにできることよ

りもできないことのほうが多いのが実情

かもしれません。そういう中で、できない

ことをできないというふうに伝えないと

いけないことも多いかとは思うんですけ

ども、令和元年度の声の総合計が１７１件

ありまして、自治振興課に対するものが１

０５件ということで、明らかに半分以上、

自治振興課で受けておられるわけです。そ

ういう意味で、どこまでも市民の心に寄り

添うような、そういった気持ちで対応を続

けていただきたいことを要望します。 

 自治会と行政とを結ぶ大事な窓口が自

治振興課ではないかなというふうに思い

ます。そういう意味で、市民の方からお話

を受け取れるお母さん的な存在が自治振

興課の役割ではないかと思っております

ので、今後ますます存在意義を発揮してい

ただいて、市民の声をしっかり受け止めら

れるようにご尽力いただきたいことを要

望いたします。 

 続いて、５点目のがん健診事業です。胃

カメラによる健診を進められているとい

うことであります。医療機関等の様々な課
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題もありますし、どの程度、助成していく

かとか、そういう具体的な課題もあると思

うんですけども、これからますます高齢化

も進んでまいりますので、まずは、せめて

高齢者の方からのそういう声に応えてい

けるような、そういうふうな推進をできる

だけ早くお願いできたらというふうに思

います。また、最近、飲み込むタイプのカ

メラとかもございますので、その辺も検討

していただいて、進めていただきたいこと

を要望として終わります。 

 続いて、６点目の高齢者移送サービスの

件です。このサービスは、利用者には大変

喜ばれています。ニーズも高まってきてお

ります。市民の方から寄せられる声として

は、例えば病院に行くときに、まず病院の

予約を取るのか、高齢者の移送サービスの

予約を取るのかという、そういうジレンマ

みたいなのがありまして、両方ともなかな

か取れないとなった上に、この二つの予約

を合わせていくのは至難のわざであると

いうことで、最近、声をいただきました。

実際、約９６０万円の決算額に対して、事

務報告書を見ますと、延べの利用件数が約

１，３００件ということで、割り算して、

１件当たりのコストを見ると、１件当たり

約７，４００円になるんですね。先日、ご

質問にありましたＡＩを活用した予約サ

ービスとかの提案もありましたけども、現

状、シルバ人材センターの運転手も無事故

に努めてご尽力していただいていること

と思いますので、このコストが適正である

のかどうかという議論は今行いませんけ

ども、市が運営する移送サービスという点

では、大きな安心感があるというふうに考

えております。その上で、同じコストをか

けるのであれば、どうすればいいのかとい

うことを現実に市民の方が予約をするの

に苦慮しているという声があるわけです

から、さらなる効率化を進めていくのか、

また受入れのキャパを大きくしていくの

か、しっかり検討していただきたいという

ふうに思います。 

 今後、高齢化が進み、ますますニーズは

拡大していくと思います。例えば、民間の

介護サービスも、事業者の実情をリサーチ

することも大切ではないかなというふう

に思います。官民が相乗的に働いて、市民

サービスの向上のために努めていただき

たいなということを要望したいと思いま

す。 

 また、先日の本会議で、障害者の移送サ

ービスについての質問をさせていただい

たんですけども、現場の初乗りチケット方

式からチャージ式カードを活用した費用

弁償的な取り組みについて、利用頻度の少

ない方やサイズの大きい車椅子への配慮

も含んで、しっかり市民の方により喜んで

いただけるように取り組んでいただきた

いことを要望しまして、質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 他にございませんか。 

 福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、質問をさせて

いただきたいと思います。 

 １番、市民課でございます。これは決算

書、歳入の５２ページ、項３委託金、目１

総務費委託金、節３戸籍住民基本台帳費委

託金の中の人口動態調査委託金について

なんですけども、まずこの内容についてお

聞きをしたいと思います。 

 また、事務報告書の１１７ページに、調

査票作成事務の月別・種別の内訳が記載を

されております。去年の令和元年の予算審

査に係る委員会の折に、天皇即位の儀によ

って元号が変わるタイミングで婚姻届を

出す人がふえるというようなお話をさせ



- 46 - 

 

ていただきましたが、婚姻表の５月と１１

月の件数が多い理由についてお聞きした

いと思います。 

 ２番目、文化スポーツ課です。決算概要

７０ページ、スポーツ推進委員活動事業に

ついてです。スポーツ推進委員の皆さんは、

スポーツ基本法にもありますように、日々、

摂津市におけるスポーツの推進・普及に努

めていただいておりますが、現在の人数、

また年齢構成や男女比についてお答えい

ただきたいと思います。 

 ３番目、同じく文化スポーツ課で、決算

概要７０ページ、市民ニュースポーツのつ

どい事業についてですが、市民ニュースポ

ーツのつどい事業委託料の決算額１４万

６，０００円についての内容をお聞かせい

ただきたいと思います。 

 ４番目、保健福祉課になります。決算概

要７２ページの社会福祉協議会補助事業

についてですけれども、事務報告書の１６

５ページに、この事業の内訳が記載をされ

ておりました。小地域ネットワーク活動状

況が中学校区ごとにサロン、リハサロン、

子育てサロンなどの実績数が入っており

ます。この内容について、お答えをいただ

きたいと思います。 

 ５番目、保健福祉課でございます。決算

概要９２ページ、がん健診事業であります

けれども、先ほど水谷委員も、また前回は

香川委員も質問されておりましたけれど

も、私からは全体的な未受診者に対する受

診勧奨について教えていただきたいと思

います。 

質問番号６番、高齢介護課です。決算概

要７６ページのひとり暮らし高齢者等安

全対策事業、ライフサポーター業務委託料

の令和元年度の取り組みの実績について

お答えいただきたいと思います。 

 ７番目、同じく高齢介護課です。決算概

要７８ページのゲートボール場等管理事

業の土地借上料についてです。令和元年度

の決算額が２８６万９５１円と、平成３０

年度前年に比べますと１４３万４５３円

の増額となっていますので、この理由につ

いてお聞きしたいと思います。 

 ８番目、障害福祉課でございます。決算

概要８２ページの障害者雇用助成事業に

ついて、これは前年の平成３０年度に続い

て、令和元年も予算執行をされておりませ

んので、現状についてお聞きしたいと思い

ます。 

 ９番目、障害福祉課です。決算概要８２

ページ、チャレンジドオフィス事業につい

てですけども、このチャレンジドオフィス

作業員に、支援員の方は丁寧に仕事を教え

ていただいていると思います。作業員の方

は一般企業への就職につながっているの

か、そのあたりの取り組みと実績について

お答えいただきたいと思います。 

 １０番目、環境政策課です。決算概要の

９６ページ、環境美化事業についてですが、

美化ボランティア制度が４年目に入った

ということで、びかぼ通信にも書いてあり

ましたけれども、第４火曜日に市内３か所

をローテーションしながら美化活動を続

けておられます。環境美化としての効果に

ついて、お答えいただきたいと思います。 

 １１番目、環境業務課になります。決算

概要９８ページ、ごみ減量啓発事業につい

てですけれども、令和元年１０月１日、食

品ロス削減推進法が施行されました。平成

２９年度の食べられるのに廃棄された食

品の量というのが公表されておりまして、

年間６１２万トン、そのうち家庭から出て

いる量が２１４万トンに上ることから、削

減への取り組みというのが今、重要課題と
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なっております。令和元年度において、ど

のような取り組みをされたのかお聞かせ

ください。 

 １２番目、産業振興課です。決算概要１

０６ページ、中小企業金融対策事業につい

てです。事務報告書の１４１ページに、中

小企業信用保険法第２条第５項及び第６

項に係る認定書取扱状況について記載が

されております。前年に比べて、第４号の

認定が７０件近くふえておりますので、全

体的な内容も含めてお聞かせいただきた

いと思います。 

 １３番目、国保年金課に関わると思いま

す。この質問は、決算書、決算概要にはあ

りませんけれども、ちょっと教えていただ

きたいテーマでして、事務報告書に記載は

されております。２１７ページに、国民年

金被保険者移動状況というのがございま

して、表の一番右端に産前産後免除という

欄があります。これは平成３０年度にはな

かった項目だと思いますが、新しい制度で

あるのか、また制度概要と申請状況につい

てお聞きしたいと思います。そして、同じ

くこの表の中ほどには、不在被保険者とい

う項目もありました。これがどういったも

のなのか、併せてお答えいただきたいと思

います。 

 最後ですけれども、これは要望でござい

ます。障害福祉課に関わることですが、決

算概要の７８ページに、老人医療費助成事

業について載っております。老人医療費が

２，８５７万６，８４４円とありましたけ

れども、これは６５歳以上の方が対象にな

っている事業であります。ただ、平成３０

年４月に廃止が決定をされまして、現在は

経過措置の期間として、来年の令和３年３

月末でこの経過措置というのが終わると

聞いております。そういう意味では、今年

で最後ということになるんですけれども、

現在、この助成を受けておられる方にはよ

くよく理解をしていただきますように、ま

た、高齢の方々でございますので、どうか

丁寧な案内と、なくなったことに驚かれな

いようにどうか説明していただくように、

これは要望とさせていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 １回目は以上です。 

○渡辺慎吾委員長 千葉課長。 

○千葉市民課長 それでは、質問番号１番

目、市民課に関わりますご質問にお答えし

ます。 

 まず、決算書５２ページ、総務委託金の

人口動態調査委託金の内容でございます。

こちらにつきましては、出生、死亡、死産、

婚姻、離婚の５種類のお届けにつきまして、

件数等を整理し、毎月１回、保健所のほう

へ報告書を提出するものでございます。国

におきまして、人口動態事象の把握と人口

及び厚生労働行政施策の基礎資料となり

ます。 

 続きまして、事務報告書の１１７ページ、

人口動態調査票作成事務の５月と１１月

が多いというご意見ですけども、今、確認

いたしましたところ、５月につきましては

出生票が７５件、婚姻票８０件、離婚票７

件、死亡票５１件、死産票１件、トータル

で２１４件、１１月につきましては、出生

が６９件、婚姻が４９件、離婚が２０件、

死亡票６２件、死産が０件で合計２００件

ということです。考えられるのは、５月に

つきましては、昨年度、令和婚ということ

で５月１日付に１日で６０件の婚姻届が

ございました。特に婚姻の８０件というの

が、それ以外の月の２倍から２．５倍ぐら

いに当たるので、令和婚が多かったのかな

ということで、それが原因だと思います。 
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 １１月なんですけども、１１月が多かっ

た理由というのが、令和元年度が１８６件、

平成３０年が１８７件、平成２９年が１７

０件ということで、特に突出して多かった

ということが考えにくくて、理由というの

は、例えば、大体１１月というのが婚姻が

よく出てくる時期になります。時期がいい

ということで、それぐらいかなと思ってい

ます。 

 そうですね、いい夫婦の日です。１１月

というのが、１がいっぱいあるので、それ

で令和元年ということで、令和元年という

ことは１ですよね。１で、１１月で、また

１１月１日ですとか１１月１１日、例えば、

例年これはあるんですけども、１１月２２

日ということにつきましては、毎年、いい

夫婦の日ということで、毎年、婚姻届がす

ごく多くて混んでおります。だから、１１

月という数が「いい」ということで読み替

えができるので、それで婚姻届が多くなる

ということが予想されております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 松本課長。 

○松本文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係ります二つのご質問にお

答えいたします。 

 まず、質問番号２番、スポーツ推進委員

についてですけれども、現在の人数は、定

数３４名に対して２８名となっており、こ

のうち４名は今年度途中に新たに委嘱を

した方々となります。次に、年齢構成です

けれども、３０代が１名、４０代が７名、

５０代が５名、６０代が９名、７０代が６

名となっております。男女比は、男性が１

５名、女性が１３名となってございます。 

 続きまして、質問番号３番、ニュースポ

ーツのつどい事業の委託料の内容につい

てでございますが、昨年度は市民ニュース

ポーツのつどいとして、スティックリング

大会やキンボール大会、ゲートゴルフ大会

など各種の大会やボッチャを含めた体験

会など１０の行事を行った運営費、あと器

具費として、ボッチャボールセットを購入、

その他消耗品、あとけがをしたときの対応

としての保険料となってございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 荒井部参事。 

○荒井保健福祉部参事 質問番号４番、社

会福祉協議会補助事業の小地域ネットワ

ーク活動についてのご質問にお答えいた

します。 

 小地域ネットワーク活動は、地域のひと

り暮らし高齢者や障害者、子育て中の親子

など、支援を必要とする全ての人が安心し

て生活できるよう、地域住民の参加と協力

による支え合い・助け合いの活動で、地域

の自治会や団体などで組織されている校

区等福祉委員会によって展開されており

ます。事務報告書１６５ページの小地域ネ

ットワーク活動状況のうち、サロン活動は

校区等福祉委員会が企画し、レクリエーシ

ョンや食事会など、校区によって様々な催

しを行っております。リハサロンは、保健

センターのリハビリ専門職員による体操

指導や市保健福祉課の保健師による健康

講話などを行っております。また、子育て

サロンは、民間保育園の先生により親子で

楽しめる遊びなどが行われております。そ

の他につきましては、子どもから高齢者ま

でが参加できる三世代交流イベントとな

っております。 

 質問番号５番、がん健診事業の未受診者

への受診勧奨についてのご質問にお答え

いたします。がん健診未受診者に対して、

平成２６年度から乳がん・子宮頸がん未受

診者を対象に受診勧奨を開始し、平成３０
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年度からは胃・大腸・肺がん健診を追加し

て実施しております。いずれも大阪府が設

定している重点勧奨対象年齢から前年度

と当該年度に未受診の方を対象として、郵

送により実施しております。令和元年度は、

胃・大腸・肺がんは１，５２８件、子宮頸

がんは９，７８４件、乳がんは１，７６０

件の受診勧奨を行い、それぞれ胃がんが５

４人、大腸がんが７１人、肺がんが６５人、

子宮頸がんが９７０人、乳がん１３９人の

方が勧奨によって受診されている状況で

ございます。 

○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 質問番号６番、ひと

り暮らし高齢者等安全対策事業のライフ

サポーター業務の取り組み実績について

でございます。 

 ライフサポーター業務は、ひとり暮らし

登録をされた人で、見守りが必要であると

判断した人に、社会福祉協議会に委託して

おりますが、ライフサポーターが戸別訪問

を行い、見守りや状況に応じて必要なサー

ビスにつなぐということを支援として行

っております。令和元年度末における訪問

実績ですが、ひとり暮らし登録をされてい

る方１，３５０人、訪問回数は７，０５９

回でございました。平成３０年度と比べま

すと、対象者数が１００人、訪問回数が５

３９回の減少となっております。また、７

５歳以上高齢者のうち、一人世帯及び高齢

者のみの二人世帯は１，２５４人、訪問回

数が２，１１９回でございました。平成３

０年度と比べますと、対象者が９６３人、

訪問回数は１，３６４回の増加となってお

ります。 

 続きまして、質問番号７番、ゲートボー

ル場管理事業の土地借上料の決算額が２

０８万６，９５１円ですが、平成３０年度

に比べて１０４万３，４５３円の増額にな

っていることの理由についてでございま

す。この土地借上料は、上下水道部の土地

である太中浄水場ゲートボール場、鳥飼送

水場ゲートボール場、旧鳥飼送水所跡地グ

ラウンドゴルフ練習場の３か所に係るも

のでございます。平成２９年度に上下水道

部と減免割合について協議を行い、公共施

設の使用料において、社会福祉のために使

用する場合、４割減免となっていることを

参考にしながら、上下水道部の土地借り上

げにおいて、路線価などを基準としまして

５割減免するということに取り決めてお

ります。ただし、激変緩和として、平成３

０年度は９割減免といたしまして、その後、

減免割合を１割ずつ減らしていきまして、

令和４年度以降は５割減免とすることに

なっております。これによりまして、平成

３０年度が９割減免、令和元年度は８割減

免であるために、令和元年度の決算額は平

成３０年度と比べて増額となっていると

いうことでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 飯野課長。 

○飯野障害福祉課長 障害福祉課に係る

２点のご質問にお答えいたします。 

 まず１点目、質問番号８、障害者雇用助

成事業に関し、障害者雇用補助金の予算執

行がここ２年ないが、現状はどうなってい

るのかというお問いでございます。まず、

障害者雇用補助金の制度でございますが、

公共職業安定所の紹介により、摂津市在住

の障害者を常用労働者として雇用し、国制

度である特定求職者雇用開発助成金を受

け、その支給期間終了後も継続して当該障

害者を雇用している事業主に対して雇用

助成金を支給するものでございます。委員

のご指摘のとおり、ここ２年、予算執行が
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ございませんが、今年度は既に精神障害者

一人、知的障害者一人の計二人の助成が決

定しております。 

 続きまして、質問番号９、チャレンジド

オフィスに関するご質問でございますが、

チャレンジドオフィスでは現在、障害を持

つ８人の作業員が支援員による支援や指

導の下、全庁的に集約した簡易な事務作業

に取り組み、市役所での仕事の経験を生か

して一般企業等への就職を目指しており

ます。平成３０年度に人事課から障害福祉

課に所管が移り、移管の当初は平成２９年

度採用の３人、平成３０年度採用の二人、

計５人の作業員体制でスタートいたしま

した。平成２９年度採用の３人につきまし

ては、一人が３年の雇用期間の満了を待た

ず、平成３０年度中に他の自治体に就職し、

あとの二人につきましても、今年４月から

一般企業への就職を果たしております。ま

た、平成３０年度採用の二人につきまして

も、現在、就職活動に精力的に取り組んで

おるところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 山本課長。 

○山本環境政策課長 質問番号１０番、美

化活動に関するご質問にお答えをいたし

ます。 

 委員からもございましたように、毎月第

４火曜日に３か所、美化活動をいたしてお

ります。その３か所と申しますのが、環境

美化推進地区と路上喫煙禁止地区という

のを設けておりますので、この地区を輪番

制で美化活動を行っているということで

ございます。活動につきましては、昨年度

からスタートをいたしております。 

 その効果ということでございますが、美

化活動のみの効果ではないとは思います。

ずっと参加している職員に雰囲気を聞い

ておりますと、やはり場所によりましては、

たばこのぽい捨てが減ってきているとい

うことは、感覚的なものではございますけ

ども、そういう感覚はあるということは日

頃から申しておりますので、美化活動オン

リーというより、やはり路上喫煙禁止地区

と併せもって指定させていただいたとい

うことが効果につながっているのかなと

思っております。 

○渡辺慎吾委員長 安田部参事。 

○安田生活環境部参事 それでは、質問番

号１１番、環境業務課に係ります食品ロス

削減についての本市の取り組みというこ

とでございます。 

 委員がおっしゃいましたとおり、食品ロ

スの削減の推進に関する法律が制定され

まして、１０月を食品ロス削減月間、１０

月３０日を食品ロス削減の日として定め

られたところでございます。法律の施行の

初年度となります令和元年度でございま

すが、食品ロス削減月間に合わせまして、

市民団体と共同で食品ロス削減パネル展

やフードドライブ、食品ロスセミナーをコ

ミュニティプラザで実施をさせていただ

いたところでございます。フードドライブ

につきましては、初めての取り組みではご

ざいましたが、２日間で１４３点の食品提

供をいただきまして、ふーどばんくＯＳＡ

ＫＡを通じて、子ども食堂や福祉施設等に

提供が行われたところでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは、産業振

興課に係りますご質問についてお答えさ

せていただきます。 

 質問番号１２番、中小企業の金融対策事

業のセーフティネットの認定の取り扱い

の増についてということと、一般的な制度
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についてなんですけれども、セーフティネ

ット保証４号・５号で、新型コロナウイル

ス感染症の資金対策、危機関連の保証に関

しましては、中小企業が融資を受けるため

の制度でございまして、このセーフティネ

ット保証４号は、台風とか地震など突発的

な自然災害が発生したときに、直近３か月

の売上高を前年同月比で２０％以上減少

している場合に認定される制度でござい

ます。また、セーフティネット保証５号は、

業種によって全国的に経済的な悪化があ

る業種に関して、中小企業の直近３か月、

これは前年同月比５％の制度でございま

して、新型コロナウイルス感染症対策危機

関連保証に関しましては、全国の中小企業、

新型コロナウイルス感染症によって資金

が苦しいということで、全国、日本全ての

全職種の業種を対象にという非常に特別

な制度でございまして、直近１か月が前年

度比１５％の減少と、かつ２か月後、３か

月の売上高の減少１５％を見るというこ

とでございます。 

 大きくふえている理由でございますが、

委員のご指摘のように、第４号は自然災害、

新型コロナウイルス感染症の災害で３月

にふえておりまして、７２件の増というこ

とになっております。また、３月だけで、

全体で１３０件の増加というような状況

になっておりますので、令和元年度のふえ

ている状況の大半が３月の新型コロナウ

イルス感染症の影響と考えております。 

○渡辺慎吾委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、福住委員

の１３番の質問にお答えします。 

 事務報告書２１７ページの国民年金被

保険者移動状況についてのご質問でござ

います。委員のご指摘のとおり、この表の

一番右の欄の産前産後免除は、平成３１年

４月から開始された制度でございます。具

体的には、出産予定日または出産日が属す

る前月から４か月間の国民年金の保険料

が免除されます。多胎妊娠の場合には、３

か月前から６か月間の免除がなされる制

度でございます。なお、届出・申請時期に

つきましては、出産予定日の６か月前から

となっておりまして、逆に出産後も免除申

請は可能となっております。また、保険料

を前納してしまった場合においても還付

することができます。令和元年度における

申請適用件数は、事務報告書に記載のとお

り、合計で９８件となっております。なお、

表中ほどの不在被保険者についてのご質

問でございます。こちらにつきましては、

国民年金の加入被保険者であるにもかか

わらず、日本年金機構からの通知等が届か

ない方を指しておりまして、こちらのほう

は本市と情報共有を図りながら、その解消

に努めているところですが、コロナ禍の影

響等もございまして、隣戸訪問等もできて

おらず、そういったことが現状となってお

ります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 ありがとうございます。 

 １番の市民課に係るご答弁ありがとう

ございました。やはり元号による令和婚、

また１１月はいい夫婦ということで、結婚

前からいい夫婦というのもどうかと思い

ますけれども、しっかり幸せになっていた

だきたいと思います。 

 昨年は、予算審査に係る委員会の際にも

即位日等、祝日法によって大型連休を受け

て、対応をお願いしたところ、３月の日曜

開庁に続いて、４月２８日と５月５日にも

市民課を初め、各課が休日開庁されたこと

は高く評価をさせていただきたいと思い
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ます。そして、今年も先日１１月１日、日

曜日ですけれども、役所の地下受付で婚姻

届を提出されているカップルに出会いま

した。１がそろう日なのできょうにしまし

たという、そういったお答えでありました。

これからもこういった年号、日付が数字が

そろう日というのを記念日にされる方は

多いと思います。ただ、休日になりますと、

１階に設置されているボードの前で記念

撮影ができないことはちょっと残念かな

と思っているところです。どうか晴れやか

な、記念に残るような工夫というのを今後

も、休日に当たった場合、何か検討してい

ただけたらなと思っておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。要望といた

します。 

 二つ目の文化スポーツ課に係るスポー

ツ推進委員の事業についてですけれども、

スポーツ推進委員は地域スポーツ振興の

推進役でもあり、コーディネーターとして

の役割が一層期待をされるところであり、

その責務の重要性とともに、活躍の場を広

げていただきたいと思っております。先ほ

どの年齢別、６０代が９名、７０代が６名

と全体の半数以上の方が６０歳を超えて

いるということでございました。今後のス

ポーツ推進委員の育成について、どのよう

に考えておられるのかについてお聞かせ

をいただきたいと思います。 

 次に、３番目、市民ニュースポーツのつ

どいについてですけれども、今年は新型コ

ロナウイルス感染症の関係で多くのイベ

ントも中止となっております。東京オリン

ピック・パラリンピックの記念事業として

企画をされていたボッチャ体験会も中止

となって残念に思っておりますが、せっか

く購入されたボッチャセット、一日も早く

活用していただきたいと思いますし、スポ

ーツ推進委員も、審査を一生懸命研修しな

がら日々鍛錬していただいているのも知

っておりますので、どうかよろしくお願い

したいと思います。障害者が参加のできる

スポーツで、障害者の方と健常者の方とが

交流ができるように、そして幅広い世代が

ボッチャに触れる機会をつくりながら進

めていっていただくことをお願いし、要望

とさせていただきます。 

 次に、４番目の保健福祉に係る社会福祉

協議会の補助事業についてですけど、先ほ

ど内訳についてはお聞きをいたしました。

中学校区ごとで実施回数に開きがあるよ

うに私は感じております。校区福祉委員会

による活動とのことでありますが、運営す

る側の人数や会場等の事情によって、回数

や参加できる人数に差ができるというこ

とはちょっと公平感に欠けることではな

いかと危惧するところです。高齢者や障害

者、子育て親子が楽しく集って、地域の皆

さんと支え合い、助け合う事業ということ

ですので、社会福祉協議会ともこれから協

議を重ねながら、活動状況に肩入れが起こ

らないように進めていただきたいことを

要望いたします。 

 それから、５番目の保健福祉のがん健診

事業ですね。先日の第３回定例会の一般質

問でも、乳がん健診の受診率向上について、

受診勧奨が行動につながるよう、健診の案

内文章の見直しの検討、要望をさせていた

だきました。未受診勧奨において、どのよ

うな工夫をされているのかお聞かせくだ

さい。 

 次に、高齢介護課のライフサポーターの

業務委託についてです。７５歳以上の高齢

者訪問の対象者数と訪問回数がかなりふ

えております。その理由と、そして令和元

年度の何か特徴的なことがあれば、教えて
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いただきたいと思います。 

 次に、高齢介護課の７番目です。ゲート

ボール場等管理事業についてですけれど

も、この利用されている方たちは、利用料

というのはどのようになっているのか、利

用料が発生しているのかどうかについて

お聞きしたいと思いますので、よろしくお

願いいたます。 

 ８番目、障害福祉課におきます障害者雇

用の助成事業であります。いろいろとハロ

ーワークの紹介とかもしばりはあるんで

すけれど、今回は二人の方の採用が決定さ

れたということで、本当にうれしく思って

おります。雇用する側も、そういった助成

制度というのがあって、事業の人数によっ

ては障害者の枠というのが決まっている

んですけれども、なかなか中小企業という

ところでは、その枠がはまらないケースも

多いかと思っております。また、せっかく

決まった障害者のその人たちが実際に企

業に入社してから、また勤務が続けられる

か、そしてさらに職場になじめるかといっ

たこともまた、これは引き続きの課題かと

思っております。終了してからの支援の継

続に努めていただくよう、今後ともよろし

くお願いし、要望とさせていただきます。 

 ９番目、障害福祉課のチャレンジドオフ

ィス事業についてです。人事課から障害福

祉課に移行されて、いろいろと丁寧に取り

組んでいただいております。作業員の人数

もふえて、仕事内容や仕事量の配分から、

また、その作業が身に付くための指導等々、

支援員には本当に毎日苦労と、そしてやり

がいの連続ではないかと思っております。

大切な事業でありますので、どうか引き続

き就労支援の継続をお願いし、要望とさせ

ていただきます。 

 １０番目、環境政策課の環境美化事業に

ついてです。影響があったかどうか分から

ないけども、ぽい捨てが減ったかなという、

それは私も、この３か所の駅前に立ってい

て感じるところであります。ただ、阪急正

雀駅近くには吸いがら入れを置かれてい

る店舗がありまして、そこでたばこを吸い

終えていくという方が結構いらっしゃい

ます。また、その後方を歩いている方が、

それに対して禁煙エリアなのにというふ

うに不満を漏らされる方もいらっしゃる

のが現実であります。路上喫煙禁止及び環

境美化エリアとしての取り組みでもあり

ますので、どうか保健福祉課と環境政策課

が相互に協議をしながら、この事業が周知

と定着ができるように努めていただくこ

とを要望し、終わらせていただきます。 

 １１番目、環境業務課のごみ減量啓発事

業でございます。１０月が食品ロス削減月

間ということで、市民とそういった開催に

一緒になってやっていただきましてあり

がとうございました。ただ、年に１回とい

うのはなかなか定着もしづらいと思いま

す。できれば１０月だけに留まらず、年間

を通して、様々な施設でフードドライブを

月１回でも行っていただければ、市民への

食品ロスの啓発にもつながるかと思いま

すので、どうかフードバンク活動の支援と

も併せたという意味もありますから、ぜひ

令和３年度の実施を検討していただくよ

う要望し、終わらせていただきます。 

 産業振興課におきます中小企業金融対

策事業でございます。今回、コロナ禍によ

る支援ということで、売上が前年５０％以

上下がったところはいろいろな支援を受

けることがありました。そういう意味でも、

今回のこの融資は非常に簡単に受けられ

るというような声も聞いております。１か

月だけでも下がれば融資が受けられると
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いうことで、その前後がよかったらあまり

関係ないんですけども、一応受けとこうか

なという、そういう企業もいらっしゃると

いうふうに聞いております。しかしながら、

今、経済状況というのもこれからどのよう

に動いていくのか、いまだ不透明な点もあ

り、返済を危惧するといった税理士の声も

あるのも事実です。申請された企業に対し

ては、担当課としても今後の動向に注意を

していただくよう要望したいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 

 それから、国保年金課についてでござい

ます。産前産後免除制度については、おお

むね理解をいたしました。出産前後では、

様々支出もありますので、家計を助ける上

で、国民年金保険料の免除というのは大変

有意義なことだと思います。令和元年度よ

り始まった制度ということですが、その周

知についてお聞きをしたいと思います。ま

た、母子という観点からも、庁内連携ある

いは情報共有ということをどのようにさ

れているのかについてもお聞きしたいと

思います。 

 不在被保険者につきましては意味合い

は分かりました。コロナ禍において、単身

の高齢者の方が娘のお家やお孫さんのお

家に一時的に同居するといった、様々生活

環境の変化もあります。日本年金機構や年

金事務所との連携の上で、必要な通知が、

また情報が被保険者の手元にしっかり届

くように、引き続きよろしく調整をお願い

したいと思います。 

 以上、２回目を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 松本課長。 

○松本文化スポーツ課長 それでは、文化

スポーツ課に係りますご質問にお答えい

たします。 

 質問番号２番、今後のスポーツ推進委員

の育成についてですけれども、おっしゃら

れたように、高齢化が進んでいる状況でご

ざいます。しかし、６０代、７０代のスポ

ーツ推進委員のこれまでの経験というの

は摂津市のスポーツ振興にとっては必要

なものであると考えています。ただ、非常

勤特別職ということで、スポーツ推進委員

についても、７５歳定年制となっているこ

とからも、年齢構成の若返りは必須と考え

ています。これまで広く門戸を開いた状態

で、ターゲットを絞らずに委員の募集を行

ってきましたけれども、今後も同様に、門

戸を開いたままでの募集を続け、さらに例

えば学生時代にスポーツをやっていたけ

れども、仕事や子育ての関係からスポーツ

から離れた４０代をメインターゲットに、

再びスポーツに携わっていくような人材

発掘の手法などを研究していきたいと思

います。スポーツ推進委員が安心して活動

できるということは、つまりは摂津市のス

ポーツ振興の推進となりますので、引き続

きしっかりと連携を取りながら、スポーツ

振興を進めていってもらいたいと思って

おります。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 荒井部参事。 

○荒井保健福祉部参事 質問番号５番、が

ん健診事業の未受診者勧奨についてのご

質問にお答えいたします。 

 未受診者の受診勧奨に当たり、平成３０

年度から国立がん研究センターが作成し

た資材を用いております。これは、研究の

中で一定効果があったソーシャルマーケ

ティングの手法を活用したものとなって

おり、ただ単に「がん健診を受けましょう」

といったメッセージではなく、市の助成が

あることで、「どれだけお得な健診なのか」

といったことや、未受診者の気持ちに合わ
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せたメッセージや検査方法などを分かり

やすく掲載するなどの工夫を行っており

ます。今後も、どのような方法が効果的な

のかを検討するに当たり、今までのやり方

にとらわれず、様々な情報を収集しながら、

検討してまいりたいと考えております。 

○渡辺慎吾委員長 真鍋課長。 

○真鍋高齢介護課長 質問番号６番、ひと

り暮らし高齢者等安全対策事業、ライフサ

ポーター業務委託料についてでございま

す。 

 ７５歳以上高齢者訪問の対象者数と訪

問回数が令和元年度、ふえております。そ

の理由と、令和元年度の特徴、成果につい

てでございます。７５歳以上高齢者の訪問

は、平成２８年１１月から開始をしており

まして、平成３０年７月末で一旦終了いた

しました。しかし、訪問対象者が平成２８

年度に抽出をしたデータによるものであ

ったため、平成２８年度以降に転入された

方や新たに７５歳以上になられた方にも

やはり訪問すべきということを考えまし

て、令和元年度は平成２８年度に抽出した

対象者と令和元年度時点での抽出者の差

分の方を対象者として訪問を行いました。

したがいまして、平成３０年度と比べまし

て対象者が４倍程度にふえておりまして、

これによりまして訪問回数もふえており

ます。 

 続きまして、質問番号７番、ゲートボー

ル場管理事業の土地借上料についてでご

ざいます。市民の利用料が発生するかどう

かについてでございますが、ゲートボール

場管理事業につきまして、市民の利用につ

きましては、地元自治会や老人クラブの方

などが鍵の管理をされておりまして、太中

浄水場ゲートボール場が平成１２年度以

前から、鳥飼送水場ゲートボール場が平成

１３年度から、旧鳥飼送水場跡地グラウン

ドゴルフ練習場が平成２５年度から利用

されております。利用料につきましては無

料となっております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、福住委員

の産前産後免除制度に係る２回目のご質

問にご答弁申し上げます。 

 周知につきましては、市広報誌及びホー

ムページの情報提供を基本としつつ、申請

の際には母子手帳が必要となることから、

令和元年度においては保健福祉課、令和２

年度からは出産育児課にて、母子手帳の発

行の際にこの産前産後免除制度のリーフ

レットを併せてお渡しすることによって

案内漏れ等を防ぐようにしております。こ

のように、庁内連携を図りつつ、対象者に

漏れがないよう、引き続き適正な周知に努

めてまいりたいと思っております。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 福住委員。 

○福住礼子委員 それでは、文化スポーツ

課のスポーツ推進委員の皆さんについて

ですけれども、ニュースポーツやハイキン

グなど様々な企画、また高齢者と交われる

ようなそういった企画なども取り入れて

いただいております。若い方と高齢者とが

交わる機会を考え、一緒に推進できればな

およいと考えておりますので、ぜひともま

た若い世代の推進委員に参加していただ

いて、環境づくり、仕組みづくりをつくっ

ていただければなと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 それから、５番、がん健診の受診につい

てでございますが、受診勧奨に工夫をされ

ているとのご答弁でした。がん健診の申込

票に書かれている複数のがん健診の中か
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ら受けたいものを選択してもらうこと、こ

れをオプトイン方式と言うそうです。また、

受けたくないものを選択する、これをオプ

トアウト方式というふうに言われており

まして、このオプトアウト方式を取り入れ

ることで、受け手、受診をもらった側の心

理というのが変わってくるというような

データがあるそうなんですね。嫌でない限

り全て受けてもらいたいという自治体の

意思が伝わるとして、実際にこれを取り入

れた自治体は効果を出しているという現

実がございます。それに近いような形で、

今少しずつ保健福祉課も取り入れていた

だいているんだと思うんですが、受診率向

上に可能性のある工夫はこれからもどん

どん取り組んでいただいて、がん対策にし

っかりとつなげていただくことを要望し

たいと思います。 

 ６番目の高齢介護課のひとり暮らしの

ライフサポーターの業務についてでござ

います。７５歳というのは後期高齢者とな

る年齢であり、そういった方たちはおおむ

ね介護を必要とするという人もふえてく

る世代だと思っております。趣味やボラン

ティア、地域活動に取り組む元気な方もお

られる一方で、健康や介護への不安、日常

生活の困りごとの出てくる人も多くいら

っしゃいます。この時期に、ライフサポー

ターがお会いをして、市や関係機関からの

様々な情報提供をされることが介護予防

や健康づくりに取り組んでもらう、こうい

うことが今後のライフサポーターの業務

の狙いでもありますので、実際にこれから

も実績を一つずつ積みながら、こういった

業務を続けていただくことを要望したい

と思います。よろしくお願いいたします。 

 同じく高齢介護課のゲートボール場の

管理事業についてですけれども、毎年、こ

の減免割合を減らしていくということで、

令和４年以降は５割減免となりますと、随

分と額のほうも上がってきて、高齢介護課

の予算としての負担がふえるのではない

かと思いました。そしてまた、利用が無料

ということですけれども、ゲートボール人

口というのは今減っているかと思います。

グラウンドゴルフをする人がふえている

のは事実だという、この点はあります。た

だ、スポーツ広場や青少年運動広場を有料

で使用されている点からも、やはりこの辺

の公平性が保たれているのかどうかとい

うことは疑問に感じました。高齢者の健康

と会員の親睦を図る観点は理解をいたし

ます。ただ、上下水道部の収益という観点

から見ましたときには、費用対効果を検討

して、有効的な利用に努めていただくこと

を要望したいと思います。 

 最後、国保年金課についてですけども、

国民年金における産前産後免除制度の概

要及び状況について理解をいたしました。

申請数が適正となりますように、出産後の

届出等に漏れがないか、また確認も含めて、

窓口での丁寧な案内、対応をお願いしたい

と思います。そして、庁内連携として、母

子手帳とセットで出産育児課でも案内を

されているということは非常に有益であ

ると思います。継続して、案内のほうをよ

ろしくお願いいたします。 

 コロナ禍におきまして、新生児を連れて

外出する機会も減って、そういった生活環

境が大きく変化をしていることからも、こ

れからのデジタル社会も見据えたオンラ

インでの申請手続も簡素化が進むように

要望して、質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 
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暫時休憩します。 

（午後３時 ８分 休憩） 

（午後３時２９分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

 認定第６号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 それでは、私のほうから

は１点だけ、確認も含めまして質問させて

いただきます。 

 決算概要２３６ページ、パートタイマー

等退職金共済事業というところで、１，１

０７万４，０００円の予算計上をされてお

りましたけれども、決算額が９３６万８，

６２４円というところで、前年度と比較し

ますと、１９０万円近く増額して執行され

ている状況だと理解しております。改めま

して、令和元年度末時点の加入事業者数と

人数を含めて、令和元年度の事業状況につ

いてお聞かせください。お願いいたします。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは、光好委

員のご質問についてお答えさせていただ

きます。 

 令和元年度の対象とした事業者数でご

ざいますが、報告書のとおり、２８事業所

でございます。被共済者に関しましては、

人数が減少して１３１名という現状にな

っております。 

 この減少の理由に関しましては、年度末

ということで、退職者がふえ、加入者がな

かったということで減っておる状況にな

っております。 

 また、今年度に関しましていいますと、

直近ということでございますが、事業者は

さらに１事業者の減少となっておりまし

て、２７事業所で１１９名という減少の傾

向が続いておる状況でございます。 

 以上です。 

○渡辺慎吾委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ２回目は要望とさせて

いただきたいと思いますけれども、令和元

年度の状況をお聞かせいただきました。 

 私の記憶では、平成３０年度はたしか２

００人以上、入れていたんだと思いますの

で、残念ながら減少傾向というところでご

ざいます。本年度は新型コロナウイルス感

染症の影響もありまして、景気も悪化して

いるというところもありまして、さらに悪

くなっていくんじゃないかなというふう

に危惧しているところでございます。 

 当該事業は、今までいろいろと考え直す

タイミングであるんじゃないかとか、いろ

いろとご要望もさせていただけましたけ

れども、零細企業などの小規模事業者に対

しては、特に有効ではないのかなというふ

うな見方もできると思いますし、また、今

からコロナ禍においていろんな影響も出

てくる中で、やはりそういったところでも

しっかりと対応していただきたいなとい

うふうに思います。また、そういった意味

でもぜひ、中小企業退職金共済という話も

ありますけども、その違いとか、あるいは

もっと具体的にこういったところが違う

んだというようなＰＲも含めてやってい

ただきたいと思いますし、また、いつも言

っていることですけども、中小企業事業者

のニーズ等々の把握にも努めていただき

まして、取り組んでいただければなという

ふうに考えておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございません

か。 

 増永委員。 
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○増永和起委員 パートタイマーの退職

金給付金のほうですね。事務報告書１４０

ページを見ますと、最高加入期間が３３２

か月、２７年と半年ぐらいですかね。最高

給付額が８７万７，５６７円ということで、

これはお一人がもらわれた給付額だとい

うことだと思うんです。パートタイマーで

退職をされて、この金額を頂けたら、やっ

ぱりちょっと一時ほっとされるんじゃな

いかなとこれを見ながら思っていたんで

すけれども、平均的な退職年数といいます

か、こういうふうなのがパートタイマーの

加入をされている方の中で教えていただ

きたいなというふうに思います。よろしく

お願いします。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは、増永委

員のご質問についてお答えさせていただ

きます。 

 年度によって退職者の人数や、退職され

る方はいろいろな事情でありますので、ば

らつきはございますが、令和元年度を参考

にさせていただきますと、１６名の退職者

の方がおられたうち、２５年以上の方がお

二人、２０年以上から２５年未満の方がお

二人ということで、あと１５年から２０年

未満が３人ということで、比較的長い方も

おられます。ただ、残念ながら５年未満、

非常にも早くに辞められる方も６名おら

れるということで、一旦掛けられている方

はやはり長期で掛けられて、ずっとパート

としてお仕事されているので、非常に有効

な部分があるのではないかと思います。し

かし、パートの方ですので、雇用が短い方

もおられます。ただ、光好委員からもござ

いましたように、掛け金の掛け捨てがない

という特徴がございますので、もちろん働

いていただくことで、退職したときに非常

に助けになるということがあるんですけ

ど、非常に短い方がおられたとしても、む

だにならないというか、そういう部分があ

るというふうには考えておるところでご

ざいます。 

○渡辺慎吾委員長 増永委員。 

○増永和起委員 そうですね。今おっしゃ

ったように、長いこと勤めて、ちょっとま

とまったお金が頂けたら、それはそれであ

りがたいですけれども、普通、中小企業退

職金共済なんかですと、短い期間だと掛け

捨てになってしまうというようなことが

あります。パートの職としても、長期間と

いうことがなかなか難しいような場面も

ございますので、やはり摂津市のこの制度

というのは掛け捨てにならないというと

ころでは非常に有効な、有意義な制度だと

思います。新型コロナウイルス感染症の時

期ですけれども、何かそれで影響を受けて

いるというようなことがあればお聞かせ

ください。 

○渡辺慎吾委員長 吉田部参事。 

○吉田生活環境部参事 それでは、増永委

員の２回目のご質問についてお答えさせ

ていただきます。 

 直接、新型コロナウイルス感染症の影響

というふうにはお聞きはしていないんで

すけど、なかなか景気の先行きが見通しに

くいということもございまして、退職金を

掛けたいけども、なかなか掛けるのが続け

ていくのが難しいというお話も少し聞い

たりはしております。金額はそれほど大き

くはなくても、企業にとっては今、目の前

がしんどくなってくるときにはちょっと

見直すというお話もあるようにはお聞き

しておりますので、これから状況を見なが

ら考えていけたらなと思っております。 

○渡辺慎吾委員長 増永委員。 
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○増永和起委員 本当に今、非常にしんど

い状況の中だとは思いますけれども、やは

りこの制度のよさというのをしっかり守

っていただいて、いろいろＰＲしても、な

かなか新たな加入者というのがふえない

というのがあるかもしれないですけども、

何とか市としても持ちこたえていただき

たいと思いますので、要望としておきます。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○渡辺慎吾委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

 暫時休憩します。 

（午後３時３８分 休憩） 

（午後３時４０分 再開） 

○渡辺慎吾委員長 再開します。 

 認定第４号の審査を行います。 

 補足説明を求めます。 

 野村保健福祉部長。 

○野村保健福祉部長 認定第４号、令和元

年度摂津市国民健康保険特別会計歳入歳

出決算認定の件につきまして、補足説明を

させていただきます。 

 令和元年度は、国民健康保険制度の広域

化２年目として、引き続き国民健康保険事

業費納付金や保険給付費等交付金などの

財政運営の仕組みの下、被保険者の負担の

公平化及び健康づくり医療費適正化を２

本柱とする大阪府国民健康保険運営方針

に基づいた事業運営を行ってまいりまし

た。しかしながら、年度末にかけて新型コ

ロナウイルス感染症の蔓延により社会全

体が様々な影響を受ける中、医療保険制度

の一端を担う国民健康保険においても、目

に見える大きな形で影響を受けたわけで

はございませんが、少なからず保健事業等

に影響を受けているものと思われます。 

 なお、令和元年度決算における収支は、

前年度に引き続き、財政収支の均衡化及び

財政規模の縮小等を踏まえて、実質収支で

１，７３３万２，４９６円の黒字となりま

した。国保加入者総数は１万８，７２９人

で、前年度に比べ、年間平均で５．０％、

９８７人の減となりました。加入者の内訳

を見てみますと、一般被保険者については

１万８，７２０人で、前年度に比べ４．８％、

９３５人の減、退職被保険者等については

９人で、前年度に比べ８５．２％、５２人

の減少となっております。 

 それでは、目を追って、その主なものに

ついて補足説明させていただきます。 

 まず、歳入でございますが、特別会計歳

入歳出決算書１８ページ、款１国民健康保

険料、項１国民健康保険料、目１一般被保

険者国民健康保険料は前年度に比べ０．

８％、１，５３５万８，２７４円の増とな

っております。不納欠損につきましては、

７，９０８万９，５２０円で、収入未済額

は６億７，２５８万９，９７７円となって

おります。還付未済額を除いた収納率は、

一般被保険者分全体で、現年度分が９１．

９％、滞納繰越分が１６．０％となり、前

年度と比べ、現年度分が０．３％の減、滞

納繰越分が１．６％の増となりました。 

 目２退職被保険者等国民健康保険料は、

前年度に比べ７８．１％、７７６万４，３

６０円の減となっております。不納欠損に

つきましては７５万７，３２０円で、収入

未済額は５７４万５，８９５円となってお

ります。還付未済額を除いた収納率は、現

年度分が１００％、滞納繰越金が１７．

０％で、前年度と比べ、現年度分が２．２％

の増、滞納繰越分が６．６％の減となりま

した。 

 款２使用料及び手数料、項１手数料、目

１督促手数料は、未納保険料に対して徴収
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しているものでございます。 

 款３府支出金、項１府補助金、目１保険

給付費等交付金は、普通交付金及び保険者

努力支援分、特定健康診査等負担金などの

特別交付金で構成されており、６８億６，

６７３万４，３５０円となっております。

目２事業助成補助金は、地方単独事業によ

る国庫負担金減額に係る補助金でござい

ます。 

 款４繰入金、項１一般会計繰入金、目１

一般会計繰入金は、職員給与費、出産育児

一時金、保険料軽減分等に係る繰入金でご

ざいます。２０ページ、目２保険基盤安定

繰入金は、保険基盤安定制度に基づく保険

料の法定軽減に係る繰入金でございます。

項２基金繰入金、目１国民健康保険財政調

整基金繰入金による繰り入れはございま

せんでした。 

 款５諸収入、項１雑入、目１一般被保険

者第三者納付金及び目２退職被保険者等

第三者納付金は、交通事故等による第三者

行為による納付金でございます。目３一般

被保険者返納金及び目４退職被保険者等

返納金は、社会保険加入による国保資格喪

失後の受診などに係る返納金でございま

す。目５雑入は、主に７０歳以上の一部負

担金に係る指定公費分でございます。項２

延滞金、加算金及び過料、目１延滞金は、

保険料に係る延滞金でございます。 

 款６財産収入、項１財産運用収入、目１

利子及び配当金は、国民健康保険財政調整

基金の積立てによる利子でございます。 

 款７繰越金、項１繰越金、目１繰越金は、

前年度の繰越金でございます。 

 ２２ページ、款８国庫支出金、項１国庫

補助金、目１事業助成補助金は、制度改正

等によるシステム改修に係る補助金でご

ざいます。 

 次に歳出でございますが、２４ページ、

款１総務費、項１総務管理費、目１一般管

理費は、職員給与のほか一般事務に係る費

用でございます。目２連合会負担金は、大

阪府国民健康保険団体連合会の負担金で

ございます。目３市町村部会負担金は、近

畿都市国民健康保険者協議会の負担金で

ございます。項２徴収金、目１賦課徴収費

は、保険料の賦課徴収業務に係る費用でご

ざいます。２６ページ、項３運営協議会費、

目１運営協議会費は、摂津市国民健康保険

運営協議会に係る費用でございます。 

 款２保険給付費、項１療養諸費、目１一

般被保険者療養給付費は、一般被保険者が

医療機関を受診した際の給付に係る費用

等でございます。目２退職被保険者等療養

給付費は、退職被保険者等に係る療養給付

費でございます。目３一般被保険者療養費

及び目４退職被保険者等療養費は、柔道整

復師による施術や補装具の作製などに係

る費用でございます。目５審査支払手数料

は、大阪府国民健康保険団体連合会が行う

診療報酬の審査及び医療機関への支払い

に係る手数料でございます。 

 項２高額療養費、目１一般被保険者高額

療養費は、一般被保険者が自己負担限度額

を超えて負担した額を支給するものでご

ざいます。目２退職被保険者等高額療養費

は、退職被保険者等に係る高額療養費でご

ざいます。目３一般被保険者高額介護合算

療養費及び目４退職被保険者等高額介護

合算療養費は、１年間の医療保険と介護保

険の自己負担の合計額が自己負担限度額

を超えた場合に支給するものでございま

す。 

 項３移送費、目１一般被保険者移送費及

び目２退職被保険者等移送費は執行いた

しておりません。 
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 ２８ページ、項４出産育児諸費、目１出

産育児一時金は、被保険者の出産に際して、

１件当たり４２万円が支給される一時金

でございます。目２支払手数料は、出産育

児一時金の直接払いに係る手数料でござ

います。 

 項５葬祭諸費、目１葬祭費は、被保険者

の死亡により葬祭を行う者に対して１件

当たり５万円が支給される給付金でござ

います。 

 項６精神・結核医療給付費、目１精神・

結核医療、給付金は被保険者が精神・結核

医療を受けた際の給付金でございます。 

 款３国民健康保険事業費納付金、項１医

療給付費分、目１一般被保険者医療給付費

分は、医療給付費分のうち、一般被保険者

に係る事業費納付金でございます。目２退

職被保険者等医療給付費分は、退職被保険

者等に係る事業費納付金でございます。 

 項２後期高齢者支援金等分、目１一般被

保険者後期高齢者支援金等分は、後期高齢

者支援金等分のうち一般被保険者に係る

事業費納付金でございます。目２退職被保

険者等後期高齢者支援金等分は、退職被保

険者等に係る事業費納付金でございます。 

 項３介護納付金分、目１介護納付金分は、

介護納付金分の事業費納付金でございま

す。 

 ３０ページ、款４共同事業拠出金、項１

共同事業拠出金、目１共同事業拠出金は、

事務費に係る拠出金でございます。 

 款５保健事業費、項１特定健康診査等事

業費、目１特定健康診査等事業費は、特定

健康診査等の実施に係る経費及び人間ド

ックに係る費用の助成金でございます。 

 項２保健事業費、目１保健衛生普及費は、

特定健診未受診者対策のほか、医療費適正

化に係る各種保健事業等の実施に係る経

費でございます。 

 款６諸支出金、項１償還金及び還付加算

金、目１一般被保険者保険料還付金及び目

２退職被保険者等保険料還付金は、過年度

分保険料の還付金等でございます。３２ペ

ージ、目３償還金は、平成３０年度特別交

付金のうち特定健康診査等負担金に伴う

精算返還金でございます。 

 款７基金積立金、項１基金積立金、目１

国民健康保険財政調整基金積立金は、繰越

金の余剰金を積み立てたものでございま

す。 

 以上、決算内容の補足説明とさせていた

だきます。 

○渡辺慎吾委員長 説明は終わり、質疑に

入ります。 

 香川委員。 

○香川良平委員 それでは、国民健康保険

特別会計について３点、質問させていただ

きます。 

 １点目、決算書の１８ページでございま

す。国民健康保険料についてでございます。

令和元年度の収納実績について、改めて１

回目でお聞かせいただきたいなというふ

うに思います。 

 次に、決算書２０ページでございます。

基金繰り入れ金についてお聞きいたしま

す。当初予算では６，１００万円、保険料

を抑制財源として計上されておりました。

決算額が０円というふうになっておりま

す。保険料への影響がなかったという部分

が気になるところなので、その辺、どうな

のかというのをお聞かせいただきたいな

と思います。 

 次に、同じく決算書２０ページでござい

ます。雑収入ですね、一般被保険者返納金

について、令和元年度の収納状況がどうだ

ったのかというのをお聞かせいただきた
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いなと思います。 

 以上、３点お願いします。 

○渡辺慎吾委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、香川委員

の３点に関するご質問にお答えします。 

 まず、１点目が決算書１８ページの令和

元年度の保険料の収納実績についてのお

問いでございます。国民健康保険料全体の

収納としましては１９億３４４万７，８３

６円で、歳入全体のおよそ２割程度を占め

ております。その中で、現年の収納率で申

し上げますと９１．９２％となっており、

恐らく新型コロナウイルス感染症の影響

もあってか、後半に失速したこともあり、

平成３０年度の９２．２２％と比較します

と０．３％の減少となっております。 

 続きまして、二つ目、同じく決算書２０

ページの基金繰り入れに関するご質問で

ございます。委員のご指摘のとおり、令和

元年におきましては、保険料の抑制財源と

して当初予算に計上しておりましたが、結

果的に府支出金等が当初見込みよりも大

きく入ってきたことから、最終的には基金

からの繰り入れはなく、国保特会への繰り

入れはなしで行うことができました。しか

しながら、保険料の算定時にはこの６，１

００万円を計上した上で算定を行ってい

ることから、抑制財源を投入しなかったわ

けではなく、繰り入れを行わなかったこと

による保険料への影響はございませんの

でご安心ください。 

 続きまして、同じく２０ページ、雑入の

一般被保険者の返納金の収納実績につい

てのご質問でございます。返納金につきま

しては、主に国保の資格を喪失した後に、

まだ保険証を使ってしまったことによる

医療費について対象者に返還を求めるも

のでございまして、一般と退職、現年と過

年度分がございます。ご質問の一般被保険

者返納金の実績でございますが、現年度に

ついては調定額４７０万６３４円に対し

て収納済額２８０万６，７１４円、収納率

は５９．７％、過年度については調定額６

２３万３，３５０円に対して収納済額が２

９８万３，８５４円となっており、収納率

は４７．９％になっております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 香川委員。 

○香川良平委員 ありがとうございます。

それでは、２回目の質問をさせていただき

ます。 

 国民健康保険料の収納実績についてご

答弁いただきました。内容についてはよく

分かりました。その上で、滞納保険料の対

策として、インターネット公売を利用され

ているというふうにお聞きしております。

令和元年度の実績についてを教えていた

だきたいなというふうに思います。 

 また、運営会社のほうが撤退するという

ふうにもお聞きしております。来年度以降

どうするのか、今後の動向についても、併

せてお聞かせいただきたいなというふう

に思います。 

 次に、基金繰入金についてでございます。

ご答弁で、保険料への影響はないというこ

とでしたので、理解いたしました。一方で、

令和元年度末の基金残高３億８，５５５万

７，４１０円というふうに増加傾向でもあ

ります。改めて、今後の基金の運用につい

て、考え方というのちょっとお聞かせいた

だきたいなというふうに思います。 

 次に、一般被保険者返納金について、収

納状況、１回目、ご答弁いただきました。

収納実績について理解いたしました。今回

は、過年度分を見ますと、不納欠損額が３

万２，７３９円発生しております。これま
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での決算書ではなかったというふうに思

います。この不納欠損の内容をお聞かせい

ただきたいなと思います。また、今後の対

応、対策についても、併せてお聞かせくだ

さい。 

 ２回目は以上です。 

○渡辺慎吾委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、香川委員

の２回目のご質問にお答えします。 

 インターネット公売の実績と今後の動

向についてのご質問かと思います。インタ

ーネット公売は、滞納処分としての動産の

差押えを行った場合に、換価の手段の一つ

として実施しております。令和元年度につ

きましては、自動車のプラモデル１５件に

ついて落札があり、合計で５万４，００１

円の滞納保険料への充当を行うことがで

きました。また、委員のご指摘のとおり、

運営につきましては現在、ヤフー株式会社

が官公庁オークションという形でしてい

るんですが、これは今のところ、令和２年

度末で恐らくなくなるといいますか、運営

が止まるというふうには聞いております。

ただ、この官公庁オークションそのものは

継続されて、令和３年度からは新たな運営

法人での運営が開始されると聞いており

ますので、引き続き滞納処分の手段として

活用してまいりたいと思いますし、納税課

とも情報共有・連携しながら努めてまいり

たいと思っております。 

 続きまして、基金繰り入れのご質問でご

ざいます。現在、大阪府において作成を進

めております次期国保運営方針におきま

しても、この激変緩和措置期間においては、

令和５年度末までではございますが、保険

料の抑制をすることが可能となっており

ます。したがいまして、同期間において、

本市においても同様に、まずは保険料の抑

制財源として活用を考えております。その

ほか、場合によっては保険料が収納不足に

なることもございますので、そういった形

の保険料の補てん、あるいは保健事業の拡

充などに活用していきたいと考えており

ます。 

 続きまして、三つ目の一般被保険者返納

金に係る不納欠損のご質問でございます。

これに関しては、委員のご指摘のとおり、

確かに初めてこの部分には不納欠損とし

て上がっております。これに関しましては、

平成２６年度にこの科目が新しく新規番

号として付与されまして、以降、調定を始

めております。その上で、今回の不納欠損

については、平成２５年度に調定を行った

返納金について、翌年度から督促を行い、

以後、再三の催告を行いましたが納付がな

く、地方自治法第２３６条第１項に定めら

れております５年の時効により、令和元年

度中に徴収の権利は消滅し、令和元年度末

において、不納欠損として徴収簿を整理す

るに至ったものでございます。レセプト件

数で換算しますと、７件分となっておりま

す。その多くが、残念ながら国外を含む他

市等への転出されている対象者のもので

ございます。 

 今後の対応についてでございますけど

も、脱退手続時には必ず保険証の回収を徹

底することはもとより、引き続き、これら

の調整方法として、保険者間調整というも

のもございますので、そういったことや催

告書の送付など、納付折衝を図りながら、

少しでも多くの返納金を回収できるよう

努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 香川委員。 

○香川良平委員 ご答弁ありがとうござ

います。それでは、３回目、全て要望で終
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わります。 

 インターネット公売の実績と今後の動

向についてということでご答弁いただき

まして、理解をいたしました。現状、キャ

ッシュレス決済を初め、ＳＮＳやインター

ネットを利用した行政事務が当たり前と

なっている時代でございます。国民健康保

険の運営は、被保険者の皆さんの相互扶助

で成り立っている制度でございます。引き

続き、最新の技術を導入するなど、保険料

については公平公正に納めていただくこ

とで、財政健全化や保険料抑制につなげて

いただければというふうに思います。これ

は要望といたします。 

 続きまして、今後の基金の運用について

の考え方ということでご答弁いただきま

した。これまでも述べさせていただいてい

ますとおり、特別会計で運営していること

から、一般会計からの法定外繰入に頼らな

い財政運営がより望ましく健全かという

ふうに思います。令和６年度以降を見越し、

収納不足などに対応するためにも、一定の

基金の確保は必要ですので、引き続き、基

金の適正な運用と積立てを要望して、この

質問を終わります。 

 次に、不納欠損の部分、内容と、こちら

も今後の対応についてということでご答

弁をいただきました。広域化後も引き続き、

個々の市町村で残る事務かというふうに

思います。回り回って保険料にも影響する

ものというふうに思いますので、引き続き、

こちらのほうもしっかりと対応していた

だきますように要望をいたします。 

 以上で、質問を終わります。 

○渡辺慎吾委員長 ほかにございません

か。 

 光好委員。 

○光好博幸委員 それでは、私のほうから

は６点、質問させていただきます。 

 まず、１点目です。決算概要２１２ペー

ジ、保険給付事業についてです。 

 令和元年度の保険給付費の実績という

ところで、全体的な傾向というところを最

初にお聞かせいただきたいと思います。ま

ず、令和元年度の保険給付費の実績と、あ

と全体的な傾向を併せてお聞かせくださ

い。 

 二つ目です。決算概要２１８ページ、特

定健康診査等事業というところにおきま

して、以前にもお聞かせいただいています

けど、人間ドック助成金についてでござい

ます。これは令和元年度１１９万６，００

０円が執行されておりますけれども、改め

て令和元年度の取り組みあるいは実績に

ついてお聞かせください。 

 質問３でございます。決算概要２１８ペ

ージ、保健事業についてです。これも保健

事業全般について、まずお聞きさせていた

だきたいと思いますけれども、令和元年度

は各種保健事業が展開されたかと思いま

すけれども、そのベースとなるデータヘル

ス計画、それについて令和元年度、全般的

な取り組み状況はどうであったのかとい

うところを１回目、お聞かせください。 

 質問４番目です。決算概要２１８ページ

の同じく保健事業についてです。ここで、

フレイル健診受診勧奨受付業務委託料と

いうのが１９７万２，３００円執行されて

おります。これは、以前の予算審査に係る

委員会の際にもお聞かせいただいている

かとは思いますけれども、出張特定健診で

すか、その関係であったかと認識しており

ます。改めて出張特定健診の取り組み実績

をお聞かせください。 

 続きまして、質問５番目、同じく２１８

ページの保健事業です。ここの中にも服薬
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適正化推進事業委託料というところで５

３７万９，０００が執行されております。

これも、以前の予算審査に係る委員会の際

にも少しお聞かせいただきましたけれど

も、改めて令和元年度の服薬適正化の取り

組み実績についてお聞かせください。 

 最後になりますけど、質問６番目、決算

概要２１８ページの同じく保健事業につ

いてですけれども、一番下のほうやったと

思いますが、保健器具費というのが１４０

万８，４６０円執行されておりますので、

改めて購入された器具と、その内容、その

用途等々についてお聞かせください。 

 以上、６点でございます。 

○渡辺慎吾委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、光好委員

の６点のご質問にご答弁申し上げます。 

 まず、１点目、決算概要２１２ページ、

決算書では２６ページになろうかと思い

ます。保険給付費の実績についてと、あと

全体的な傾向ということでのお問いでご

ざいます。 

 まず、令和元年度の保険給付費の総額と

しましては６６億８，６３１万１，０３７

円となっており、平成３０年度が６７億１，

１７５万８，６０５円でございましたので、

前年度比で９９．６２％と、全体としては

微減となっております。令和元年度につき

ましては、平成３０年度中にいわゆる団塊

の世代の全ての方が７０歳に到達したこ

とを踏まえて、全体としては、当初は保険

給付費は増加を見込んでおりました。とこ

ろが、新型コロナウイルス感染症の拡大に

伴う受診控えであろうかとは思うんです

けれども、年度末の令和２年１月以降、診

療の受診控えがあったことも踏まえての

微減となったものと見込んでおります。 

 続きまして、二つ目が同じく決算概要２

１８ページ、特定健康診査等事業の人間ド

ック助成金についてのご質問にお答えし

ます。 

 まず、令和元年度の申請件数は９２件で、

助成額は１１９万６，０００円でございま

した。前年度の受診分が翌年８月末まで可

能ですので、受診年度の内訳で見ますと、

平成３０年度分が１１件、令和元年度分が

８１件となっております。 

 続きまして、保健事業の関係のお話で、

同じく決算書３０ページ、決算概要は２１

８ページの部分で、保健事業全般について

と、データヘルス計画についてのお問いで

あったかと思います。 

 まず、データヘルス計画の進捗状況につ

いてお答えしますと、現行は第２期のデー

タヘルス計画になっておりまして、経過期

間が平成３０年度から令和５年度までの

６年間となっており、計画２年目の年に当

たっておりました。同計画では、本市の課

題でもあります腎不全、糖尿病、高血圧な

どの健康課題に着目した主要１０事業を

展開しております。特に所管の部分で申し

上げますと、特定健診や若年者健診では、

受診率については前年度から上昇してお

ります。特定健診受診率は、平成３０年度

の３０．５％から３１．５％と１％上昇し

ております。これまで低かった若年者健診

の受診率は、平成３０年度の３．３％から

４．１％と０．８％、僅かではありますが

上昇しております。未受診者等へのはがき

勧奨や電話での未受診者対策の取り組み

は一定の効果を得ているものと考えてお

ります。 

 また、非肥満の血圧高値者あるいは血糖

高値者、いわゆるメタボに引っかからない

方々なんですけれども、これらの方々に対

する取り組みは、医療機関の受診率が、平
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成３０年度の６２．５％から８３．３％と

約２０％の上昇が見られ、健診結果の案内

機会をとらえて、効果的な勧奨ができたも

のと考えております。 

 特定保健指導の実施率についても、平成

３０年度の４３．０％から４９．０％と

６％上昇しているほか、糖尿病性腎症重症

化予防事業では引き続き、新規人工透析の

移行者はゼロとなっております。 

 なお、後発医薬品についてですが、ジェ

ネリックの差額通知の取り組みにおいて

も、普及率は、平成３０年度の７５．４％

から７７．９％と２．５％上昇しておりま

す。これら主要指標の実績値を踏まえると、

おおむね令和元年度の計画に基づく保健

事業の展開は一定図られていると考えて

おります。 

 続きまして、四つ目のご質問かと思いま

す。決算書は３０ページ、決算概要は同じ

く２１８ページの保健事業におけるフレ

イル健診受診勧奨受付業務委託料、いわゆ

る出張特定健診に絡むご質問でございま

す。こちらに関しましては、特定健診の未

受診対策の一環として、安威川以南での特

定健診受診率の向上を図るために、別府コ

ミュニティセンターと新鳥飼公民館にて、

今年の２月１５日及び１６日に実施した

ものでございます。 

 なお、この際には虚弱予防、いわゆる今

のはやりとなっておりますフレイル測定

も併せて実施しました。この２日間を通じ

まして、合計で３２７名の方に特定健診を

受診していただくことができまして、受診

率に換算しますと、約２．３％に相当する

ものでございます。 

 なお、この受付業務の委託等につきまし

ては、健都エリアにおける移転予定の国立

健康・栄養研究所が実施するフレイル測定

を特定健診と併せて実施するに当たって

の委託料でございます。実績として、この

フレイル測定につきましては、３２７名中、

何と３００名の方に受けていただくこと

ができまして、その中で、フレイルの保健

指導を２６名の方が受けられております。 

 続きまして、服薬適正化です。同じく決

算書３０ページ、決算概要２１８ページの

服薬適正化の取り組みについて、ご質問に

お答えいたします。 

 内容としましては、摂津市薬剤師会との

連携の下、６０歳以上で、お薬の種類でい

ますと６種類以上の薬を服薬されている

方を中止の基本条件といたしまして、対象

となった１，０４８名の方に対して服薬履

歴を記載した服薬情報のお知らせと、おく

すりバックというものをご送付いたしま

した。その後、通知等を受けられた被保険

者が通知書と、もし仮にお家に残薬があっ

た場合は、残薬をおくすりバッグに入れて、

おくすり手帳を持った上で、身近なお近く

の薬局に行っていただくことで、薬局の薬

剤師とご相談ができて、薬の飲み合わせで

あったりとか、不要なお薬はないかといっ

たご相談をすることで服薬の適正化を図

ったものでございます。 

 最終的に、実際、どういった結果が出た

かといいますと、レセプトデータを追跡、

分析したところ、対象者一人当たりのいわ

ゆる長期服薬の医薬品数で０．４％、一番

危惧しております重複服薬の該当者の割

合で５．４％減少するという数値が出てお

ります。そのほか、市内薬局では相談を通

じて残薬調整がされたり、おくすり手帳が、

最近のご高齢の方というのどうしても手

帳を複数持っておられますので、それをひ

とまとめにしていただくとかいった形の

対応をすることで、被保険者の服薬リスク
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の軽減が一定図られたと考えております。 

 続きまして、最後の６番目で、同じく決

算書３０ページ、決算概要２１８ページの

保健器具のご質問でございます。 

 こちらで購入した器具の内容でござい

ますが、まず筋力や脂肪率等を測る、いわ

ゆる「体組成計」が１台、握力計が２台、

口腔機能の状態を調べる「パタカ計測器」

というものが２台、最終糖化値を測る「Ａ

ＧＥｓ測定器」が１台でございます。いず

れも未受診者対策の一環として実施しま

した、先ほどご説明した安威川以南での出

張特定健診時に使用したものでございま

す。ＡＧＥｓ測定器、分かりにくいですけ

ど、次世代型の健康年齢の測定器と思って

いただければと思うんですけれども、事前

に希望された方に対しまして、特定健診と

フレイル測定が終わった後に計測をして

もらい、それ以外の体組成計などの器具は

フレイル測定のために使用しました。その

中で、保健指導が必要かどうかを判断する

ための計測で利用したものでございます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ご答弁ありがとうござ

いました。それでは、２回目の質問に移ら

せていただきます。 

 まず、一つ目の保険給付事業についてと

いうところで、令和元年度の保険給付の実

績あるいは全体の傾向についてお聞かせ

いただきました。おおむね理解させていた

だきました。 

 ちょっと決算書等々を見ている中で、保

険給付費全体について見ていたんですけ

れども、不用額についてでございます。見

ていますと、令和元年度は不用額約３億６，

５００万円というところでございました

けれども、平成３０年度を見てみますと１

億４，２００万円というところで、約２倍

程度の増加というふうになっております。

この不用額ということが増加しているこ

とによる保険料への影響が気になるとこ

ろでございますので、影響するのか、しな

いのか、そのあたりについてお聞かせいた

だきたいと思います。 

 質問の二つ目です。特定健康診査等事業

につきまして、令和元年度における人間ド

ック助成金の実績についてお聞かせいた

だきました。人間ドック助成制度は、国保

の広域化と併せて、平成３０年度から実施

されているというところで、２か年が経過

しておるところですけれども、その実績を

経て、全体的にどのような傾向があるのか、

また特徴などがあれば、お聞かせいただき

たいと思います。 

 続きまして、質問３番目です。保健事業

でございます。令和元年度の全般的な取り

組み状況をお聞かせいただきました。おお

むね計画どおり進んでいるんじゃないか

なというふうに思います。各事業の受診率

であったり、いろいろと数値的に向上して

いるとのお話をお聞かせいただきました。

これらの実績も踏まえまして、現在は計画

の中間年に当たるのではないかというふ

うにとらえておりますけれども、そういっ

た意味でいきますと、必要な時点で見直し

も入るんだろうなというふうに思います。

そのあたりの考え方について、２回目、お

聞かせください。 

 続きまして、質問４番です。保健事業の

中のフレイル健診受診勧奨受付業務委託

料についてお聞かせいただきまして、委託

料について、令和元年度の出張特定健診の

実績についてお聞かせいただきました。２

月１５日、１６日の２日間で３２７人、全

体の２．３％という話でしたけれども、出
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張特定健診をやられたというところでご

ざいます。実際に受けられた方々、恐らく

分析等々をされているのかと思いますの

で、受診された方の傾向とか、あるいはそ

こで分かったことについてお聞かせいた

だきたいなと思いますし、また現状の分析

をされていたらですけど、それを受けて、

今後どういうふうに取り組まれるのかと

いうところ、こちらは言える範囲のことで

結構ですので、お聞かせください。 

 質問５番目でございます。同じく保健事

業の服薬適正化推進委託料について、令和

元年度の服薬適正化の取り組みについて

お聞かせいただきました。重複されている

ところが狙いであったと思いますが、減少

している等々、効果も聞かせていただきま

したし、いわゆるレセプトデータからの一

定の効果が現れていると理解いたしまし

た。この服薬適正化の取り組みということ

につきましても、現在２年目となります。

初年度、つまり令和元年度の取り組みとこ

れから異なる取り組みがあればちょっと

お聞かせいただきたいのと、言える範囲で、

これも今後の取り組みというところをお

聞かせいただきたいなと思います。 

 最後、６番目でございます。保健事業の

保健器具費についてです。その内容と用途

についてお聞かせいただきました。細かく

お聞かせいただきまして、理解いたしまし

た。これは、さきにお聞きいたしました出

張特定健診、これに使用されたというとこ

ろなんですけれども、せっかく購入されて

いますので、これらの機器について、活用

方法などを考えておられましたらお聞か

せください。 

 以上、２回目でございます。 

○渡辺慎吾委員長 森﨑課長。 

○森﨑国保年金課長 それでは、光好委員

の２回目のご質問にご答弁申し上げます。 

 まず、保険給付費の不用額についてのご

質問でございます。令和元年度の不用額が

増加している要因としましては、当初予算

額そのものが前年度の平成３０年度より

３億１，０００万円多かったことに加え、

実際の歳出としては、先ほど申し上げまし

たように、新型コロナウイルス感染症の影

響拡大に伴う減少が見られたことから、結

果としては２倍以上の増加となったもの

でございます。しかしながら、広域化にお

ける保険給付費そのものは大阪府により

賄われる仕組みになっており、不用額が直

接的に保険料に影響するものではござい

ません。 

 続きまして、二つ目のご質問です。人間

ドック助成に係る全体的な傾向のご質問

でございます。令和元年度の申請者の方々

の対象年齢といいますか、該当者を見ます

と、平均年齢がおよそ６５歳ぐらいとなっ

ておりまして、恐らくは企業あるいは会社

を辞められた方々が定年後に国保に入ら

れて、人間ドックを受けられたのかと考え

ております。比較的、継続して受けられて

いる方が多いという認識がございます。中

で、あえて特徴を申し上げますと、ご夫婦

で同時受診されている方がそれなりに多

くございまして、申請件数９２件のうち３

８件、３割を超えているかと思いますが、

言わば１９組がご夫婦で同日に同じ機関

で受診されております。費用面で見ますと、

人間ドックの平均受診費用というのは、一

般的に約５万７，０００円程度となってお

りますので、助成の一定の効果はあるのか

なと考えております。 

 続きまして、データヘルス計画の中間年

に関するご質問でございます。先ほど申し

上げましたとおり、計画期間としては、ま
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だ実績のほうが２年という部分しかござ

いませんので、経年比較するにも期間が短

いことから、先ほどの保健事業の取り組み

そのものも新型コロナウイルス感染症の

影響を受けていることもございます。特に、

特定健診においては個別の医療機関での

受診控えが目立っておりますので、そうい

ったことを鑑みますと、令和元年度の保健

事業全体の進捗実績にも影響が出ている

ところです。正確な計画の評価は難しい部

分もございますので、中間評価そのものは

実施の予定ではございますが、計画本体そ

のものに関しては改定は行わず、中間評価

の結果を踏まえて、各種の指標や事業の取

り組み方法についての見直しの必要があ

る場合は、その部分に関しては評価シート

を変更するなどして、進捗管理の評価をし

たいと考えております。その点に関しては、

柔軟かつ適切な運用を心がけたいと考え

ております。 

 その上で、事業の推進に係る即応性、実

行性は担保できるとは考えておりますが、

この考え方は賛否あるかと思います。そこ

で、第三者である国保連合会に設置してお

ります保健事業支援・評価委員会で、この

本市の考え方が適切かどうかというご意

見を賜りました。その点においてはご賛同

いただき、なおかつ、本市の附属機関であ

ります健康づくり推進協議会あるいは市

の国保の運営協議会でもご説明しました

ところ、ご賛同いただきましたので、この

方針で中間評価の実施を進めてまいりた

いと考えております。 

 続きまして、出張特定健診の分析と今後

の予定ということでございます。まず、３

２７名の分析のほうを行いました。少し時

間がかかりましたが、実際に確認しました

ところ、約７割の方は前年度、いわゆる平

成３０年度の特定健診を受診していない

ことが分かりましたので、地理的な要因も

あるかもございませんが、地域に出向いて

の出張での特定健診に対するニーズが一

定あり、かつ受診者の掘り起こしができた

のではないかと考えております。 

 今後の予定につきましては、現状の新型

コロナウイルス感染症拡大で緊急事態宣

言が出されたこともありまして、全国的に

も、まず令和２年度４月、５月というのは

特定健診あるいは特定保健指導が中断あ

るいは中止されているところでございま

す。その影響もあってか、実は、被用者保

険のほうの健康診断業務がずれ込んでき

ているという現状がございます。そのため、

前回、年度後半に出張特定健診をしました

が、いわゆる健診業界の中では、ずれ込ん

だ関係でどんどんスケジュールが埋まっ

てきているということで、去年のような形

で、ピンポイントで年度後半に実施できる

かどうかは、正直、今のところ定かではな

いのが現状ではございますが、なおかつ、

仮に実施できたとしても、新型コロナウイ

ルス感染症の関係で人数に制限をかけた

りといったこともございますので、実施は

前向きに検討しつつ、様々な観点から考え

たいと考えております。 

 続きまして、服薬適正化の今年度の取り

組み状況といいますか、この服薬適正化推

進事業は３か年をワンセットに考えてお

りますので、中間年ではございますが、引

き続き今年度に関しましても、薬剤師会と

の連携の下、コロナ禍の状況を鑑みて、昨

年度よりは１か月遅れての勧奨通知の発

送といたしました。８月末に１，０７５名

の方を対象に、前回同様の服薬情報のお知

らせと、少しデザインは変えまして、おく

すりバッグを送付しております。 
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 なお、今年度の他の保健事業との連動も

考えまして、受診勧奨の取り組みの一環と

して、新たに特定健診や人間ドックの制度

案内チラシも併せて同封をいたしました。

今後は、年度末にかけて、レセプトデータ

等を踏まえた効果検証を行ってまいりた

いと考えております。 

 保健器具費の２回目のご質問でござい

ます。令和元年度に購入した保健器具につ

いては、国保年金課での使用はもちろんの

こと、庁内での貸し出しを想定しておりま

す。まず日常的には国保年金課の向かいに

設置しています特定健診ブースというも

のがございますので、そこでの利用を考え

ております。それに加えて、新型コロナウ

イルス感染症の拡大で各種イベントを中

止してはいますが、今後実施できる際には、

そういったイベントでの貸出しを想定し

ております。中でも、先ほど言いましたＡ

ＧＥｓの器具が大変珍しく、実は、数年前

に保健福祉課のほうで三師会からレンタ

ルをして、イベントのオプションとして実

施した経過がございます。そのときに、講

演がメインだったにもかかわらず、そちら

のほうのＡＧＥｓの器具に３００名ほど

集まってしまうということもありまして、

今、この器具を使いたいんですけれども、

同じことが起きてしまうとちょっとまた

問題もございますので、考えながらの実施

はしたいと思っておりますが、いずれにせ

よ、イベント等においての貸出しを検討し

ております。 

 なお、保健福祉部全体で今後、フレイル

予防の観点から取り組みを進めていく上

では、それ以外の器具である体組成計等も

十分に活用できますし、国立健康・栄養研

究所が作成しましたリーフレットで、「フ

レイルって何なん？」というような大変分

かりやすいリーフレットがございますの

で、こちらも活用しながら、イベント等で

の活用を検討していきたいと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○渡辺慎吾委員長 光好委員。 

○光好博幸委員 ありがとうございまし

た。丁寧にご答弁いただきました。３回目

になりますけども、全て要望とさせていた

だきます。 

 まず一つ目、質問１です。保険給付事業

においてというところで、不用額が増加し

ていることによる保険への影響というと

ころお聞かせいただきまして、ちょっと心

配しておりましたけども、保険料に直接的

に影響することではないというところの

ご答弁だったと思います。安心いたしまし

た。 

 これ、仮に広域化前でしたら、市単独の

財政のやりくりになるというところでい

きますと、歳入の保険料の設定に関わって

くるものであったのではないかなという

ふうに理解いたします。とはいえ、大阪府

が全体で保険給付費そのものを下げてい

く努力は必要なのではないかなというふ

うに思いますので、引き続き医療費適正化

あるいは保健事業の展開など、しっかりと

取り組んでいただければと考えますので、

よろしくお願いいたします。これは要望と

させていただきます。 

 二つ目に、特定健康診査等事業において

というところで、人間ドック助成金の全般

的な傾向についてお聞かせいただきまし

た。ご夫婦で同時受診されている方が多い、

３８件というところで、ちょっと微笑まし

いなというふうに思いますけれども、ご一

緒に外出される機会というところでいき

ますと、いい傾向なんじゃないかなという
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ふうにとらえました。 

 現在はコロナ禍ということもございま

すので、健診を控える方もおられるかと思

いますけれども、疾病の早期発見あるいは

重症化予防の観点からは、特定健診と並ん

で、この人間ドック助成制度の推進も非常

に重要であると私は考えております。今年

度は助成額が上限２万６，０００円に拡充

されているというところもございますの

で、引き続き、より多くの被保険者の方々

の受診を促す取り組みを進めていただけ

たらと思いますので、引き続きよろしくお

願いいたします。これも要望です。 

 続きまして、質問３でございます。保健

事業についてというところで、計画の中間

に当たっての考え方についてお聞かせい

ただきました。いろんな機関からの賛同も

得られているということで、このままの方

針でいくというご答弁だったかと思いま

す。これもコロナ禍ということがあっても、

被保険者の健康を守る取り組みは待った

なしでございますし、ご答弁いただいた方

向性で間違いないというふうなご答弁だ

ったと思いますので、しっかりと計画を進

めていただきまして、中間評価の結果とか、

あるいは進捗状況についても今後しっか

りと周知いただければなというふうに思

います。 

 また、現行計画にある地域包括ケアシス

テムの構築に向けた取り組みというとこ

ろについての規定があったかと思います。

例えば高齢者の保健事業と介護予防の一

体的な取り組みとか、あるいは国保と後期

高齢者の保健事業の接続等々の取り組み

など、ぜひいろいろ柔軟に対応いただけれ

ばというふうに考えますので、これもよろ

しくお願いいたします。これも要望といた

します。 

 続きまして、質問四つ目でございます。

保健事業の出張特定健診についてという

ところで、受診者の分析結果と今後の取り

組みについてお聞かせいただきました。し

っかりと時間をかけて分析されていると

いうことで、受診者の７割が前年度、特定

健診未受診者であったというところで、ち

ょっと驚きましたけども、効果がある取り

組みであったと理解いたしました。 

 この特定健診の受診率は、大阪府や本市

で、全国的に見れば決して高くございませ

んが、先ほどご答弁ありましたけれども、

国で掲げています全国目標値、これはたし

か２０２３年度で特定健診率７０％とい

うふうに掲げられていたかと思いますけ

れども、それに対しては、程遠い現状かと

認識しております。 

 お聞かせいただきました出張特定健診

の効果も認められていますし、これからも

いろいろと工夫しながら、ぜひ受診率向上

に向けて取り組んでいただければと思い

ます。これも要望としております。 

 質問５番目にいきます。保健事業の服薬

適正化についてでございます。今年度の取

り組みについてお聞かせいただきました。

新たに受診勧奨のチラシの同封とか再勧

奨、あるいは袋のデザインを変えていると

いうご答弁でありまして、それを予定して

いるんだなというふうに理解いたしまし

た。これも、先ほども申し上げましたけど

も、今年度は２年目の取り組みとなります

ので、年度の実績と比較検証ができるよう

に取り組んでいただきたいと思いますし、

これも医療費適正化という観点からも、ぜ

ひ薬剤師会とも知恵を出し合いながら、効

果的な取り組みになるよう、今後も展開い

ただきたいと思います。これも要望として

おきます。 
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 最後、質問６になります。保健事業の保

健器具費について、これの活用方法につい

てお聞かせいただきました。ＡＧＥｓが非

常に人気であったというようなご答弁も

ありましたけれども、今、コロナ禍でござ

いますけど、ぜひこれからも有効に活用い

ただければと思います。 

 また、フレイル予防という観点から申し

ますと、先ほどご答弁にもございましたけ

ども、国立健康・栄養研究所と引き続き連

携いただきたいと思いますし、国保年金課

としても、例えば保健福祉部各課と連携と

いうところも重要だと思いますし、効率的

にフレイル予防の取り組みも進めていき

たいと思いますので、ぜひお願いいたしま

す。これも要望といたします。 

 以上で、質問を終わらせていただきます。 

○渡辺慎吾委員長 本日はこれで散会し

ます。 

（午後４時３３分 散会） 
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